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Ⅰ．横浜国立大学大学院国際社会科学府規則 

(平成 25年 3月 28日規則第 33号) 

改正 平成26年3月31日規則第53号 平成27年3月23日規則第14号 

令和 3年8月11日規則第33号 

(趣旨) 

第 1条 この規則は、横浜国立大学大学院学則(平成 16年規則第 202号。以下「大学院学

則」という。)第 11条及び第 12条の規定に基づき、横浜国立大学大学院国際社会科学

府(以下「学府」という。)における各専攻の授業科目、単位数及び履修方法等に関する

こと並びに学府に関する必要な事項について定めるものとする。ただし、法曹実務専

攻については、横浜国立大学大学院国際社会科学府法曹実務専攻規則の定めるところ

によるものとする。 

(授業科目等) 

第 2条 学府における各専攻の授業科目及び単位数は、学府教授会(以下「教授会」とい

う。)の議を経て、横浜国立大学大学院国際社会科学府長(以下「学府長」という。)が

別に定める。 

2 学府における授業科目(講義及び演習)の 1単位当たりの授業時間は、15時間の授業を

もって 1単位とする。 

3 学位論文とは、修士論文及び博士論文をいい、修士論文には特定の課題についての研

究の成果(以下「特定課題論文」という。)を含むものとする。 

(専攻横断教育プログラム) 

第 3条 博士課程後期に、専攻を横断する融合分野又は特定課題に関する体系的な教育プ

ログラム(以下「専攻横断教育プログラム」という。)を置く。 

2 前項に規定する専攻横断教育プログラムは、次のとおりとする。 

(1) 国際公共政策教育プログラム

(2) 租税法・会計教育プログラム

3 専攻横断教育プログラムに関する必要な事項は、教授会の議を経て学府長が別に定め

る。 

(指導教員等) 

第 4条 博士課程前期の授業及び学位論文(博士論文研究基礎力考査コースを履修する者

にあっては博士論文研究計画又はターム・ペーパー)の作成等に対する指導(以下「研究

指導」という。)を行うため、学生ごとに指導教員を定める。 

2 博士課程後期の授業及び研究指導を行うため、学生ごとに責任指導教員 1人及び指導

教員 2人(以下「責任指導教員等」という。)を定める。 

3 責任指導教員等は、指導委員会を組織する。 
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4 指導教員及び責任指導教員等並びに指導委員会に関し必要な事項については、教授会

の議を経て学府長が別に定める。 

(履修方法) 

第 5条 学生は、指導教員及び責任指導教員等の指導により、教授会が別に定める所定の

単位を履修しなければならない。 

(長期にわたる課程の履修) 

第 6条 学生が、大学院学則第 14条の規定により長期にわたる課程の履修を希望すると

きは、別に定めるところにより、学府長に願い出て、許可を受けなればならない。 

(他大学大学院等の授業科目の履修) 

第 7条 学生は、教授会の議を経て、他大学大学院(外国の大学院を含む。以下同じ。)及

び本学大学院の他の研究科又は学府の授業科目を履修することができる。 

2 前項の規定により履修した授業科目について修得した単位は、所定の単位を限度とし

て課程修了の単位として認めることができる。 

(休学期間中の外国の大学院における授業科目の履修) 

第 8条 教育上有益と学府長が認めるときは、学生が休学期間中に外国の大学院において

履修した授業科目について修得した単位を、教授会の承認を得て、学府における授業

科目の履修により修得したものとみなすことができる。 

2 前項の規定により修得したものとみなすことのできる単位数は、前条第 2項の規定に

より修得した単位数と合わせて 15単位を超えないものとする。 

3 第 7条第 2項及び第 8条第 1項の規定により修得したものとみなす単位数は、横浜国

立大学大学院学則第 13条第 1項の規定により修得した単位数と合わせて 20単位を超え

ないものとする。 

(他大学大学院等の研究指導) 

第 9条 学生は、教授会の議を経て、他大学大学院又は研究所等(以下「他の大学院等」

という。)において研究指導を受けることができる。ただし、博士課程前期の学生につ

いて認める場合には、当該研究指導を受ける期間は、1年を超えないものとする。 

2 前項の規定により、他の大学院等で受けた研究指導は、課程修了に必要な研究指導の

一部として認めることができる。 

(修了の要件) 

第 10条 博士課程前期の修了要件は、当該課程に 2年以上在学し、32 単位以上を修得し、

別に定めるところによる GPA(Grade Point Average)の基準 2.0以上を満たし、かつ、必

要な研究指導を受けた上、修士論文又は特定の課題についての研究の成果(特定課題論

文)の審査及び最終試験に合格することとする。ただし、在学期間に関しては、特に優

れた業績を上げた者で、学府長が認めたものについては、当該課程に 1年以上在学す

れば足りるものとする。 
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2 前項の規定にかかわらず、第 6条の規定により長期にわたる課程の履修を認められた

者の博士課程前期の修了要件は、当該履修期間在学し、32単位以上を修得し、別に定

めるところによる GPA(Grade Point Average)の基準 2.0以上を満たし、かつ、必要な研

究指導を受けた上、修士論文又は特定の課題についての研究の成果(特定課題論文)の審

査及び最終試験に合格することとする。 

3 博士論文研究基礎力考査コースを履修する者は、前 2項に規定する修士論文又は特定

の課題についての研究の成果(特定課題論文)の審査及び最終試験に合格することに代え

て、学府が行う次に掲げる博士論文研究基礎力に関する試験及び審査に合格すること

とする。この場合、前 2項に規定する「32単位以上を修得し」とあるのは「36単位以

上を修得し」と、「必要な研究指導を受けた上」とあるのは「必要な研究指導を受け、

博士論文研究計画又はターム・ペーパーに合格した上」と読み替えて適用する。 

(1) 専攻分野に関する高度の専門的知識及び能力並びに当該専攻分野に関連する分野

の基礎的素養であって当該博士課程前期において修得し、又は涵養すべきものにつ

いての試験 

(2) 博士論文に係る研究を主体的に遂行するために必要な能力であって当該博士課程

前期において修得すべきものについての審査 

4 博士課程後期の修了要件は、当該課程に 3年(専門職学位課程(法科大学院)を修了した

者にあっては 2年)以上在学し、20単位以上を修得し、別に定めるところによる GPA(Gr

ade Point Average)の基準 2.0以上を満たし、かつ、必要な研究指導を受けた上、博士

論文の審査及び最終試験に合格することとする。ただし、在学期間に関しては、優れ

た研究業績を上げた者については、当該課程に 1 年以上在学すれば足りるものとする。 

5 第 1項ただし書の規定に基づき、優れた研究業績により 1年以上の在学期間をもって

博士課程前期を修了した者(他の大学院の在学期間を含む。)の博士課程後期の修了要件

は、前項ただし書中「1年以上」とあるのは「3年から当該課程における在学期間(2年

を限度とする。)を減じた期間以上」と読み替えて適用する。 

6 他の大学院において標準修業年限 1年以上 2年未満とした修士課程、博士課程前期又

は専門職学位課程を修了した者の博士課程後期の修了要件は、第 4項ただし書中「1年

以上」とあるのは「3年から当該 1年以上 2年未満の期間を減じた期間以上」と読み替

えて適用する。 

7 前 3項の規定にかかわらず、第 6条の規定により長期にわたる課程の履修を認められ

た者の博士課程後期の修了要件は、当該履修期間在学し、20単位以上を修得し、別に

定めるところによる GPA(Grade Point Average)の基準 2.0以上を満たし、かつ、必要な

研究指導を受けた上、博士論文の審査及び最終試験に合格することとする。 

8 学位論文の審査については、横浜国立大学学位規則の定めるところによる。 

(学位論文等の提出時期) 
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第 11条 学位論文その他教授会が別に定める書類は、学府が別に定める期間内に提出し

なければならない。 

(事務) 

第 12条 学府の事務は、社会科学系事務部において処理する。 

(雑則) 

第 13 条 この規則に定めるもののほか、学府に関し必要な事項は、学府長が別に定める。 

附 則 

この規則は、平成 25年 4月 1日から施行する。 

附 則(平成 26年 3月 31日規則第 53号) 
 

 

この規則は、平成 26年 4月 1日から施行する。 

附 則(平成 27年 3月 23日規則第 14号) 
 

 

この規則は、平成 27年 4月 1日から施行する。 

附 則(令和 3年 8月 11日規則第 33号) 
 

 

1 この規則は、令和 3年 8月 11日より施行し、令和 3年 4月 1日から適用する。 

2 令和 3年 3月 31日に現に国際社会科学府に在学する者（以下この附則において「在学

者」という。）並びに博士課程前期においては、令和 3年 4月 1日から令和 4年 3月 3

1日の間、博士課程後期においては、令和 3年 4月 1日から令和 5年 3月 31日までの

間に在学者の属する年次に再入学、編入学及び転入学する者に係る修了要件並びに他

の大学院等の授業科目の履修については、改正後の第 8条第 2項及び第 8条第 3項の規

定にかかわらず、なお従前の例による。 
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Ⅱ. 履 修 細 目 
 

（一） 修了要件及び修了必要単位数                                                       

                                                                                                

   本学府国際経済法学専攻博士課程前期を修了するためには、２年以上（短期修了プログラム入学者は 

  １年以上）在学し、所定の３２単位以上を修得するとともに、必要な研究指導を受けた上で修士論文の   

審査及び最終試験に合格しなければならない。                                        

   なお、研究指導は、国際経済法学専攻専任教員に限る。                                                                                    

 

 

 

選 択 科 目 

 

演習Ⅰ・Ⅱ 

 

合    計 

                

                

                

                

                

                

 

 

単位数 

 

 

 

 

２４ 

(コア科目3単位以上

が含まれなければな

らない) 

 

 

８ 

 

 

 

 

３２ 

 

 

 

 ※GPA について 

成績評価に応じて GP（Grade Point）を与え、以下の式によって GPA 値を算出する。 

GPA 算出対象科目は修了必要単位に算入される国際経済法学専攻博士課程前期の授業科目（講義および

演習）とし、GPA 値 2.0 以上を修了要件とする。 

なお、GPA の導入に伴い、履修登録は年２回春学期と秋学期に１回ずつとする。 

 

算出式 GPA ＝ Σ（GP×単位数）÷ 履修登録単位数 

 

成績評価（評価点）と GP は以下のとおりとする。 

 ① 秀    (100 ～ 90 点)  4.5 

 ② 優   （ 89 ～ 80 点） 4.0 

  ③ 良   （ 79 ～ 70 点） 3.0 

  ④ 可   （ 69 ～ 60 点） 2.0 

 ⑤ 不可 （ 59 点以下）   0.0 

 

（二） 授業科目 

１．選択科目 

演習Ⅰa・Ⅰb・Ⅱa・Ⅱb を除く国際経済法学専攻におけるすべての授業科目をいう。その中から 24

単位以上を選択履修すること。選択科目中、コア科目３単位以上を取得しなければならない。 

   社会実践フィールドワークの詳細については（十）を参照。
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２．演 習 

履修指導や修士論文作成のための研究指導を行うものとする。演習Ⅰa、演習Ⅰb、演習Ⅱa、演習Ⅱb   

の順に、合計で８単位以上を履修すること。なお、短期修了プログラム入学者にあっては、演習の履修   

順序については、この限りでない。 

   学生は原則として１教員の研究指導を受けるが、問題関心や研究テーマによっては、複数の教員の研 

  究指導を受けることもできる。 

   

３．特別講義 

   特別講義とは、上記の選択科目以外の科目のうち、 

        ① 教育研究上の必要から、基礎的又は応用的知識の補充のために年度ごとに開講される科目 

        ② 英語によるコミュニケーション科目 

    ③ 実践的科目 

    をいう。 

【令和４年度以降入学者（学籍番号の上４桁が「22PC」「23PC」の者】 

①の単位は修了必要単位数に算入でき、②及び③については、合計４単位を上限として修了必要

単位数に算入できる。 

※③について、後述（十二）に定める法律系社会人リカレントプログラム（L-Rep）を申請した対象

学生（一般入試における受験者区分「一般（社会人）」に合格した学生）は、諸規則の規定の範囲

内で、4 単位を超えて修了必要単位数に算入できる。 

【令和３年度入学者（学籍番号の上４桁が「21PC」の者】 

①の単位は修了必要単位数に算入でき、②については、４単位を上限として修了必要単位数に算

入できる。ただし、③については、修了必要単位数には算入しない。 

 

４．学府共通科目 

   学府共通科目は、修了必要単位数には算入しない。 

 

５．その他 

    (1)  経済学専攻・経営学専攻科目の履修について 

        経済学専攻及び経営学専攻の開講科目は、授業担当教員の許可を得て履修することができる。 
 

    (2)  他学部等の開講科目の履修について 

      ①  経済学部・経営学部の開講科目について 

経済学部で開講されている専門教育科目及び経営学部で開講されている専門教育科目（非常勤講 

師担当科目・夜間主コース（第二部）開講科目を除く）は、所定の手続（後述(三)の３参照）を経

て履修することができる。また、本学府における演習の単位取得のため、指導教員の指導により、

基礎となる学部開講授業の履修が要求されることがある。 

なお、国際経済法学専攻が経済学部に提供している大学院共通科目は、国際経済法学専攻の選択

科目、英語によるコミュニケーション科目として履修しなければならない。 
 

      ②  本学大学院の他学府等の授業科目、大学院全学教育科目について 

本学大学院の他学府等で開講されている授業科目及び大学院全学教育科目について、所定の手続

（後述(三)の３参照）を経て履修することができる。 

ただし、履修できない科目もあるので履修希望の科目がある場合は、その科目を開講している学 

府等の学務係に履修の可否について確認すること。 
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      ③  神奈川県内の大学間における大学院学術交流協定に基づく他大学大学院の提供科目について 

神奈川県内の大学間における大学院学術交流協定に基づき、参加する大学の大学院（修士課程及

び博士課程前期）が提供する授業科目について、所定の手続（後述(三)の３参照）を経て履修する

ことができる。 
 

    (3)  国際経済法学専攻博士課程後期の授業科目について 

     国際経済法学専攻博士課程後期の授業科目（リサーチプラクティカムを除く）について、所定の

手続（後述(三)の３参照）を経て、在学期間を通じて合計４単位（英語プログラムとして開講され

ている科目のみを選択する場合には合計８単位）まで履修することができる。 
        

    (4)  選択科目修了必要単位への算入について 

         (1)および(2)で修得した単位は、８単位を限度として、所定の手続を経て、選択科目修了必要単

位（２４単位）に算入することができる。ただし、(2)③で修得した単位は、うち４単位を限度と

する。 

         (3)で修得した単位は、４単位を限度として、選択科目修了必要単位（２４単位）に算入すること 

    ができる。なお、国際経済法学専攻博士課程後期への進学を希望する者は、この単位を博士課程前

期修了要件に含めない場合は、博士課程後期入学後に後期修了要件に含めることができる。 
        

    (5)  大学院設置基準第 14 条による特例の適用が認められる場合について 

         社会人以外の学生で指導教員がその必要性を認めた者については、大学院設置基準第 14 条教育方

法の特例に基づき開設される授業科目（６，７限）を履修し、修了に必要な単位数に加えることが

できる。 
        

    (6)  本専攻入学前の既修得単位の認定について 

         本専攻に入学する前に、大学院（他大学の大学院及び外国の大学院を含む）において履修した授

業科目（博士課程前期レベルの講義）について修得した単位を有する場合、教育上有益と認めると

きには、国際経済法学専攻委員会の議を経て単位を認定することができる。入学後１か月以内に所

定の手続を行うこと。 

 

（三） 履修登録 

１．履修登録期間 

   (1) 履修登録は、前学期初めの履修登録期間内に行わなければならない。 

   (2) 特別な事情が生じた場合には、学期の途中でも履修登録期間を設けることがある。 

 

  ２．履修登録制限 

      １年次において、１８単位を越えて履修登録することはできない。 

   （演習・英語によるコミュニケーション科目・学府共通科目・開発協力フィールドワークを除く） 

   ただし、この制限は、短期修了プログラム入学者には適用しない。 

 

  ３．履修登録の手順 

   他学部等の開講科目（（二）５の（２）①及び②参照）の登録に際しては、指導教員と授業科目担当

教員の許可を得た上で、学期（集中講義）の開講時の履修登録期間内に大学院学務係に申し出ること。

ただし、大学院全学教育科目については、指導教員の許可のみで足りる。 

   学生の申し出に基づき、受講が一括許可される。申し出が不許可になった場合は、後日別途設けられ

る履修登録期間内に修正登録を行うことができるものとする。 
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   神奈川県内の大学間における大学院学術交流協定に基づく、他大学大学院の提供科目（（二）５の

（２）③参照）の登録に際しては、受講を希望する大学の履修申請受付期間内に、学務・国際戦略部教

育企画課へ「神奈川県内大学院交流学生申請書」を提出すること。 

   その後、教務厚生委員会に出願の承認及び受講を希望する大学の受入承認を得て、受講することがで

きる。 

 

（四） 成績確認 

成績閲覧開始から約２週間（修了判定時については、別途期間を設定）を国際経済法学専攻開講科目

の「成績確認期間」としている。直前学期の国際経済法学専攻開講科目の成績に異議のある学生は、

「履修科目成績確認願」を大学院学務係に提出すること。「成績確認期間」終了後は、成績異議申し立

て等は一切受け付けない。申し立てがあった場合は、該当科目の授業担当教員のほか、該当科目を開講

している専攻の責任者（専攻長）も申し立てに対する確認結果を確認する。大学院全学教育科目を含め

他部局開講の科目については、開講部局の定めに従うこと。成績訂正の対象となるのは、教員サイドの

転記ミス並びに採点ミスのみであり、成績に関する嘆願は一切受け付けない。詳細は国際社会科学府・

研究院ウェブサイトや授業支援システムを参照すること。 

 

国際社会科学府・研究院ウェブサイト＞在学生の方へ＞教務関係（博士課程前期・後期共通） 

授業支援システム＞【連絡専用】社会科学系事務部大学院学務係 Graduate School Affairs Office, 

GSISS[Zac0049] 

 

（五） 研究指導計画書・研究計画書 

     国際社会科学府では、年度初めに「研究指導計画書・研究計画書」を作成する。様式等については、

授業支援システムに掲載するため、参照すること。 

 

   授業支援システム＞【連絡専用】社会科学系事務部大学院学務係 Graduate School Affairs Office, 

GSISS[Zac0049] 

 

１．作成書類 

横浜国立大学大学院国際社会科学府 研究指導計画書・研究計画書 

 

２. 作成方法 

(1)  責任指導教員は、学生と十分な打合せ等を行い、研究指導計画書を作成する。 

(2)  学生は、前号の研究指導計画書に基づき、研究計画書を作成する。 

(3)  作成された計画書は、責任指導教員と学生の双方で保管する。 

(4)  責任指導教員は前号の計画書の写しを大学院学務係あてに提出する。 

(5)  計画書に大きな変更があった場合は随時改定するものとし、責任指導教員は、改訂を行った都

度、その写しを大学院学務係に提出する。 

 

（六） 修士論文及び最終試験 

１．修士論文 

    (1)  修士論文を提出しようとする者は、論文提出時において、本学府に１年（短期修了プログラム

入学者にあっては、９か月）以上在学し、かつ、修了に必要な授業科目（演習は含まない）の単
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位数を１６単位以上修得していることが必要となる。 

    (2)  修士論文は、指導教員の指導を受けて作成し、提出すること。 

    (3)  修士論文の題目届出期間、中間報告、部数及び提出期間その他については、別に定める。 

 

  ２．最終試験 

   (1) 最終試験は、修士論文の審査が終わった後、修士論文を中心として行う。 

   (2) 最終試験は、原則として口頭により行う。 

   (3) 最終試験の期日その他については、別に定める。 

 

※「Ⅶ．修士論文・最終試験評価基準」も参照すること。 

 

（七） 参考論文 

１．横浜国立大学学位規則（以下、この(七)の項目において、「学位規則」という）９条にいう「他の

論文」（以下「参考論文」という）は、次の３種類とする。 

   (1) 修士論文を補足する論文で、実質的に修士論文と一体をなし、独立の評価になじまないもの。 

   (2) 修士論文と関連するが、それ自体として独立した内容を有し、独立の評価になじむ論文。 

   (3) ４の(8)によるみなし参考論文。 

 

２．1 の(1)および(2)の参考論文を提出しようとする者は、参考論文を提出する予定の旨およびその題

目を修士論文題目届に付記しなければならない。１の(1)、(2)の参考論文は、修士論文と共に提出しな

ければならない。 

 

３．1 の(2)の参考論文は、修士論文の審査において、おおむね３割程度の範囲内で、修士論文の評価に

これを加味することができる。 

 

４．研究指導成果論文 

   (1) 学生は、指導教員の研究指導を受けて作成した論文（以下「研究指導成果論文」という）１編 

を、年度後学期に所属専攻長に提出することができる。 

    (2)  所属専攻長は、研究指導成果論文の提出があったときは、専攻委員会に、その審査を付託しな 

ければならない。 

    (3)  専攻委員会は、研究指導成果論文の審査のために、審査委員会を設ける。 

    (4)  審査委員会は、複数の教員をもってこれを構成する。 

    (5)  審査委員会は、研究指導成果論文の提出者に対し、論文を中心として、これに関連のある科目

について、口頭による試験を行う。 

    (6)  研究指導成果論文の審査は論文が提出された年度内に、これを終えるものとする。 

    (7)  研究指導成果論文は、Ａ，Ｂ，ＣおよびＤの４段階により評価する。 

    (8)  前年度までに研究指導成果論文を提出した学生は、別に定める期間内に、提出済の研究指導成

果論文のうち１編を、「参考論文」として扱われたい旨を、所属専攻長に申し出ることができ

る。 

        この申し出をしたものが修士論文を提出した場合には、研究指導成果論文をもって、修士論文に

添付された参考論文とみなす。 

     (9)  修士論文の審査において、(8)の規定により参考論文とみなされた研究指導成果論文の成績を、

おおむね３割の範囲内で、加味することができる。ただし、提出者の不利益に加味することはし
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ない。 

    (10)  研究指導成果論文の提出期間その他については、別に定める。 

 

（八） 取得できる学位 

     本専攻を修了した者には、「修士（法学）」、「修士（国際経済法学）」又は「修士（学術）」が与

えられる。 

 

（九） 博士論文研究基礎力考査コース 

    本専攻博士課程後期への進学を目指す者は、通常の修士論文提出による修了方法に代えて博士論文研

究基礎力考査コースによる修了方法を選択することができる。博士論文研究基礎力考査コースの修了要

件は以下のとおりである。 

 

１．修了必要単位数等 

      選択科目（コア科目３単位以上含む）  ２８単位 

   演習Ⅰ・Ⅱ                              ８単位 

     計                                ３６単位以上 

ＧＰＡ、履修科目等については上記（一）から（三）と同様とする。 

加えて、国際経済法学専攻博士課程後期の授業科目（リサーチプラクティカムを除く）を在学期間を

通じて合計４単位（英語プログラムとして開講されている科目のみを選択する場合には合計８単位）ま

で履修することができる。なお、この単位を博士課程前期修了要件に含めない場合は、博士課程後期入

学後に後期修了要件に含めることができる。 

 

２．博士論文研究基礎力審査等 

博士論文研究計画又はターム・ペーパーの合格に加え、博士論文研究基礎力審査（国際経済法学専攻

関連分野３科目の筆記試験及び博士論文研究を行う分野に関する口頭試問）に合格することをもって、

修士論文審査及び最終試験の合格に代える。 

 

３．その他 

博士論文研究基礎力考査コースによる修了を希望する者は、１年次の履修登録期間までに指導教員の   

許可を得て博士論文研究基礎力考査コース選択届を専攻長宛提出すること。 

   なお、本コース選択にあたっては指導教員と研究計画等について十分に相談すること。 

 

（十） 社会実践フィールドワーク履修・単位取得の手続きについて 

１．社会実践フィールドワークの単位を取得するためには、当該フィールドワークの活動を 60 時間以上

しなければならない。 

２．社会実践フィールドワークでの単位取得を希望する学生は、当該フィールドワーク実施期間の始期が

到来するまでに、社会実践フィールドワーク計画書に指導教員の署名を得て、大学院学務係に提出しな

ければならない。 

３．当該フィールドワーク終了後、社会実践フィールドワーク報告書に指導教員と当該フィールドワーク

受入担当者の署名を得て、大学院学務係に提出しなければならない。なお、履修登録は、報告書の提出

と同時に行うものとする。 

４．社会実践フィールドワーク報告書の提出は、春学期については７月末、秋学期については１月末まで
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に行わなければならない。 

５．社会実践フィールドワークの単位が認定されるのは、当該フィールドワークの実施期間の終期が含ま

れる学期及びその次の学期に限られる。 

６．社会実践フィールドワーク報告書には、当該フィールドワークに 60 時間以上従事したことについて

の当該フィールドワーク受入担当者による確認が明示的に記載されていなければならない。 

７．教務厚生委員会は、社会実践フィールドワーク計画書及び報告書を確認し、指導教員に意見を述べる

ことができる。 

 

＊大学設置基準 第 21条第２項２号  

実験、実習及び実技については、30時間から45時間までの範囲で大学が定める時間の授業をもつて１

単位とする。 

 

（十一） 国際開発ガバナンスEPについて 

政治学や国際関係法などの法学政治学系科目を体系的に学習するとともに、開発協力のあり方や現場

に関わる知識を修得することにより、開発協力に対応できる専門グローバル人材の育成を目的としたコ

ースである。 

 

１．指導教員の選択について 

入学後のコンタクト日程中に、国際開発ガバナンスEP担当教員と面談した上で、同EP担当教員の中

から１人を選択する。 

 

２．履修科目について 

国際開発ガバナンスEPを申請した学生は、（一）および（二）の要件に加えて、開発協力特論２単

位、社会実践フィールドワークもしくは開発協力フィールドワーク２単位、ワークショップ２単位を

講義科目の中に含めなければならない。但し、ワークショップについては、経済学専攻、経営学専攻

、都市イノベーション学府、環境情報学府における科目４単位で代替できる。 

 

３．履修登録単位数について 

（三）２の履修登録制限の規定にかかわらず、国際開発ガバナンスEPを選択した学生は、１年次の

履修登録単位数の制限を設けない。 

 

（十二） 法律系社会人リカレントプログラム（L-Rep）について 

憲法、民法、刑法などの基本的な科目の他に、実務家との共同授業も含む実践的科目等を履修するこ

とにより、社会人学生のリスキルアップの機会を提供することを目的としたプログラムである。 

 

  １．対象学生について 

    一般入試における受験者区分「一般（社会人）」に合格した学生 

 

  ２．履修科目について 

    法律系社会人リカレントプログラム（L-Rep）を申請した対象学生は、実践的科目を２単位以上修

得しなければならない。加えて、選択科目のうち、法律系社会人リカレントプログラム（L-Rep）向

けに開放されている科目及び実践的科目を合わせて８単位以上修得しなければならない。 

 

11



（十三） 大学院設置基準第 14条による教育方法の特例が適用される学生について 

１．２年間の履修計画は、指導教員の下に作成すること。 

２．２年間で修了することが勤務の都合上無理な場合は、予め３～４年間の履修計画を立てることもでき

る。 

３．原則として、第１年次は全日通学とする。 

４．特例によって授業をおこなう必要のある場合の時間帯は、平日の下記の時間帯とする。 

   ５時限  16 時 15分～17 時 45 分 

   ６時限  17 時 50分～19 時 20 分 

     ７時限  19 時 25 分～20 時 55 分 

５． 演習、総合演習、研究指導は、指導教員の承認を前提とし、例えば以下のように行うことができる。 

① 平日の夜間 

② 休業期間における集中 
③ 勤務先の研究施設等の利用 

 
（十四） 長期履修制度について 

職業を有している等のために所定の修業年限以内に修了することが困難な者は、４年を超えない範囲

で、長期の修業年限の設定を申し出ることができる（以下「長期履修制度」という。）。長期履修制度の利

用を希望する者は、入学時に希望する在学期間を申請し、承認を受ける必要がある。承認を受けた者は、

申請をした期間内に教育課程を履修し、学位を取得することができる。 
(1) 在学期間の短縮 

長期履修制度を利用する学生は、あらかじめ申請した在学期間を、願い出により短縮するこ

とができる。短縮期間は、学期を基準とする。ただし、所定の修業年限を下回って短縮するこ

とはできない。在学期間の短縮を希望する者は、「長期履修計画変更願」を提出し、承認を得なけれ

ばならない。詳細については、必ず大学院学務係に相談すること。 
(2) 在学期間の延長 

長期履修制度を利用する学生は、特別の事情がある場合は、一度に限り、４年を超えない範

囲で、あらかじめ申請した在学期間の延長を申請することができる。在学期間の延長を希望する

者は、在学期間が満了する日の２か月前までに「長期履修計画変更願」を提出し、承認を得なけれ

ばならない。 
在学期間を延長した後の授業料は、所定の修業年限分の授業料からすでに納付済みの授業料を差

し引いた分を延長期間で新たに算出し、納付することになる。詳細については、必ず大学院学務係

に相談すること。 
 
（十五） 院生室の利用について 

   院生室の利用を希望する者は、院生室または建物の鍵を窓口で借り受けたうえで利用を開始すること。

なお、院生室の割振は次のとおりとする。 

 

専攻・課程 院生室 

国際経済法学専攻博士課程前期 国際社会科学研究棟４０１室 
 

使用に当たっては、以下の点に留意し遵守すること。なお、各年度初めに誓約書を提出する必要がある。

詳細は授業支援システムを参照すること。 
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授業支援システム＞【連絡専用】社会科学系事務部大学院学務係 Graduate School Affairs Office, 
GSISS[Zac0049] 

 
   (1) 座席については、フリースペースとする。 
   (2) 院生室内は共用の場所となるので、静穏・清潔な環境を維持できるように、一時的な水分補給以

外の飲食、院生室内での会話を控えること。 
   (3) 各自の私物については後述のロッカーを活用すること。 
   (4) 院生室内で出たゴミについては、廊下等にあるゴミ箱を利用し、院生室内に放置しないようにす

ること。 
 

また、当面の間、新型コロナウイルス感染症感染拡大防止の観点から以下の点についても遵守すること。 
   (5) 当面の間、前後左右１席は空け、各机にある QR コードから入退室時の記録を行うこと。 
   (6) 利用可能な時間は、原則１時限目から７時限目までとする。 
   (7) 院生室やロッカーに残置物があった場合は、移動させることがある。また、一定期間を過ぎても

取りに来なかった場合には所有権を放棄したものとみなし、処分することがある。 

 

（十六） ロッカーの利用について 

学生は、教育・研究上の資料等の保管のために、院生室内の指定のロッカーを利用することができ 

る。適宜各自で鍵を購入し、取り付けること。 

出学の際は、中身を片付けたうえで返却すること。利用期間を過ぎて使用している場合は、ロッカー

の鍵を破壊したうえで保管場所を移動させ、なお持ち主が現れない場合は中身を処分することがあるの

で十分注意すること。 

 

専攻・課程 院生室 

国際経済法学専攻博士課程前期 国際社会科学研究棟４０１室内 
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令和５年度入学者（学籍番号の上４桁が「23PC」の者）対象 

授業科目及び単位数 
 

 国際経済法学専攻 

 

授 業 科 目 名 

 

単位数 

 

授 業 科 目 名 

 

単位数 

（コア科目） 

法学原論 
政治学原論 
法律文献情報 
Decision Making Process 

Research Methodology 

（国際経済法分野） 

国際法特論 
国際法研究Ⅰ 
国際法研究Ⅱ 
国際私法研究Ⅰ 
国際私法研究Ⅱ 
国際私法研究Ⅲ 
経済法研究Ⅰ 
経済法研究Ⅱ 
知的財産法研究Ⅰ 
知的財産法研究Ⅱ 
政治学研究 
国際政治学研究 
国際行政論研究Ⅰ 
国際行政論研究Ⅱ 
開発協力特論 
開発協力論研究Ⅰ 
開発協力論研究Ⅱ 
開発協力論研究Ⅲ 
Japan’s Development Experiences 

Governance and Development 

Public Administration and Manag

ement 

Local Governance 

ODA and Practical Issues 

International Public Administra

tion 

（実定法分野） 
憲法特論 
憲法研究 
行政法特論 
財産法特論 
財産法研究 
家族法特論 

 

 ２ 
 ２ 
 １ 
 ２ 
 ２ 
 
 ２ 
 ２ 
 ２ 
 ２ 
 ２ 
 ２ 
 ２ 
 ２ 
 ２ 
 ２ 
 ２ 
 ２ 
 ２ 
 ２ 
 ２ 
 ２ 
 ２ 
 ２ 
 ２ 
 ２ 
 ２ 
  
 ２ 
 ２ 
 ２ 
 
 
 ２ 
 ２ 
 ２ 
 ２ 
 ２ 
 ２ 

（その他講義科目）  
開発協力フィールドワーク 

社会実践フィールドワーク 

ワークショップ 

（英語によるコミュニケーショ

ン科目） 

Critical Thinking and Discus

sion  

Academic Writing 

Professional Communication 

Oral Communication Workshop 

Presentation Skills  

（実践的科目） 

社会人のための実践法学入門 

変わりゆく社会と法 

憲法は変わらないが変わる 

公務員のための法学 

憲法とメディア法 

企業間紛争をめぐる法的問題 

不動産取引をめぐる法的問題 

訴訟外での紛争解決（ADR） 

債権回収をめぐる法的問題 

民事訴訟での紛争解決 

コーポレートガバナンスⅠ 

コーポレートガバナンスⅡ 

労務管理と法Ⅰ 

労務管理と法Ⅱ 

リスク社会と過失責任 

刑事制裁制度 

文献購読：刑事責任の基礎 

経済刑法 

法人税と企業会計 

（学府共通科目） 

Thesis Writing  

Presentation and Discussion 

Skills  

（演習科目） 

演習Ⅰa 

演習Ⅰb 

演習Ⅱa 

  
 ２ 
 ２  
 ２ 
 

 

 ２ 

 

 ２ 

 ２ 

２ 

２ 

 

 １ 

 １ 

 １ 

 １ 

 １ 

 １ 

 １ 

 １ 

 １ 

 １ 

 １ 

 １ 

 １ 

 １ 

 １ 

 １ 

 １ 

 １ 

 １ 

 

 ２ 

 ２ 

 

 

 ２ 

 ２ 

 ２ 
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会社法研究 
民事訴訟法特論 
海事法研究 
刑法特論 
刑事訴訟法特論 
経済刑法特論 
法哲学特論 
法哲学研究 
租税法特論 
租税法研究Ⅰ 
租税法研究Ⅱ 
租税法研究Ⅲ 
倒産・執行法研究Ⅰ 
倒産・執行法研究Ⅱ 
労働法特論 
労働法研究Ⅰ 
労働法研究Ⅱ 
高齢者法研究 
社会保障法研究Ⅰ 
社会保障法研究Ⅱ 
環境法特論 
自然保護法研究 
Social Systems for Environmenta

l Management 

Aging and Law 

 ２ 
 ２ 
 ２ 
 ２ 
 ２ 
 ２ 
 ２ 
 ２ 
 ２ 
 ２ 
 ２ 
 ２ 
 ２ 
 ２ 
 ２ 
 ２ 
 ２ 
 ２ 
 ２ 
 ２ 
 ２ 
 ２ 
 ２ 
  
 ２ 

演習Ⅱb 

 

 

 

 ２ 

 

  

  

 

 

※今年度の開講科目は、１０５ページの開設科目一覧を確認してください。 
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令和３年度及び令和４年度入学者（学籍番号の上４桁が「21PC」「22PC」の者）対象 

授業科目及び単位数 
 

 国際経済法学専攻 

 

授 業 科 目 名 

 

単位数 

 

授 業 科 目 名 

 

単位数 

（コア科目） 

法学原論 
政治学原論 
法律文献情報 
Decision Making Process 

Research Methodology 

（国際経済法分野） 

国際法特論 
国際法研究Ⅰ 
国際法研究Ⅱ 
国際私法研究Ⅰ 
国際私法研究Ⅱ 
国際私法研究Ⅲ 
経済法研究Ⅰ 
経済法研究Ⅱ 
知的財産法研究Ⅰ 
知的財産法研究Ⅱ 
政治学研究 
国際政治学研究 
国際行政論研究Ⅰ 
国際行政論研究Ⅱ 
開発協力特論 
開発協力論研究Ⅰ 
開発協力論研究Ⅱ 
開発協力論研究Ⅲ 
Japan’s Development Experiences 

Governance and Development 

Public Administration and Manag

ement 

Local Governance 

ODA and Practical Issues 

International Administration 

（実定法分野） 
憲法特論 
憲法研究 
行政法特論 
財産法特論 
財産法研究 
家族法特論 
会社法研究 

 

 ２ 
 ２ 
 １ 
 ２ 
 ２ 
 
 ２ 
 ２ 
 ２ 
 ２ 
 ２ 
 ２ 
 ２ 
 ２ 
 ２ 
 ２ 
 ２ 
 ２ 
 ２ 
 ２ 
 ２ 
 ２ 
 ２ 
 ２ 
 ２ 
 ２ 
 ２ 
  
 ２ 
 ２ 
 ２ 
 
 ２ 
 ２ 
 ２ 
 ２ 
 ２ 
 ２ 
 ２ 

（その他講義科目）  
開発協力フィールドワーク 

インターンシップ 

ワークショップ 

（英語によるコミュニケーショ

ン科目） 

Critical Thinking and Discus

sion  

Academic Writing 

Professional Communication 

Oral Communication Workshop 

Presentation Skills  

（実践的科目） 

社会人のための実践法学入門 

変わりゆく社会と法 

憲法は変わらないが変わる 

公務員のための法学 

憲法とメディア法 

企業間紛争をめぐる法的問題 

不動産取引をめぐる法的問題 

訴訟外での紛争解決（ADR） 

債権回収をめぐる法的問題 

民事訴訟での紛争解決 

コーポレートガバナンスⅠ 

コーポレートガバナンスⅡ 

労務管理と法Ⅰ 

労務管理と法Ⅱ 

リスク社会と過失責任 

刑事制裁制度 

文献購読：刑事責任の基礎 

経済刑法 

法人税と企業会計 

（学府共通科目） 

Thesis Writing  

Presentation and Discussion 

Skills  

（演習科目） 

演習Ⅰa 

演習Ⅰb 

演習Ⅱa 

  
 ２ 
 ２  
 ２ 
 

 

 ２ 

 

 ２ 

 ２ 

２ 

２ 

 

 １ 

 １ 

 １ 

 １ 

 １ 

 １ 

 １ 

 １ 

 １ 

 １ 

 １ 

 １ 

 １ 

 １ 

 １ 

 １ 

 １ 

 １ 

 １ 

 

 ２ 

 ２ 

 

 

 ２ 

 ２ 

 ２ 

16



 

民事訴訟法特論 
海事法研究 
刑法特論 
刑事訴訟法特論 
経済刑法特論 
法哲学特論 
法哲学研究 
租税法特論 
租税法研究Ⅰ 
租税法研究Ⅱ 
租税法研究Ⅲ 
倒産・執行法研究Ⅰ 
倒産・執行法研究Ⅱ 
労働法特論 
労働法研究Ⅰ 
労働法研究Ⅱ 
高齢者法研究 
社会保障法研究Ⅰ 
社会保障法研究Ⅱ 
環境法特論 
自然保護法研究 
Social Systems for Environmenta

l Management 

Aging and Law 

 ２ 
 ２ 
 ２ 
 ２ 
 ２ 
 ２ 
 ２ 
 ２ 
 ２ 
 ２ 
 ２ 
 ２ 
 ２ 
 ２ 
 ２ 
 ２ 
 ２ 
 ２ 
 ２ 
 ２ 
 ２ 
 ２ 
  
 ２ 

演習Ⅱb 

 

 

 

 ２ 

 

  

  

 

 

※今年度の開講科目は、１０５ページの開設科目一覧を確認してください。 
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Ⅲ．横浜国立大学大学院学則 

(平成 16年 4月 1日規則第 202号) 

改正 平成16年7月8日規則第454号 平成16年11月11日規則第472号 平成17年1月13日規則第475号 

平成17年3月31日規則第498号 平成17年10月13日規則第21号 平成18年2月9日規則第32号 

平成18年4月13日規則第77号 平成19年2月22日規則第9号 平成19年3月22日規則第41号 

平成19年4月12日規則第87号 平成20年2月28日規則第8号 平成20年3月27日規則第45号 

平成21年2月12日規則第1号 平成21年3月19日規則第16号 平成22年3月26日規則第42号 

平成22年11月24日規則第93号 平成23年3月24日規則第47号 平成24年2月16日規則第28号 

平成24年4月19日規則第107号 平成24年11月26日規則第128号 平成25年2月21日規則第8号 

平成25年6月6日規則第58号 平成26年1月23日規則第5号 平成26年3月24日規則第41号 

平成27年1月22日規則第4号 平成27年2月19日規則第9号 平成28年7月26日規則第58号 

平成28年9月15日規則第59号 平成29年1月23日規則第2号 平成30年1月31日規則第3号 

平成30年3月19日規則第41号 平成30年9月28日規則第64号 平成31年1月30日規則第6号 

平成31年3月26日規則第35号 令和元年 6月6日規則第 5号 令和元年 9月12日規則第20号 

令和 2年3月25日規則第55号 令和 2年7月9日規則第95号 令和 2年10月8日規則第109号 

令和 2年12月10日規則第125号 令和 3年3月17日規則第21号 令和 4年1月31日規則第5号 

令和 4年3月23日規則第43号 
  

  
第 1章 総則 

(目的) 

第 1条 横浜国立大学大学院(以下「大学院」という。)は、学術の理論及び応用を教授研

究し、その深奥を究め、又は高度の専門性が求められる職業を担うための深い学識及

び卓越した能力を培い、文化の進展に寄与することを目的とする。 

(方針) 

第 1 条の 2 大学院は、前条の目的を踏まえて、大学院、研究科、学府及び学環において、

次の各号に掲げる方針を定め、公表するものとする。 

(1) 修了認定及び学位授与に関する方針 

(2) 教育課程の編成及び実施に関する方針 

(3) 入学者の受入れに関する方針 

(自己評価等) 

第 2条 自己評価等については、横浜国立大学学則(以下「大学学則」という。)第 2条の

規定を準用する。 

2 教職大学院（第 3条第 4項及び第 4条第 2項の表に規定する専門職学位課程の教育学

研究科高度教職実践専攻をいう。以下「専門職学位課程（教職大学院）」という。）

にあっては、前項に規定するもののほか、教育課程、教員組織その他教育研究活動の

状況について、文部科学大臣の認証を受けた者による評価を受けるものとする。 
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(教育研究活動等の状況の公表) 

第 2条の 2 教育研究活動等の状況の公表については、大学学則第 2条の 2の規定を準用

する。 

2 大学院は、大学院設置基準(昭和 49年文部省令第 28号)第 14条の 2第 2項に規定する

学位論文に係る評価基準を公表するものとする。 

(課程) 

第 3条 大学院に修士課程、博士課程及び専門職学位課程（教職大学院）を置く。 

2 修士課程は、広い視野に立って精深な学識を授け、専攻分野における研究能力又は高

度の専門性を要する職業等に必要な高度の能力を養うものとする。 

3 博士課程は、専攻分野について、研究者として自立して研究活動を行い、又はその他

の高度に専門的な業務に従事するに必要な高度の研究能力及びその基礎となる豊かな

学識を養うものとする。 

4 専門職学位課程（教職大学院）は、高度の専門性が求められる教員を担うための深い

学識及び卓越した能力を養うものとする。 

(研究科、学府、研究院及び学環) 

第 4条 大学院の研究科及び学府に専攻を置く。 

2 大学院に置く研究科、学府、学環、専攻及び課程は、次の表に掲げるとおりとする。 

研究科・学府名 専攻名 課程 

教育学研究科 教育支援専攻 修士 

高度教職実践専攻 

専門職学位 

（教職大学

院） 

国際社会科学府 経済学専攻 経営学専攻 国際経済法学専攻 博士 

理工学府 機械・材料・海洋系工学専攻 化学・生命系理工学専攻

 数物・電子情報系理工学専攻 

博士 

環境情報学府 人工環境専攻 自然環境専攻 情報環境専攻 博士 

都市イノベーシ

ョン学府 

建築都市文化専攻 都市地域社会専攻 博士 

（前期） 

都市イノベーション専攻 博士 

（後期） 

先進実践学環 ― 修士 

3 博士課程は、前期 2年の課程（以下「博士課程前期」という。）及び後期 3年の課程

（以下「博士課程後期」という。）に区分し、博士課程前期は修士課程として取り扱

うものとする。 

4 大学院に次の研究院を置く。 

国際社会科学研究院、工学研究院、環境情報研究院、都市イノベーション研究院 

5 研究科の専攻及び研究院に置く組織は、別に定める。 
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(教育研究上の目的) 

第 4条の 2 大学院に置く研究科、学府、学環並びに専攻ごとの人材の養成に関する目的

その他の教育研究上の目的は、別表第 4に掲げるとおりとする。 

(東京学芸大学大学院連合学校教育学研究科の教育研究の実施) 

第 5条 東京学芸大学大学院の連合学校教育学研究科の教育研究の実施にあたっては、横

浜国立大学、東京学芸大学、埼玉大学及び千葉大学の協力により実施するものとする。 

2 前項の連合学校教育学研究科に置かれる連合講座は、東京学芸大学、埼玉大学及び千

葉大学の教育学部の教員とともに、本学教育学部の教員がこれを担当し、又は分担す

るものとする。 

(収容定員) 

第 6条 収容定員は、別表第 1のとおりとする。 

(修業年限及び在学期間) 

第 7条 修士課程の標準修業年限は、2年とする。 

2 博士課程前期の標準修業年限は 2 年とし、博士課程後期の標準修業年限は 3 年とする。 

3 専門職学位課程（教職大学院）の標準修業年限は、2年とする。ただし、教育上必要

があると認められる場合は、学生の履修上の区分に応じ、標準修業年限を 3年とする

ことができる。 

4 前 3項の規定にかかわらず、修士課程、博士課程前期又は専門職学位課程（教職大学

院）においては、主として実務の経験を有する者に対して教育を行う場合は、研究科

又は学府の専攻に置く学生の履修上の区分に応じ、標準修業年限を 1年以上 2年未満の

期間とすることができる。 

5 修士課程、博士課程前期又は専門職学位課程（教職大学院）には 4年（修士課程若し

くは専門職学位課程（教職大学院）において第 10条に規定する教育方法の特例を適用

する者又は第 3項ただし書で規定する者は 6年）、博士課程後期には 6年を超えて在学

することができない。 

(学年、学期及び休業日) 

第 8条 大学院の学年、学期及び休業日については、大学学則の規定を準用する。ただし、

学期及び休業日については、教育上必要があり、かつ、十分な教育効果をあげること

ができると認められる場合は、大学学則の規定にかかわらず、学長が別に定める。 

第 2章 教育課程 

(教育課程の編成方針) 

第 8条の 2 大学院は、その教育上の目的を達成するために必要な授業科目を自ら開設す

るとともに学位論文（第 18条第 1項及び第 2項に規定する特定の課題についての研究

の成果を含む。以下同じ。）の作成等に対する指導(以下「研究指導」という。)の計画

を策定し、体系的に教育課程を編成するものとする。 
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2 教育課程の編成に当たっては、大学院は、専攻分野に関する高度の専門的知識及び能

力を修得させるとともに、当該専攻分野に関連する分野の基礎的素養を涵養するよう

適切に配慮しなければならない。 

3 第 1項に規定するもののほか、国立大学法人横浜国立大学組織運営規則（平成 16年規

則第 5号。以下「組織運営規則」という。）第 16条の 2に規定する高等研究院、第 17

条の 2に規定する全学機構、第 18条に規定する全学教育研究施設（以下「全学教育研

究施設等」）は、授業科目を開設することができる。 

4 第 1項及び前項の授業科目のうち、研究科、各学府及び学環に横断して開設するもの

を大学院全学教育科目とすることができる。 

(専攻横断教育プログラム) 

第 8条の 3 研究科及び各学府は、学生が所属する研究科及び学府又は専攻を横断する融

合分野又は特定課題に関する体系的な教育プログラム（次項において「専攻横断教育

プログラム」という。）を置くことができる。 

2 専攻横断教育プログラムに関する必要な事項は、別に定める。 

(副専攻プログラム) 

第 8条の 4 研究科、各学府及び学環並びに組織運営規則第 17条の 2に規定する全学機

構及び第 18条に規定する全学教育研究施設は、研究科、各学府及び学環が編成する教

育課程のほか、学生が所属する研究科、学府及び学環又は専攻に係る分野以外の特定

分野若しくは特定課題又は融合分野に関する体系的な学習プログラム（以下「副専攻

プログラム」という。）を置くことができる。 

2 副専攻プログラムに関する必要な事項は、別に定める。 

(学修証明書等) 

第 8条の 5 第 8条の 2及び第 8条の 3に規定する教育課程又はプログラムの一部をもっ

て体系的に開設する授業科目の単位を修得した学生に対して、学校教育法施行規則第 1

63条の 2に規定する学修証明書を交付することができる。 

2 前項に規定する体系的に開設する授業科目は、学修証明プログラムと称する。 

3 前 2項に定めるもののほか、学修証明プログラムに関し必要な事項は、別に定める。 

(教育方法) 

第 9条 大学院の教育は、授業科目の授業及び研究指導によって行うものとする。 

2 教育上有益と認めるときは、別に定めるところにより、他の大学院又は研究所等との

協議の上、学生が当該大学院又は研究所等において必要な研究指導を受けることを認

めることができる。ただし、修士課程又は博士課程前期の学生について認める場合に

は、当該研究指導を受ける期間は、1年を超えないものとする。 

3 授業の方法については、大学学則第 38条の規定を準用する。 

(教育方法の特例) 
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第 10条 大学院の課程においては、教育上特別の必要があると認める場合には、夜間そ

の他特定の時間又は時期において授業又は研究指導を行う等の適当な方法により教育

を行うことができる。 

(授業科目、単位、成績評価基準等の明示等) 

第 11条 次に掲げる事項については、研究科、各学府又は学環において定め、学生に対

してあらかじめ明示するものとする。 

(1) 授業及び研究指導の方法及び内容並びに 1年間の授業及び研究指導の計画 

(2) 授業科目の単位数及び 1単位あたりの授業時間数 

2 研究科、各学府又は学環は、学修の成果及び学位論文に係る評価並びに修了の認定に

当たっては、客観性及び厳格性を確保するため、学生に対してその基準をあらかじめ

明示するとともに、当該基準にしたがって適切に行うものとする。 

3 履修した授業科目の単位の認定は、筆記試験、口頭試験、実技試験又は研究報告によ

り行う。 

(教育内容等の改善のための組織的な研修等) 

第 11条の 2 大学院は、授業及び研究指導の内容及び方法の改善を図るための組織的な

研修及び研究を実施するものとする。 

(履修方法) 

第 12条 学生は、研究科、各学府又は学環の定めるところにより、それぞれの専攻にお

ける所要の授業科目について、所定の単位以上を修得し、かつ、必要な研究指導を受

けた上、学位論文を提出してその審査並びに最終試験に合格（第 18条第 3項に規定す

る博士論文研究基礎力に関する試験及び審査を適用する場合は除く。）しなければな

らない。 

2 前項において、教育上有益と認めるときは、別に定めるところにより、他の大学院と

の協議の上、学生に当該大学院の授業科目を履修させることができる。 

3 前項の規定により、修得した単位は、認定の上 15単位を超えない範囲で大学院で修得

したものとみなすことができる。 

4 前 2項の規定は、学生が、外国の大学院が行う通信教育における授業科目を我が国に

おいて履修する場合、外国の大学院の課程を有するものとして当該外国の学校教育制

度において位置付けられた教育施設であって、文部科学大臣が別に指定するものの当

該課程における授業科目を我が国において履修する場合及び国際連合大学本部に関す

る国際連合と日本国との間の協定の実施に伴う特別措置法（昭和 51年法律第 72号）第

1条第 2項に規定する 1972年 12月 11日の国際連合総会決議に基づき設立された国際

連合大学（以下「国際連合大学」という。）の教育課程における授業科目を履修する

場合について準用する。 

5 第 3項、第 12条の 2第 1項及び第 13条第 1項で修得したものとみなすことのできる

単位は、合わせて 20単位を超えないものとする。 
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6 専門職学位課程（教職大学院）については、第 3項、第 5項、第 12の 2第 2項及び第

13条第 2項の規定にかかわらず、第 2項、第 12条の 2第 1項及び第 13条第 1項により

修得したものとみなすことができる単位数は、合わせて修了要件として定める単位数

の 2分の 1を超えないものとする。 

(休学期間中の外国の大学院における授業科目の履修) 

第 12条の 2 教育上有益と認めるときは、学生が休学期間中に外国の大学院において履

修した授業科目について修得した単位を、当該教授会の議を経て、大学院における授

業科目の履修により修得したものとみなすことができる。 

2 前項の規定により修得したものとみなすことのできる単位数は、前条第 3項（第 23条

の規定により準用する場合を含む。）の規定により修得したものとみなすことのでき

る単位数と合わせて 15単位を超えないものとする。 

(入学前の既修得単位の認定及び在学期間の取扱い) 

第 13条 大学院に入学した者が、入学する前に大学院（他の大学院及び外国の大学院を

含む。）において履修した授業科目について修得した単位（大学院設置基準第 15条に

規定する科目等履修生として修得した単位を含む。）を有する場合、教育上有益と認

めるときは、当該教授会の議を経て、大学院における授業科目の履修により修得した

ものとみなすことができる。 

2 前項の規定により、修得したものとみなすことができる単位数は、転入学の場合を除

き、本学の大学院で修得した単位以外のものについては、15単位を超えないものとす

る。 

3 研究科、学府（博士課程後期は除く）及び学環は、入学前に修得した単位（入学資格

を有した後に修得したものに限る。）を当該研究科、学府及び学環において修得した

ものとみなす場合であって、当該研究科、学府及び学環の教育課程の一部を履修した

と認めるときは、単位数、その修得に要した期間その他を勘案して、1年を超えない範

囲で当該研究科、学府及び学環が定める期間在学したものとみなすことができる。た

だし、この場合においても、当該研究科、学府及び学環に 1年以上在学するものとす

る。 

(長期にわたる課程の履修) 

第 14条 研究科、各学府及び学環は、別に定めるところにより、学生が職業を有してい

る等の事情により、第 7条第 1項及び第 2項に規定する標準修業年限を超えて一定の期

間にわたり計画的に課程を履修し、修了することを希望する旨を申し出たときは、そ

の計画的な履修を認めることができる。 

(授業科目の成績) 

第 15条 授業科目の成績は、秀、優、良、可及び不可の 5種の評語で表し、それぞれの

評価に対して別に定めるところにより GP(Grade Point)を与える。 

2 GPの利用については、研究科、各学府又は学環において別に定める。 
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(単位の授与) 

第 16条 授業科目を履修し、各科目の成績を判定の上、秀、優、良及び可を取得した学

生には、所定の単位を与える。 

(教職大学院の教育方法等) 

第 17条 専門職学位課程（教職大学院）の教育方法等については、別に定める。 

第 3章 課程の修了及び学位の授与 

(修了要件) 

第 18条 修士課程及び博士課程前期の修了要件は、当該課程に 2年（1年以上 2年未満

の標準修業年限を定める研究科又は学府の専攻に置く学生の履修上の区分にあっては、

当該標準修業年限）以上在学し、所定の単位以上を修得し、別に定めるところによる G

PA(Grade Point Average)の基準を満たし、かつ、必要な研究指導を受けた上、当該修士

課程又は博士課程前期の目的に応じ、当該大学院の行う修士論文又は特定の課題につ

いての研究の成果の審査及び最終試験に合格することとする。ただし、在学期間に関

しては、優れた業績を上げた者については、当該課程に 1年以上在学すれば足りるも

のとする。 

2 前項の規定にかかわらず、第 14条の規定により長期にわたる課程の履修を認められた

者の修士課程及び博士課程前期の修了要件は、当該履修期間在学し、所定の単位以上

を修得し、別に定めるところによる GPA(Grade Point Average)の基準を満たし、かつ、

必要な研究指導を受けた上、当該修士課程又は博士課程前期の目的に応じ、当該大学

院の行う修士論文又は特定の課題についての研究の成果の審査及び最終試験に合格す

ることとする。 

3 第 4条の 2本文及び別表第 4に掲げる博士課程前期及び博士課程後期を通じて一貫し

た教育研究上の目的を有する場合の博士課程前期の修了要件は、前 2項に規定する修

士論文又は特定の課題についての研究の成果の審査及び最終試験に合格することに代

えて、当該課程が定める博士論文研究基礎力に関する試験及び審査に合格することと

することができる。 

4 博士課程後期の修了要件は、当該課程に 3年（専門職学位課程（法科大学院）を修了

した者にあっては 2年）以上在学し、所定の単位以上を修得し、別に定めるところに

よる GPA(Grade Point Average)の基準を満たし、かつ、必要な研究指導を受けた上、博

士論文の審査及び最終試験に合格することとする。ただし、在学期間に関しては、優

れた研究業績を上げた者については、当該課程に 1年以上在学すれば足りるものとす

る。 

5 第 1項の規定に基づき、標準修業年限を 1年以上 2年未満とした修士課程又は博士課

程前期を修了した者（他の大学院の在学期間を含む。）の博士課程後期の修了要件は、

前項ただし書中「当該課程に 1年以上」とあるのは「3年から当該 1年以上 2年未満の

期間を減じた期間以上」と読み替えて適用する。 
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6 第 1項ただし書の規定に基づき、優れた研究業績により 1年以上の在学期間をもって

修士課程又は博士課程前期を修了した者（他の大学院の在学期間を含む。）の博士課

程後期の修了要件は、第 4項ただし書中「当該課程に 1年以上」とあるのは「3年から

修士課程又は博士課程前期における在学期間（2 年を限度とする。）を減じた期間以上」

と読み替えて適用する。 

7 前 3項の規定にかかわらず、第 14条の規定により長期にわたる課程の履修を認められ

た者の博士課程後期の修了要件は、当該履修期間在学し、所定の単位以上を修得し、

別に定めるところによる GPA(Grade Point Average)の基準を満たし、かつ、必要な研究

指導を受けた上、博士論文の審査及び最終試験に合格することとする。 

8 専門職学位課程（教職大学院）の修了要件については、別に定める。 

(学位) 

第 19条 修士課程、博士課程又は専門職学位課程（教職大学院）を修了した者には、修

士の学位、博士の学位又は専門職学位を授与する。 

2 学位に関する規則は、別に定める。 

(教員の免許状授与の所要資格の取得) 

第 20条 教育職員の免許状を取得しようとする者は、教育職員免許法及び教育職員免許

法施行規則に定める所要の単位を修得しなければならない。 

2 研究科又は各学府において取得できる教育職員の免許状の種類は、別表第 2のとおり

とする。 

3 教育職員の免許状授与の課程の運用に当たっては、組織運営規則第 18条に規定する高

大接続・全学教育推進センター及び組織運営規則第 16条に規定する教育学部附属教育

デザインセンターとの連携協力により行うものとする。 

第 4章 入学、休学、転学及び退学等 

(入学資格) 

第 21条 修士課程、博士課程前期又は専門職学位課程（教職大学院）に入学することの

できる者は、次の各号のいずれかに該当する者とする。 

(1) 学校教育法第 83条に定める大学(以下この項において「大学」という。)卒業者 

(2) 学校教育法第 104条第 7項の規定により学士の学位を授与された者 

(3) 外国において学校教育における 16年の課程を修了した者 

(4) 外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において履修することによ

り当該外国の学校教育における 16年の課程を修了した者 

(5) 我が国において、外国の大学の課程(その修了者が当該外国の学校教育における 1

6年の課程を修了したとされるものに限る。)を有するものとして当該外国の学校教

育制度において位置付けられた教育施設であって、文部科学大臣が別に指定するも

のの当該課程を修了した者 
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(5)の 2 外国の大学その他の外国の学校（その教育研究活動等の総合的な状況につい

て、当該外国の政府又は関係機関の認証を受けた者による評価を受けたもの又はこ

れに準ずるものとして文部科学大臣が別に指定するものに限る。）において、修業

年限が 3年以上である課程を修了すること（当該外国の学校が行う通信教育におけ

る授業科目を我が国において履修することにより当該課程を修了すること及び当該

外国の学校教育制度において位置付けられた教育施設であって前号の指定を受けた

ものにおいて課程を修了することを含む。）により、学士の学位に相当する学位を

授与された者 

(6) 専修学校の専門課程(修業年限が 4年以上であることその他の文部科学大臣が定め

る基準を満たすものに限る。)で文部科学大臣が別に指定するものを文部科学大臣が

定める日以後に修了した者 

(7) 文部科学大臣の指定した者 

(8) 大学に 3年以上在学した者であって、大学院の定める単位を優秀な成績で修得し

たと認めたもの 

(9) 外国において学校教育における 15年の課程を修了した者であって、大学院の定め

る単位を優秀な成績で修得したと認めたもの 

(10) 外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において履修することによ

り当該外国の学校教育における 15年の課程を修了した者であって、大学院の定める

単位を優秀な成績で修得したと認めたもの 

(11) 我が国において、外国の大学の課程(その修了者が当該外国の学校教育における

15年の課程を修了したとされるものに限る。)を有するものとして当該外国の学校教

育制度において位置付けられた教育施設であって、文部科学大臣が別に指定するも

のの当該課程を修了した者で、大学院の定める単位を優秀な成績で修得したと認め

たもの 

(12) 学校教育法第 102条第 2項の規定により他の大学院に入学した者であって、当該

者をその後に入学させる大学院において、大学院における教育を受けるにふさわし

い学力があると認めたもの 

(13) 大学院において、個別の入学資格審査により、大学を卒業した者と同等以上の学

力があると認めた者で、22歳に達したもの 

2 博士課程後期に入学することのできる者は、次の各号の一に該当する者とする。 

(1) 修士の学位又は専門職学位を有する者 

(2) 外国において修士の学位又は専門職学位に相当する学位を授与された者 

(3) 外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において履修し、修士の学

位又は専門職学位に相当する学位を授与された者 
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(4) 我が国において、外国の大学院の課程を有するものとして当該外国の学校教育制

度において位置付けられた教育施設であって、文部科学大臣が別に指定するものの

当該課程を修了し、修士の学位又は専門職学位に相当する学位を授与された者 

(5) 国際連合大学の課程を修了し、修士の学位に相当する学位を授与された者 

(6) 大学院において、外国の大学院、第 4号の指定を受けた教育施設又は国際連合大

学の教育課程を履修し、大学院設置基準第 16条の 2に規定する試験及び審査に相当

するものに合格し、修士の学位を有する者と同等以上の学力があると認めた者 

(7) 文部科学大臣の指定した者 

(8) 大学院において、個別の入学資格審査により、修士の学位又は専門職学位を有す

る者と同等以上の学力があると認めた者で、24歳に達したもの 

(入学、再入学、編入学、転入学、休学、復学、転研究科・学府、転専攻、転学及び退

学) 

第 22条 入学、再入学、編入学、転入学、休学、復学、転研究科・学府、転専攻、転学

及び退学については、大学学則の規定を準用する。この場合において、「転学部」と

あるのは「転研究科・学府・学環」と、「転科」とあるのは「転専攻」と読み替える

ものとする。 

2 入学、再入学、編入学及び転入学の時期は、4月又は 10月とする。 

3 第 1項の場合において、休学期間は、別に定める理由を除き、通算して修士課程、博

士課程前期又は専門職学位課程（教職大学院）にあっては 2年、博士課程後期にあっ

ては 3年を超えることはできない。 

4 休学期間は、在学期間に算入しない。 

(留学) 

第 23条 外国の大学院に留学を志望する者は、研究科長、学府長又は学環長を経て学長

に願い出てその許可を受けなければならない。 

2 第 9条第 2項の規定にあっては、外国の大学院又は研究所等に、第 12条第 2項及び第

3項の規定にあっては、外国の大学院に留学する場合に準用する。 

3 留学をした期間は、在学期間に算入する。 

第 5章 除籍、表彰及び懲戒 

(除籍、表彰及び懲戒) 

第 24条 除籍、表彰及び懲戒については、大学学則の規定を準用する。ただし、第 8条

ただし書の規定により学期を別に定める場合は、大学学則第 57条第 2項中「春学期」

とあるのは「4月から 9月までの期」と、「秋学期」とあるのは「10月から翌年 3月ま

での期」と読み替えるものとする。 

第 6章 検定料、入学料及び授業料 

(検定料、入学料、授業料及び寄宿料の額) 
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第 25 条 検定料、入学料、授業料及び寄宿料の額は、別表第 3 のとおりとする。ただし、

特別聴講学生、特別研究学生、科目等履修生、研究生及び聴講生の検定料、入学料及

び授業料は、別に定める。 

(既納の授業料等) 

第 26条 既納の検定料、入学料、授業料及び寄宿料は、返還しない。 

第 27条 本章に定めるもののほか、検定料、入学料、授業料及び寄宿料の徴収等並びに

徴収猶予、免除については、大学学則第 72条、第 73条第 3項、第 74条及び第 75条の

規定を準用する。ただし、第 8条ただし書の規定により学期を別に定める場合は、大

学学則第 72 条第 1 項中「春学期」とあるのは「4 月から 9 月までの期」と、「秋学期」

とあるのは「10月から翌年 3月までの期」と読み替え、別表第 3第 6項から第 8項中

「学期」とあるのは、事由の発生が 4月から 9月までのときは「4月から 9月までの期」

と、10月から翌年 3月までのときは「10月から翌年 3月までの期」と読み替え、別表

第 3第 9項中「授業料の年額の 2分の 1に相当する額とする。」とあるのは「当該学期

の定めに応じて別に定める。」と読み替えるものとする。 

第 7章 特別聴講学生、特別研究学生、科目等履修生、研究生、聴講生及び外国

人留学生 

(特別聴講学生) 

第 28条 他の大学院又は外国の大学院(以下「他の大学院等」という。)との協議により

当該大学院の学生を特別聴講学生として入学を許可し、授業科目を履修させることが

できる。 

2 特別聴講学生に関して必要な事項は、別に定める。 

(特別研究学生) 

第 29条 他の大学院等との協議により当該他の大学院等の学生を特別研究学生として入

学を許可し、研究指導を受けさせることができる。 

2 特別研究学生に関して必要な事項は、別に定める。 

(科目等履修生、研究生、聴講生及び外国人留学生) 

第 30条 大学院に、科目等履修生、研究生、聴講生及び外国人留学生の制度を置く。 

2 科目等履修生、研究生、聴講生及び外国人留学生に関し必要な事項は、別に定める。 

3 科目等履修生、研究生、聴講生及び外国人留学生については、大学学則の規定を準用

する。 

(法務研修生) 

第 30条の 2 国際社会科学府法曹実務専攻を修了した者で、自己学習のために国際社会

科学府の自習室等の利用を希望するものについては、別に定めるところにより、学長

は、法務研修生として当該自習室等の利用を許可することができる。 

2 学長は、法務研修生に関し、その事務の一部を国際社会科学府長に委任することがで

きる。 
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3 前各項に定めるもののほか、法務研修生に関し必要な事項は、別に定める。 

第 8章 教員 

(教員) 

第 31条 研究科、各学府及び学環の授業及び研究指導は、教授、准教授、講師及び助教

が担当する。 

附 則 

1 この学則は、平成 16年 4月 1日から施行する。 

2 この学則において、大学学則を準用する場合は、「学部」を「研究科、学府又は学環」

と、「学部長」を「研究科長、学府長又は学環長」と読み替えるものとする。 

3 教育学研究科学校教育専攻、保健体育専攻及び学校教育臨床専攻並びに国際社会科学

研究科経済関係法専攻並びに国際開発研究科並びに工学研究科は、学則第 4条の規定

にかかわらず、平成 16年 3月 31日に当該専攻又は研究科に在学する者が当該専攻又は

研究科に在学しなくなるまでの間、存続するものとする。 

4 前項に規定する教育学研究科の各専攻、国際社会科学研究科経済関係法専攻及び工学

研究科において、当該所要資格を取得できる教員の免許状の種類及び教科は、学則第 2

0条別表第 2の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

5 平成 16年 3月 31日に現に大学院に在学する者に係る授業科目の成績及び単位の授与

については、学則第 15条及び第 16条の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

6 学則第 6条別表第 1の規定にかかわらず、国際社会科学研究科及び工学府の収容定員

の数は、平成 16年度から平成 17年度までの間にあっては、次のとおりとする。 

研究科・学府

名 
専攻名 

修士課程及び博士

課程(前期) 
博士課程(後期) 

専門職学位課程 

(法科大学院の課

程) 

平成 16年度 
平成 16

年度 

平成 17

年度 

平成 16

年度 

平成 17

年度 

国際社会科学

研究科 

経済学専攻 38         

国際経済学専攻 34         

経営学専攻 54         

会計・経営シス

テム専攻 

30         

経済関係法専攻 26         

国際関係法専攻 52         

国際開発専攻   27 27     

グローバル経済

専攻 

  27 27     

企業システム専   30 30     

29



攻 

国際経済法学専

攻 

  21 21     

法曹実務専攻       50 100 

計 234 105 105 50 100 

工学府 機能発現工学専

攻 

143 52 53     

システム統合工

学専攻 

156 56 57 

社会空間システ

ム学専攻 

84 33 33 

物理情報工学専

攻 

162 60 60 

計 545 201 203 

合計 1321 483 485 50 100 

(注) この表における合計の欄の数は、全研究科・学府の収容定員の合計を示す。 

附 則(平成 16年 7月 8日規則第 454号) 
 

 

この学則は、平成 16年 7月 8日から施行する。 

附 則(平成 16年 11月 11日規則第 472号) 
 

 

この学則は、平成 16年 11月 11日から施行する。 

附 則(平成 17年 1月 13日規則第 475号) 
 

 

この学則は、平成 17年 1月 13日から施行する。 

附 則(平成 17年 3月 31日規則第 498号) 
 

 

この学則は、平成 17年 4月 1日から施行する。 

附 則(平成 17年 10月 13日規則第 21号) 
 

 

この学則は、平成 17年 10月 13日から施行する。ただし、第 21条第 1項第 2号の改正

規定は平成 17年 10月 1日から適用し、同項第 6号から第 13号までの改正規定は平成 17

年 9月 9日から適用する。 

附 則(平成 18年 2月 9日規則第 32号) 
 

 

1 この学則は、平成 18年 4月 1日から施行する。ただし、別表第 3の改正規定は、平成

18年 2月 16日から施行する。 
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2 この学則による改正後の学則第 6条別表第 1の規定にかかわらず、国際社会科学研究

科博士課程(後期)及び環境情報学府の収容定員の数は、平成 18年度から平成 19年度ま

での間にあっては、次のとおりとする。 

研究科・学府名 専攻名 

修士課程及び博士

課程 

(前期) 

博士課程(後期) 

平成 18年度 
平成 18年

度 

平成 19年

度 

国際社会科学研

究科 

国際開発専攻   25 23 

グローバル経済専攻   27 27 

企業システム専攻   32 34 

国際経済法学専攻   21 21 

 計   105 105 

環境情報学府 環境生命学専攻 68 45 45 

環境システム学専攻 80 48 48 

情報メディア環境学専攻 70 45 45 

環境マネジメント専攻 31 26 13 

環境イノベーションマネジメ

ント専攻 

10 5 10 

環境リスクマネジメント専攻 28 9 18 

計 287 178 179 

合計 1309 487 488 

(注) この表における合計の欄の数は、全研究科・学府の収容定員の合計を示す。 

3 環境情報学府環境マネジメント専攻は、改正後の学則第 4条第 2項及び第 6条別表第

1の規定にかかわらず、平成 18年 3月 31日に当該専攻に在学する者が当該専攻に在学

しなくなる日までの間、存続するものとする。 

4 前項に規定する環境情報学府環境マネジメント専攻において、当該所要資格を取得で

きる教員の免許状の種類及び教科は、改正後の学則第 20条第 2項別表第 2の規定にか

かわらず、なお従前のとおりとする。 

附 則(平成 18年 4月 13日規則第 77号) 
 

 

この学則は、平成 18年 4月 13日から施行し、平成 18年 4月 1日から適用する。 

附 則(平成 19年 2月 22日規則第 9号) 
 

 

この学則は、平成 19年 4月 1日から施行する。 

附 則(平成 19年 3月 22日規則第 41号) 
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1 この学則は、平成 19年 4月 1日から施行する。 

2 この学則による改正後の学則第 6条別表第 1の規定にかかわらず、工学府の収容定員

の数は、平成 19年度から平成 20年度までの間にあっては、次のとおりとする。 

研究科・学府

名 
専攻名 

修士課程及び博士課

程 

(前期) 

博士課程(後期) 

平成 19年度 
平成 19年

度 

平成 20年

度 

工学府 機能発現工学専攻 159 48 42 

  システム統合工学専攻 166 51 45 

  
社会空間システム学専

攻 
103 32 31 

  物理情報工学専攻 188 56 52 

  計 616 187 170 

合計 1384 471 455 

(注) この表における合計の欄の数は、全研究科・学府の収容定員の合計を示す。 

附 則(平成 19年 4月 12日規則第 87号) 
 

 

この学則は、平成 19年 4月 12日から施行し、平成 19年 4月 1日から適用する。 

附 則(平成 20年 2月 28日規則第 8号) 
 

 

この学則は、平成 20年 4月 1日から施行する。 

附 則(平成 20年 3月 27日規則第 45号) 
 

 

この学則は、平成 20年 4月 1日から施行する。 

附 則(平成 21年 2月 12日規則第 1号) 
 

 

1 この学則は、平成 21年 4月 1日から施行する。 

2 平成 21年 3月 31日に現に大学院に在学する者(以下この項において「在学者」とい

う。)及び平成 21年 4月 1日以後において在学者の属する年次に再入学、編入学及び転

入学する者の修了要件については、改正後の学則第 18条第 1項、第 2項、第 4項及び

第 5項の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

附 則(平成 21年 3月 19日規則第 16号) 
 

 

1 この学則は、平成 21年 4月 1日から施行する。 

2 平成 21年 3月 31日以前に工学府機能発現工学専攻及びシステム統合工学専攻に入学

し、在学する者(以下この項において「在学者」という。)及び平成 21年 4月 1日以後

において在学者の属する年次に再入学、編入学及び転入学する者に係る当該所要資格
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を取得できる教員の免許状の種類及び教科は、改正後の学則第 20条第 2項別表第 2の

規定にかかわらず、なお従前の例による。 

附 則(平成 22年 3月 26日規則第 42号) 
 

 

1 この学則は、平成 22年 4月 1日から施行する。 

2 平成 22年 3月 31日に現に教育学研究科障害児教育専攻に入学し、在学する者(以下こ

の項において「在学者」という。)及び平成 22年 4月 1日以後において在学者の属する

年次に再入学、編入学及び転入学する者の専攻名称については、改正後の学則第 4条 2

項、第 4条の 2別表第 4、第 6条別表第 1及び第 20条第 2項別表第 2の規定にかかわ

らず、なお従前の例による。 

3 前項に規定する教育学研究科障害児教育専攻において、当該所要資格を取得できる教

員の免許状の種類及び教科は、改正後の学則第 20条第 2項別表第 2の規定にかかわら

ず、なお従前のとおりとする。 

4 平成 22年 3月 31日に現に法科大学院に在学する者(以下この項において「在学者」と

いう。)、平成 22年度入学の法学既修者及び平成 22年 4月 1日以後において在学者の

属する年次に再入学する者については、改正後の学則第 7条第 5項の規定にかかわらず、

なお従前の例による。 

5 この学則による改正後の学則第 6条別表第 1の規定にかかわらず、国際社会科学研究

科法曹実務専攻の収容定員の数は、平成 22年度から平成 23年度までの間にあっては、

次のとおりとする。 

研究科・学府名 専攻名 

専門職学位課程 

(法科大学院の課程) 

平成 22年度 平成 23年度 

国際社会科学 法曹実務専攻 140 130 

研究科 計 140 130 

合計 140 130 

附 則(平成 22年 11月 24日規則第 93号) 
 

 

1 この学則は、平成 22年 11月 24日から施行する。 

2 この学則の施行の日の前日までに休学を許可された者の休学期間の通算にあっては、

改正後の第 51条第 2項の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

附 則(平成 23年 3月 24日規則第 47号) 
 

 

1 この学則は、平成 23年 4月 1日から施行する。 

2 教育学研究科学校教育臨床専攻、学校教育専攻、特別支援教育専攻、言語文化系教育

専攻、社会系教育専攻、自然系教育専攻、生活システム系教育専攻、健康・スポーツ

系教育専攻及び芸術系教育専攻は、この学則による改正後の規定にかかわらず、平成 2
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3年 3月 31日に現に在学する者（以下「在学者」という。）並びに平成 23年 4月１日

から平成 24年 3月 31日までの間に在学者の属する年次に再入学、編入学及び転入学す

る者（以下「再入学者等」という。）が在学しなくなる日までの間、存続するものと

する。 

3 工学府社会空間システム学専攻は、この学則による改正後の規定にかかわらず、在学

者並びに博士課程（前期）においては、平成 23年 4月 1日から平成 24年 3月 31日ま

での間、及び博士課程（後期）においては、平成 23年 4月 1日から平成 25年 3月 31

日までの間に在学者の属する年次に再入学者等が在学しなくなる日までの間、存続す

るものとする。 

4 改正後の第 6条別表第 1の規定にかかわらず、教育学研究科教育実践専攻、学校教育

臨床専攻、学校教育専攻、特別支援教育専攻、言語文化系教育専攻、社会系教育専攻、

自然系教育専攻、生活システム系教育専攻、健康・スポーツ系教育専攻及び芸術系教

育専攻並びに工学府社会空間システム学専攻並びに環境情報学府環境生命学専攻、環

境システム学専攻及び情報メディア環境学専攻並びに都市イノベーション学府の各専

攻の収容定員の数は、平成 23年度及び平成 24年度までの間にあっては、次のとおりと

する。 

研究科・ 

学府名 
専攻名 

修士課程 

博士課程 

（前期） 

博士課程（後期） 

平成 23年

度 

平成 23年

度 

平成 24年

度 

教育学研究科 

  人 人 人 

教育実践専攻 100     

学校教育臨床専攻 9     

学校教育専攻 16     

特別支援教育専攻 8     

言語文化系教育専攻 20     

社会系教育専攻 15     

自然系教育専攻 25     

生活システム系教育専攻 14     

健康・スポーツ系教育専攻 8     

芸術系教育専攻 15     

計 230     

工学府 

機能発現工学専攻 186 36 36 

システム統合工学専攻 189 39 39 

社会空間システム学専攻 61 20 10 

物理情報工学専攻 229 48 48 
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計 665 143 133 

環境情報学府 

環境生命学専攻 73 42 39 

環境システム学専攻 80 42 36 

情報メディア環境学専攻 80 42 39 

環境イノベーションマネジメン

ト専攻 
21 15 15 

環境リスクマネジメント専攻 65 27 27 

計 319 168 156 

都市イノベーション

学府 

建築都市文化専攻 68     

都市地域社会専攻 37     

都市イノベーション専攻   12 24 

計 105 12 24 

合     計 1,535 428 418 

（注）この表における合計の欄の数は、全研究科・学府の収容定員の合計を示す。 

5 第 2項に規定する在学者並びに再入学者等に係る当該所要資格を取得できる教育職員

の免許状の種類及び教科は、改正後の第 20条別表第 2の規定にかかわらず、なお従前

の例による。 

附 則(平成 24年 2月 16日規則第 28号) 
 

 

1 この規則は、平成 24年 4月 1日から施行する。 

2 この学則による改正後の学則第 6条別表第 1の規定にかかわらず、国際社会科学研究

科博士課程(前期)経営学専攻及び会計・経営システム専攻の収容定員の数は、平成 24

年度にあっては、次のとおりとする。 

 研究科・学府の名称  専攻の名称 

 修士課程 

 博士課程 

 （前期） 

国際社会科学研究科 
経営学専攻 66 

会計・経営システム専攻 30 

附 則(平成 24年 4月 19日規則第 107号) 
 

 

この学則は、平成 24年 4月 19日から施行し、平成 24年 4月 1日から適用する。 

附 則(平成 24年 11月 26日規則第 128号) 
 

 

この学則は、平成 24年 11月 26日から施行する。 

附 則(平成 25年 2月 21日規則第 8号) 
 

 

1 この学則は、平成 25年 4月 1日から施行する。 
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2 国際社会科学研究科は、この学則による改正後の規定にかかわらず、平成 25年 3月 3

1日に現に在学する者（以下「在学者」という。）並びに博士課程前期においては、平

成 25年 4月 1日から平成 26年 3月 31日までの間、及び博士課程後期においては、平

成 25年 4月 1日から平成 27年 3月 31日までの間に在学者の属する年次に再入学、編

入学及び転入学する者（以下「再入学者等」という。）が在学しなくなる日までの間、

存続するものとする。 

3 改正後の第 6条別表第 1の規定にかかわらず、国際社会科学研究科及び国際社会科学

府の各専攻の収容定員の数は、平成 25年度及び平成 26年度までの間にあっては、次の

とおりとする。 

研究科・学府名 専攻名 

博士課程

前期 
博士課程後期 

専門職学位課程 

（法科大学院） 

平成 25年

度 

平成 25

年度 

平成 26

年度 

平成 25

年度 

平成 26

年度 

国際社会科学研

究科 

経済学専攻 19         

国際経済学専攻 17         

経営学専攻 36         

会計・経営システ

ム専攻 
12         

国際関係法専攻 24         

国際開発専攻   14 7     

グローバル経済専

攻 
  18 9     

企業システム専攻   24 12     

国際経済法学専攻   14 7     

法曹実務専攻       80 40 

計 108 70 35 80 40 

国際社会科学府 

経済学専攻 38 10 20     

経営学専攻 50 12 24     

国際経済法学専攻 25 8 16     

法曹実務専攻       40 80 

計 113 30 60 40 80 

合計 1,621 403 398 120 120 

（注）この表における合計の欄の数は、全研究科・学府の収容定員の合計を示す。 

4 第 2項に規定する国際社会科学研究科の在学者並びに再入学者等に係る当該所要資格

を取得できる教育職員の免許状の種類及び教科は、改正後の第 20条別表第 2の規定に

かかわらず、なお従前の例による。 
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5 第 2項に規定する国際社会科学研究科の在学者並びに再入学者等については、当該研

究科を修了するため必要な教育課程の履修を国際社会科学府において行うものとし、

国際社会科学府はそのために必要な教育を行うものとする。この場合における教育課

程の履修その他当該学生の教育に関し必要な事項は、国際社会科学府の定めるところ

による。 

附 則(平成 25年 6月 6日規則第 58号) 
 

 

この学則は、平成 25年 6月 6日から施行する。 

附 則(平成 26年 1月 23日規則第 5号) 
 

 

この学則は、平成 26年 4月 1日から施行する。 

附 則(平成 26年 3月 24日規則第 41号) 
 

 

この学則は、平成 26年 4月 1日から施行する。 

附 則(平成 27年 1月 22日規則第 4号) 
 

 

1 この学則は、平成 27年 4月 1日から施行する。 

2 平成 27年 3月 31日に現に国際社会科学府国際経済法学専攻博士課程前期に在学する

者に係る教育研究上の目的は、改正後の第 4条の 2別表第 4の規定に関わらず、なお従

前の例による。 

附 則(平成 27年 2月 19日規則第 9号) 
 

 

1 この学則は、平成 27年 4月 1日から施行する。 

2 この学則による改正後の学則第 6条別表第 1の規定にかかわらず、国際社会科学府法

曹実務専攻の収容定員の数は、平成 27年度から平成 28年度までの間にあっては、次の

とおりとする。 

研究科・学府名 専攻名 

専門職学位課程 

（法科大学院の課程） 

平成 27年度 平成 28年度 

国際社会科学府 
法曹実務専攻 

計 

105 90 

105 90 

合計 105 90 

附 則(平成 28年 7月 26日規則第 58号) 
 

 

この学則は、平成 28年 10月 1日から施行する。 

附 則(平成 28年 9月 15日規則第 59号) 
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この学則は、平成 28年 9月 15日から施行し、平成 29年度入学者から適用する。 

附 則(平成 29年 1月 23日規則第 2号) 
 

 

1 この学則は、平成 29年 4月 1日から施行する。 

2 この学則による改正後の学則第 6条別表第 1の規定にかかわらず、教育学研究科の各

専攻の収容定員の数は、平成 29年度にあっては、次のとおりとする。 

研究科・学府名 専攻名 
修士課程 

博士課程（前期） 
専門職学位課程 

教育学研究科 

教育実践専攻 185   

高度教職実践専攻   15 

計 185 15 

合計 185 15 

附 則(平成 30年 1月 31日規則第 3号) 
 

 

1 この学則は、平成 30年 4月 1日から施行する。 

2 工学府は、この学則による改正後の規定にかかわらず、平成 30年 3月 31日に現に在

学する者（以下この附則において「在学者」という。）並びに博士課程前期において

は、平成 30年 4月 1日から平成 31年 3月 31日までの間、及び博士課程後期において

は、平成 30年 4月 1日から平成 32年 3月 31日までの間に在学者の属する年次に再入

学、編入学及び転入学する者（以下この附則において「再入学者等」という。）が在

学しなくなる日までの間、存続するものとする。この場合において国立大学法人横浜

国立大学組織運営規則（平成 16年規則第 5号）第 11条第 7項により置くものとされた

工学府長は、同条同項の規定にかかわらず、理工学府長をもって充てる。 

3 環境情報学府環境生命学専攻、環境システム学専攻、情報メディア環境学専攻、環境

イノベーションマネジメント専攻及び環境リスクマネジメント専攻は、この学則によ

る改正後の規定にかかわらず、在学者及び再入学者等が在学しなくなる日までの間、

存続するものとする。 

4 改正後の第 6条別表第 1の規定にかかわらず、理工学府及び工学府の各専攻並びに環

境情報学府人工環境専攻、自然環境専攻及び情報環境専攻並びに環境生命学専攻、環

境システム学専攻、情報メディア環境学専攻、環境イノベーションマネジメント専攻

及び環境リスクマネジメント専攻の収容定員の数は、平成 30年度から平成 31年度まで

の間にあっては、次の通りとする。 

研究科・学府

名 
専攻名 

博士課程前

期 
博士課程後期 

平成 30年度 
平成 30年

度 

平成 31年

度 

理工学府 機械・材料・海洋系工学専攻 109 11 22 
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化学・生命系理工学専攻 107 12 24 

数物・電子情報系理工学専攻 146 18 36 

計 362 41 82 

工学府 

機能発現工学専攻 99 24 12 

システム統合工学専攻 101 26 13 

物理情報工学専攻 122 32 16 

計 322 82 41 

環境情報学府 

人工環境専攻 75 15 30 

自然環境専攻 33 6 12 

情報環境専攻 65 12 24 

環境生命学専攻 40 24 12 

環境システム学専攻 40 20 10 

情報メディア環境学専攻 45 24 12 

環境イノベーションマネジメント

専攻 
11 10 5 

環境リスクマネジメント専攻 37 18 9 

計 346 129 114 

合計 1,030 252 237 

5 第 2項及び第 3項に規定する在学者及び再入学者等に係る当該所要資格を取得できる

教育職員の免許状の種類及び教科は、改正後の第 20条別表第 2の規定にかかわらず、

なお従前の例による。 

附 則(平成 30年 3月 19日規則第 41号) 
 

 

1 この学則は、平成 30年 4月 1日から施行する。 

2 平成 30年 3月 31日に現に国際社会科学府経営学専攻に在学する者に係る当該所要資

格を取得できる教員職員の免許状の種類及び教科は、改正後の第 20条別表第 2の規定

にかかわらず、なお従前の例による。ただし、平成 29年 4月 1日から平成 30年 3月 3

1 日までの入学者（再入学又は転入学の者を除く）については改正後の学則を適用する。 

3 平成 30年 3月 31日に現に国際社会科学府経済学専攻及び国際経済法学専攻に在学す

る者（以下この項において「在学者」という。）並びに平成 30年 4月 1日から平成 31

年 3月 31日の間に在学者の属する年次に再入学及び転入学する者に係る当該所要資格

を取得できる教員職員の免許状の種類及び教科は、改正後の第 20条別表第 2の規定に

かかわらず、なお従前の例による。 

附 則(平成 30年 9月 28日規則第 64号) 
 

 

この学則は、平成 30年 10月 1日から施行する。 
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附 則(平成 31年 1月 30日規則第 6号) 
 

 

1 この学則は、平成 31年 4月 1日から施行する。 

2 平成 31年 3月 31日に現に都市イノベーション学府建築都市文化専攻及び都市地域社

会専攻に在学する者（以下この項において「在学者」という。）並びに平成 31年 4月

1日から平成 32年 3月 31日の間に在学者の属する年次に再入学及び転入学する者に係

る当該所要資格を取得できる教育職員の免許状の種類及び教科は、改正後の第 20条別

表第 2の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

附 則(平成 31年 3月 26日規則第 35号) 
 

 

この学則は、平成 31年 4月 1日から施行する。 

附 則(令和元年 6月 6日規則第 5号) 
 

 

1 この学則は、令和元年 6月 6日から施行し、平成 31年 4月 1日から適用する。 

2 国際社会科学府法曹実務専攻は、この学則による改正後の規定にかかわらず、平成 31

年 3月 31日に現に在学する者（以下この附則において「在学者」という。）並びに平

成 31年 4月 1日から令和 3年 3月 31日までの間に在学者の属する年次に再入学及び転

入学する者（以下この附則において「再入学者等」という。）が在学しなくなる日ま

での間、存続するものとする。 

3 この学則による改正後の学則第 6条別表第 1の規定にかかわらず、国際社会科学府法

曹実務専攻の収容定員の数は、令和元年度から令和 2年度までの間にあっては、次の

とおりとする。 

研究科・学府の名称 専攻の名称 
専門職学位課程 

令和元年度 令和 2年度 

国際社会科学府 
法曹実務専攻 50 25 

計 50 25 

合計 80 55 

（注）この表における合計の欄の数は、全研究科・学府の収容定員の合計を示す。 

4 第 2 項に規定する在学者及び再入学者等の教育に関し必要な事項は、改正後の第 2 条、

第 3条、第 4条、第 4条の 2別表第 4、第 7条、第 17条、第 18条、第 19条、第 22条

及び第 25条別表第 3の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

附 則(令和元年 9月 12日規則第 20号) 
 

 

この学則は、令和元年 9月 12日から施行する。 

附 則(令和 2年 3月 25日規則第 55号) 
 

 

この学則は、令和 2年 4月 1日から施行する。 
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附 則(令和 2年 7月 9日規則第 95号) 
 

 

この学則は、令和 2年 9月 1日から施行する。 

附 則(令和 2年 10月 8日規則第 109号) 
 

 

この学則は、令和 2年 10月 8日から施行する。 

附 則(令和 2年 12月 10日規則第 125号) 
 

 

この学則は、令和 3年 4月 1日から施行する。 

附 則(令和 3年 3月 17日規則第 21号) 
 

 

1 この学則は、令和 3年 4月 1日から施行する。 

2 教育学研究科教育実践専攻は、この学則による改正後の規定にかかわらず、令和 3年

3月 31日に現に在学する者（以下「在学者」という。）並びに、令和 3年 4月 1日か

ら令和 4年 3月 31日までの間に在学者の属する年次に再入学、編入学及び転入学する

者（以下「再入学者等」という。）が在学しなくなる日までの間、存続するものとす

る。 

3 この学則による改正後の学則第 6条別表第 1の規定にかかわらず、教育学研究科の各

専攻の収容定員の数は、令和 3年度にあっては、次のとおりとする。 

研究科・学府名 専攻名 
修士課程 

博士課程（前期） 
専門職学位課程 

教育学研究科 

教育実践専攻 85   

高度教職実践専攻   15 

計 85 15 

合計 85 15 

附 則(令和 4年 1月 31日規則第 5号) 
 

 

この学則は、令和 4年 4月 1日から施行する。 

附 則(令和 4年 3月 23日規則第 43号) 
 

 

この学則は、令和 4年 4月 1日から施行する。 

別表第 1(第 6条関係) 

研究科・学府・学

環の名称 
専攻の名称 

修士課程 博士課程(後

期) 

専門職学位課

程 博士課程(前期) 

収容定

員 

入学定

員 

収容定

員 

入学定

員 

収容定

員 

入学定

員 
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教育学研究科 

  人 人 人 人 人 人 

教育支援専攻 32 16         

高度教職実践専攻         120 60 

計 32 16     120 60 

国際社会科学府 

経済学専攻 
90 

【14】 

45 

【7】 
30 10     

経営学専攻 
114 

【14】 

57 

【7】 
36 12     

国際経済法学専攻 
60 

【10】 

30 

【5】 
24 8     

計 
264 

【38】 

132 

【19】 
90 30     

理工学府 

機械・材料・海洋系

工学専攻 

224 

【6】 

112 

【3】 
33 11 

    

化学・生命系理工学

専攻 
214 107 36 12 

数物・電子情報系理

工学専攻 

296 

【4】 

148 

【2】 
54 18 

計 
734 

【10】 

367 

【5】 
123 41 

環境情報学府 

人工環境専攻 
156 

【6】 

78 

【3】 
45 15 

    

自然環境専攻 
70 

【4】 

35 

【2】 
18 6 

情報環境専攻 
138 

【8】 

69 

【4】 
36 12 

計 
364 

【18】 

182 

【9】 
99 33 

都市イノベーショ

ン学府 

建築都市文化専攻 
144 

【8】 

72 

【4】 
    

    

都市地域社会専攻 
84 

【10】 

42 

【5】 
    

都市イノベーション

専攻 
    36 12 

計 
228 

【18】 

114 

【9】 
36 12 

先進実践学環 84 42         

合計 1622 811 348 116 120 60 

（注）この表における合計の欄の数は、先進実践学環の収容定員及び入学定員を除い
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た合計を示す。 

備考 隅付き括弧内の数字は、先進実践学環に活用する収容定員及び入学定員を示し、

内数とする。 

別表第 2(第 20条関係) 

研究

科・

学府 

専攻 
免許状

の種類 
教科・特別支援教育領域 

教育

学研

究科 

高度教職

実践専攻 

幼稚園

教諭専

修免許

状 

  

小学校

教諭専

修免許

状 

  

中学校

教諭専

修免許

状 

国語、社会、数学、理科、音楽、美術、保健体育、保健、技

術、家庭、職業、職業指導、英語、ドイツ語、フランス語、

中国語、スペイン語、韓国・朝鮮語、アラビア語、宗教 

高等学

校教諭

専修免

許状 

国語、地理歴史、公民、数学、理科、音楽、美術、工芸、書

道、保健体育、保健、看護、家庭、情報、農業、工業、商

業、水産、福祉、商船、職業指導、英語、ドイツ語、フラン

ス語、中国語、スペイン語、韓国・朝鮮語、アラビア語、宗

教 

養護教

諭専修

免許状 

  

栄養教

諭専修

免許状 

  

特別支

援学校

教諭専

修免許

状 

知的障害者、肢体不自由者、病弱者 

理工

学府 

化学・生

命系理工

学専攻 

中学校

教諭専

修免許

状 

理科 
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高等学

校教諭

専修免

許状 

理科 

数物・電

子情報系

理工学専

攻 

中学校

教諭専

修免許

状 

数学、理科 

高等学

校教諭

専修免

許状 

数学、理科 

環境

情報

学府 

人工環境

専攻 

中学校

教諭専

修免許

状 

理科 

高等学

校教諭

専修免

許状 

理科 

自然環境

専攻 

中学校

教諭専

修免許

状 

理科 

高等学

校教諭

専修免

許状 

理科 

情報環境

専攻 

中学校

教諭専

修免許

状 

数学 

高等学

校教諭

専修免

許状 

数学 

別表第 3(第 25条関係) 

1 検定料及び入学料の額 

区分 検定料 入学料 
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研究科・学府・学環 30,000円 282,000円 

(1)  大学院の研究科・学府・学環の修士課程又は博士課程前期若しくは専門職学位課

程（教職大学院）を修了し、引き続き博士課程後期に進学する者については、検定

料及び入学料は徴収しないものとする。 

(2)  相互に検定料及び入学料を徴収しないものとする大学間協定に基づき、当該協定

を締結した国立大学の大学院から本学の大学院に転入学を志望する者については、

検定料及び入学料は徴収しないものとする。 

(3)  本学と協定を締結している神奈川県内の地方公共団体から職務命令により本学の

研究科等に入学を志望する者（職務命令によらない場合であっても、それに相当す

ると認められる場合を含む。）については、検定料は徴収しないものとする。 

(4)  国立大学法人横浜国立大学附属学校教職大学院研修員規則（平成 16年規則第 375

号）に基づき本学の研究科に入学を志望する者については、検定料は徴収しないも

のとする。 

2 英語による教育で学位を取得できる教育プログラムのうち、学長が定めるものに係

る検定料の額は、「1 検定料及び入学料の額」の表にかかわらず、5,000円とする。 

3 授業料の額 

区分 年額 

研究科・学府・学環 535,800円 

4 標準修業年限を越えて計画的に教育課程を履修して修了をすることを認められた者

等に係る授業料の額は、大学学則第 71条別表第 3の 5から 9の定めを準用する。この

場合、「卒業」とあるのを「修了」と、「修業年限」とあるのを「標準修業年限」と

読み替えるものとする。 
 

5 寄宿料については、大学学則第 71条別表第 3の 10及び 11の定めを準用する。 
 

別表第 4(第 4条の 2関係) 

研究科・学

府名、専攻

名 

教育研究上の目的 

教育学研究

科 

 教育学研究科では、グローバル社会とダイバーシティ、複雑化する学校

教育の諸課題に対応しうる、教育現場等における心理的支援を担う人材、

共生社会への前向きな意識をもった日本語教育に精通する人材及び神奈川

県を中心とした地域の教育における質の高い高度専門職業人としての教員

等を養成することを目的とする。  

教育支援

専攻 

 (修士課程)  

 学校及び社会における課題や子どもたちを取り巻く現状に対して、心理

学または日本語教育の専門性を有し、学校教育における子どもや保護者に

対する支援を行うことのできる人材の養成を目指す。このため、最先端の
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学問の追求を行うとともに、多様な教育に関する諸問題の原因究明と解決

への方策に資する教育研究を行う。 

高度教職

実践専攻 

（専門職学位課程（教職大学院）） 

 複雑な教育課題が山積する学校現場において、教職に関する高度な専門

性を有し、自律的な学校運営と学校マネジメントを担うミドルリーダー、

管理職候補、指導主事等の育成と、確かな学力とそれを保障する授業改善

や多様なニーズに適切に対応できる教員の養成を目指す。このため、教育

委員会や学校等との連携により、学校内、学校間、地域と協働して教育活

動の質を高める実践的問題解決能力を養うための教育研究を行う。 

国際社会科

学府 

（博士課程前期） 

 経済学・経営学・法学の各分野において、グローバル新時代に対応した

高度な専門性を養うため、各専攻ではコア科目を設置し、コースワークを

整備して専門的基礎的能力を高め、あわせて各専攻に共通の「学府共通科

目群」を設置することで、融合性と国際性の実践的能力を涵養し、系統的

な指導体制で社会系の高度専門実務家を育成することを目的とする。 

     （博士課程後期） 

 博士課程前期との一貫的改革を進め、経済学・経営学・法学の各分野に

おいて、グローバル新時代に対応した専門性を一層高度化するため、各専

攻では高度な専門教育のための講義を配置するとともに、専攻横断型の日

本語プログラムと英語プログラムを配置し、融合性と国際性の需要に適切

に対応し、博士論文執筆に至る系統的な指導体制の構築により、グローバ

ルな視野を備えた高度専門実務家と研究者を育成することを目的とする。 

  経済学専

攻 

 （博士課程前期） 

 日本と世界が直面する経済社会問題を、経済学の高度な分析手法によっ

て解明するための専門能力を修得させることを目的とする。そのために、

１年次には経済学研究に不可欠なコア科目を履修させ、それを基礎に、よ

り専門的科目を１・２年次に履修できるよう科目を配置することで、確か

な基礎力と理論・実証分析の応用力を培う。また、英語プログラムを設置

し、アジアや他の途上国から大学院生を受け入れて教育することで、経済

学の専門性を修得した人材を求める同諸国の社会的ニーズに応える。 

  

 （博士課程後期） 

現代の経済社会問題を経済学によって分析する  能力を有した高度専門

家・研究者の養成を目的として、組織的な指導体制に基づく大学院教育を

実施する。そのために、高度な専門教育を行う講義を配置するとともに、

英語プログラムと専攻横断型の日本語プログラムを配置する。これらを通

じて、アジアや他の途上国の経済発展等を背景に高まる社会的ニーズに対

応した、経済学の高度な専門能力を有する人材を養成する。 

  

 （博士論文研究基礎力考査コース（博士課程前期後期一貫博士コー

ス）） 

 社会的ニーズに対応した専門能力を持つ人材を、博士課程前期・後期の

課程を通じて一貫して養成することを目的とする。本コースでは修士論文

の作成に代えて、①経済学のコアとなる分野の基礎的な専門知識の理解を
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問う専門科目筆記試験と、②各受験者の専門的研究の展開に関する理解・

認識を問う口頭試問との 2段階による試験を実施する。 

  経営学専

攻 

（博士課程前期） 

 経営学を中心として関連する研究領域の実質的区分に即して、経営学分

野、会計学分野、経営システム科学分野の 3領域に区分し、適切かつ多様

な研究アプローチが取れる大学院教育を実施し、グローバル化、多様化す

る現代社会の現状を踏まえて、経営学および関連諸科学の専門知識に基づ

き分析・検討を行う能力を修得させる。 

  

 （博士課程後期） 

 経営学を中心として関連する研究領域の実質的区分に即して、経営学分

野、会計学分野、経営システム科学分野の 3領域に区分し、各研究領域を

明確にするとともに、それら各領域を横断する融合的な教育を実施する。

このことにより、グローバル化、多様化する現代社会の現状を踏まえて、

経営学および関連諸科学の専門知識に基づく分析・検討から、国際的に活

躍できる高度な能力を修得させる。 

  

 （博士論文研究基礎力考査コース（博士課程前期後期一貫博士コー

ス）） 

 修士論文の作成に代えて、①経営学および関連諸科学に属する分野の高

度な研究の基礎となる専門知識の理解を問う専門科目筆記試験と、②当該

分野における専門的研究の展開能力に関する口頭試問との 2段階による試

験を実施する。これにより、博士課程前期・後期の課程を通じて一貫し

た、社会ニーズに対応した専門性をもつ人材養成を行う。 

  国際経済

法学専攻 

 （博士課程前期） 

 グローバル化した現代の法化社会現象について、法学・政治学に基づき

分析を行い、多様かつ高度な学術的研究を背景とした実践的、先端的な専

門知識を習得させることを目的とする。さらに、法整備支援、法と公共政

策及びインフラストラクチャー管理についての実践的知識の養成を図る。 

  

 （博士課程後期） 

 グローバル化した現代の法や政治の諸課題を法学によって分析する高度

な専門教育を実施し、法学・政治学に基づき分析を行う国際的に通用する

高度な能力を身につけた専門家・研究者、実務家を養成することを目的と

する。 

  

 （博士論文研究基礎力考査コース（博士課程前期後期一貫博士コー

ス）） 

 修士論文の作成に代えて、①法学・政治学のコアとなる分野の基礎的な

専門知識の理解を問う専門科目筆記試験と、②各受験者の専門的研究の展

開に関する理解・認識を問う口頭試問の 2段階による試験を実施し、社会

ニーズに対応した専門性を強化された、博士課程前期・後期の課程を通じ

て一貫した人材養成を行うことを目的とする。 

理工学府  (博士課程前期) 

 実践的学術の国際拠点を目指す本学の理工系大学院の基幹をなす理工学
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府において、自らの専門分野以外の分野の科学技術にも目を向ける進取の

精神に富み、高い倫理観とグローバルに活躍するために必要な国際的に通

用する知識と能力において理学と工学の両方のセンスを兼ね備えた理工系

人材を育成することにより、ものづくりを中心とした産業を更に強化・発

展させる。 

 理工学府博士課程前期では、自らの専門分野における専門科目で培われ

る知識と能力に加え、理工系人材の基盤となる情報数理系科目、学府共通

科目、専攻共通科目の修得などによる基盤的学術に関する幅広い教育と、

独創的な技術と知の創造を可能にする研究活動を通じて、「自ら課題を探

求し、未知の問題に対して幅広い視野から柔軟かつ総合的な判断を下して

解決し得る高度専門職業人」としての技術者・研究者を育成する。 

    

 (博士課程後期) 

 実践的学術の国際拠点を目指す本学の理工系大学院の基幹をなす理工学

府において、自らの専門分野以外の分野の科学技術にも目を向ける進取の

精神に富み、高い倫理観とグローバルに活躍するために必要な国際的に通

用する知識と能力において理学と工学の両方のセンスを兼ね備えた理工系

人材を育成することにより、ものづくりを中心とした産業を更に強化・発

展させる。 

 理工学府博士課程後期では、「自ら探求し発見した課題に対し、科学と

技術に関する先進的な研究活動を通して幅広い視野から判断を下した解決

をもって、広く社会に受容される発信能力により学術と産業の開拓を先導

できる人材を育成する。すなわち、イノベーションの創出と発展を担う創

造性豊かな高度専門職業人のリーダー人材」を育成する。 

  機械・材

料・海洋

系工学専

攻 

 (博士課程前期) 

 機械工学、材料工学、船舶海洋工学、航空宇宙工学は、基本原理に立脚

した要素技術を組み合わせて高度なシステムや高機能の材料を作り上げる

工学である。そのため本専攻では、基本原理の理解と応用のための理学的

センスの教育及び技術革新のグローバル化への適応力の育成を強化し、科

学を基礎に置く要素技術、要素の機能を引き出す設計技術、社会や環境と

の調和を図る生産技術を統合して高度なシステムや高機能の材料を生み出

す教育と研究を行い、実践的な高度専門技術者・研究者としてグローバル

に活躍できる人材を養成する。 

    

 (博士課程後期) 

 機械工学、材料工学、船舶海洋工学、航空宇宙工学では、ミクロからマ

クロにわたる物理現象の解析を基礎として、マイクロマシンから大型構造

物まで、高度なシステムを総合的に設計する基盤的科学技術の研究、固体

材料の有する力学的特性などの種々の特性の起源に係わる物性論に立脚し

た、地球と調和した機能及び構造材料の開発並びにこれら材料の製造・加

工方法の研究、海洋空間におけるエネルギー利用や移動体・構造物の設計

に関わるマクロエンジニアリング的アプローチによる海洋空間利用システ

ムの研究等を通して教育を行い、実践的な高度技術者・研究者のリーダー

としてグローバルに活躍できる創造的な人材を養成する。 
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  化学・生

命系理工

学専攻 

 (博士課程前期) 

 現代の物質文明は、創造的自然科学に基づいた機能材料の開発とそれを

活用する技術開発の総合的で高度な科学技術を基盤として発展している。

その持続的発展のためには、優れた物質や材料の探求、生産システムの構

築、生命現象の解明と応用が重要な鍵となり、従来の化学にかかわる学問

体系を超え、数理や情報等も含めた総合的な体系が必要である。化学・生

命系理工学専攻では、化学と生命を中心に据え、自然の真理追究・ものづ

くり・エネルギー・生命に関連する広範な課題に原理原則と情報を活用し

て総合的に対処できる基礎力と総合力を持ち、進化する科学技術に対応で

きる、国際的な視野を持った人材を育成する。 

    

 (博士課程後期) 

 原子の集合体としての分子や固体材料、分子の集合体としての有機材料

は、その電子構造及び原子や分子の種類とその配列によって現れる機能が

大きく変化する。そのためその構造-機能発現相関を明らかにすることは

物質化学の根幹をなす。また物質の持つ化学エネルギーを効率よく利用

し、多種多様な情報を統合して新素材を効率よく製造するプロセスの確立

は、環境負荷を少なく効率的に物質を製造・利用するための最重要課題で

ある。食料問題や生命・医療などのグローバルな課題の解決に生命現象の

解明と応用が必要である。本専攻では、新しい機能を発現する分子・材料

の開発、それらの製造や利用プロセスの開発、生命現象の解明と応用など

を通し、物質と生命の課題を発見し地球環境に配慮して効率的に解決でき

る創造的な人材を育成する。 

  数物・電

子情報系

理工学専

攻 

 (博士課程前期) 

 社会を一変させた目覚ましい情報・通信技術の革新は、電気・電子・通

信・情報工学の著しい深化によりもたらされた。新しいパラダイムシフト

やイノベーションの創出と実現のためには、数理科学、物理学などの基礎

（理学）から応用（工学）に至る広範囲な分野に精通した総合的・学際的

見識が求められている。 

 数物・電子情報系理工学専攻（博士課程前期）の人材養成目的は、数理

科学、物理学、電気工学、電子工学、通信工学、情報工学、医療情報工

学、応用物理学などの幅広い分野での教育・研究を通じて、実践的な技術

者、研究者としてグローバルに活躍のできる創造的な人材の育成である。 

    

 (博士課程後期) 

 数理科学、物理学などの基礎（理学）から応用（工学）に至る広範囲な

分野に精通した総合的・学際的見識が求められているのは博士課程前期と

同様であるが、博士課程後期では、博士課程前期までに培った知識を世界

トップレベルの研究活動を通じて深化させ、先導的に数理科学、物理学、

電気工学、電子工学、通信工学、情報工学、医療情報工学、応用物理学な

どの分野における学術・産業の創出、発展を担い、激変する知識基盤社

会・高度情報化社会の諸問題を創造的に解決できる研究者・技術者のリー

ダー人材を育成する。 

環境情報学  (博士課程前期)  
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府  環境と情報を基軸とした学際的な文理融合的視座を持ち、環境や社会に

対する総合的な理解のもとで、人工環境、自然環境、情報環境に関する自

らの専門的な知識と技能を活用して、安心・安全な持続可能社会を構築す

る上で必要な課題を自ら発見し、解決への道筋を生み出すことのできる高

度専門職業人を育成する。 

     (博士課程後期) 

 人工環境、自然環境、情報環境に関するより高度な専門知識と技能を有

するとともに、環境と情報に関してより総合的な広い視野を持ち、様々な

分野の専門家の知見やステークホルダーにも配慮して、安心・安全な持続

可能社会の構築に必要な課題を解決するにとどまらず、新たな社会的価値

を生み出し、自らの分野を牽引して、イノベーション創出を実践すること

のできる人材を育成する。 

  人工環境

専攻 

 (博士課程前期) 

 創生すべき持続可能社会では、第一義的には、人工物で構築された環境

とそこで協働しながら生活する人々が作り上げる社会とで構成されてい

る。本専攻では、その持続可能社会における安心・安全を確保するための

先端的かつ実践的な工学的な技術に加え、それを社会実装する上で解決す

べき問題などを探求できる人材を育成する。 

    

 (博士課程後期) 

 産業プラント、インフラ、地域社会など、持続可能社会における安心・

安全を確保するための工学的技術やそれを社会実装するための方法に関す

る先端的な知識と技能を備えた上で、様々な専門分野の知見やステークホ

ルダーにも配慮して、社会における安心・安全を確保する新しいシステム

やサービスを生み出し、自らの専門分野を牽引していける人材を育成す

る。 

  自然環境

専攻 

 (博士課程前期) 

 人間社会は、いうまでもなく自然環境という土台の上に構築される。そ

れを持続可能なものにするためには、自然環境の持続可能性や安全確保に

関する知見が必要である。本専攻では、中長期的な生態系の持続可能性の

みならず、地球史的な環境の変化に対する理解から地域住民との関わりま

でを視野に入れた知識と技能を修得した人材を育成する。 

    

 (博士課程後期) 

 中長期的な生態系の持続可能性、地球史的な環境の変化、自然環境と地

域住民との関係などに関する先端的な知識と技能を備えた上で、生態系の

保全・回復、自然災害対策、地球規模の課題解決のための設計・計画に関

与し、自然環境における安心・安全につながるイノベーションの創出を実

践し、自らの専門分野を牽引していける人材を育成する。 

  情報環境

専攻 

 (博士課程前期) 

 持続可能社会における安心・安全を確保するためには、私たちを取り巻

く情報の在り方、つまり「情報環境」に目を向ける必要がある。本専攻で

は、先端的な情報技術や情報システムのセキュリティのみならず、大量の

情報に向き合う人間の有り様に対する理解や数理的なデータ解析の方法に

50



も精通した人材を育成する。 

    

 (博士課程後期) 

 情報セキュリティ、IoT、AI、ビッグデータ解析など、情報技術と数理

科学に関する先端的な知識と技能を備えた上で、「情報」が生み出す新し

い社会的な価値と意味を理解し、それを現実社会におけるシステムやサー

ビスの創出につなげ、さらに新しい情報技術や数理科学的解析手法を開発

し、自らの専門分野を牽引していける人材を育成する。 

都市イノベ

ーション学

府 

 (博士課程前期)  

 建築学、都市計画学、都市基盤学がこれまでに達成した科学技術につい

ての知識と、世界各地の都市について、その問題や都市における文化創造

についての知識を持ち、具体的な都市地域でその問題や創造性を提案する

ことができ、それらの知識を新たな都市のイノベーションとして、持続的

に実践できる高度職業人を養成する。 

    

  建築都市

文化専攻 

 (博士課程前期) 

 日本を代表する都市であり、実験都市とでもいうべき特徴を持つユニー

クな都市である横浜を教育研究の中心的なフィールドにして、都市をめぐ

る問題の所在について十全な知識を持ち、スタジオ教育で実践的な能力を

養い、都市の将来を担いうる説得力ある空間を提案し、また都市で先進的

な芸術活動を持続的に支援する人材を養成する。 

（建築都市文化コース） 

 建築、都市、文化に関わる諸領域で、それぞれの領域の先端的な研究に

ついての十全な知識を有し、実践的な研究によって、その成果を都市のイ

ノベーションとして成立させ得る人材を養成する。 

（建築都市デザインコース） 

 徹底したスタジオ教育によって先鋭的な都市と建築の現在を学び、その

多様なデザインや可能性を身に着け、その成果を、都市における創造活動

に相応しい新たな可能性を持った有効な空間として提案できる人材を養成

する。 

（横浜都市文化コース） 

 文化芸術の力によって都市を再生する方法をスタジオ教育によって身に

着け、時代と空間に適した新たな創造活動としての芸術を提案すること

で、都市のイノベーションを持続的に実践しうる人材を養成する。 

  都市地域

社会専攻 

 (博士課程前期) 

 日本及び新興・途上国等の都市問題解決や地域社会発展に、中央政府、

地方行政、国際協力組織、民間企業、NGOといった組織で、指導的立場か

ら貢献できる人材を養成する。 

（都市地域社会コース） 

 都市問題解決や地域社会の発展のために、土木や地域社会の知識をもっ

て、持続可能で創造的な方法を実践的に提案できる人材を養成する。 

（国際基盤学コース） 

 スタジオ教育を大幅に採用することで、都市基盤についての有効な知識

を、主に新興・途上国の都市の問題の解決のために実践的かつ創造的に活
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用できる人材を養成する。 

（インフラストラクチャー管理学コース） 

 英語による留学生プログラムとして、世界銀行から政策的留学生を受け

入れてきた国際開発協力を目的とするプログラムを通じ、主に途上国から

の実務家に対してインフラストラクチャー管理についての実践的知識の養

成を図る。 

都市イノベ

ーション学

府 

都市イノベ

ーション専

攻 

 (博士課程後期) 

 建築学、都市計画学、都市基盤学がこれまでに達成した科学技術につい

ての知識と、世界各地の都市について、その問題や都市における文化創造

についての知識を併せ持ち、具体的な都市地域でその問題や創造性を実践

的に再構築することができ、それらの知識を新たな都市のイノベーション

として、組織できるリーダーになる高度職業人を養成する。 

先進実践学

環 

（修士課程） 

 数理・データサイエンスなどに関する理系的な素養を身に付け、社会科

学的な知識を体得し、Society 5.0 の構築や普及の様々な場面で活躍する

人材を養成する。 
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Ⅳ．横浜国立大学学位規則 

(平成 16年 4月 1日規則第 203号) 

改正 平成17年2月10日規則第482号 平成17年12月8日規則第28号 

平成18年7月13日規則第88号 平成19年3月1日規則第10号 

平成19年3月30日規則第73号 平成21年2月12日規則第2号 

平成22年3月11日規則第1号 平成23年3月24日規則第49号 

平成24年9月5日規則第119号 平成25年2月21日規則第9号 

平成25年6月6日規則第59号 平成26年3月24日規則第20号 

平成26年3月27日規則第50号 平成29年2月9日規則第35号 

平成29年7月13日規則第81号 平成30年1月31日規則第4号 

令和元年 6月6日規則第 6号 令和 3年3月17日規則第22号 

令和 4年3月30日規則第49号 
 

  
(趣旨) 

第 1条 この規則は、学位規則(昭和 28年文部省令第 9号)第 13条、横浜国立大学学則

(以下「学則」という。)第 59条第 2項及び横浜国立大学大学院学則(以下「大学院学則」

という。)第 19条第 2項の規定に基づき、横浜国立大学(以下「本学」という。)が授与

する学位に関し必要な事項を定めるものとする。 

(学位及び専攻分野の名称) 

第 2条 本学において授与する学位は、学士、修士、博士及び専門職学位とする。 

2 本学において授与する学士、修士及び博士の学位には、次の各号の区分による専攻分

野の名称を付記するものとする。 

(1) 学士の学位 

教育学部  教育 

経済学部  経済学 

経営学部  経営学 

理工学部  理学又は工学 

都市科学部  環境学、工学又は学術 

(2) 修士の学位 

教育学研究科  教育学 

国際社会科学府  経済学、経営学、法学、国際経済法学又は学術 

理工学府  理学又は工学 

環境情報学府  環境学、理学、工学、情報学又は学術 

都市イノベーション学府  工学又は学術 

先進実践学環  学術 

(3) 博士の学位 

53



国際社会科学府  経済学、経営学、法学、国際経済法学又は学術 

理工学府  理学又は工学 

環境情報学府  環境学、理学、工学、情報学又は学術 

都市イノベーション学府  工学又は学術 

3 本学において授与する専門職学位の名称は、次のとおりとする。 

教育学研究科  教職修士（専門職） 

(学士の学位授与の要件) 

第 3条 学士の学位は、本学を卒業した者に授与する。 

(修士の学位授与の要件) 

第 4条 修士の学位は、本学大学院の修士課程又は博士課程前期 2年の課程を修了した者

に授与する。 

(博士の学位授与の要件) 

第 5条 博士の学位は、本学大学院の博士課程後期 3年の課程（以下「博士課程」とい

う。）を修了した者に授与する。 

2 前項に規定するもののほか、本学に博士論文を提出して当該学府の行う博士論文の審

査に合格し、かつ、本学大学院の博士課程を修了した者と同等以上の学力を有するこ

とを確認(以下「学力の確認」という。)された場合には、博士の学位を授与することが

できる。 

(専門職学位授与の要件) 

第 6条 専門職学位は、本学大学院の教職大学院の課程（大学院学則第 3条第 4項に規定

する専門職学位課程（教職大学院）をいう。以下同じ。）を修了した者に授与する。 

(修士又は博士の学位の授与に係る学位論文の提出) 

第 7条 第 4条又は第 5条第 1項に規定する者の学位論文(修士又は博士の学位の授与に

係る論文をいう。大学院学則第 18条第 1項及び第 2項に規定する特定の課題について

の研究の成果を含む。以下同じ。)は、本学大学院の研究科、学府及び学環(以下「研究

科等」という。)が指定する時期までに当該研究科等の長に提出するものとする。 

第 8条 第 5条第 2項に規定する者が、博士の学位の授与を申請する場合は、学位申請書

に学位論文、論文要旨、論文目録及び履歴書並びに論文審査手数料 57,000円を添え、

学位及び専攻分野の名称を指定し、当該学府の長を経て学長に提出するものとする。

ただし、本学大学院の博士課程に所定の期間在学し、所定の単位を修得して退学した

者が、退学したときから 1年以内に論文を提出した場合には、論文審査手数料を免除

することができる。 

第 9条 提出する学位論文は、主論文 1編とする。ただし、参考として他の論文を添付す

ることができる。 

2 学位論文を審査するため必要があるときは、参考資料を提出させることができる。 

(審査の付託) 
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第 10条 研究科等の長は、第 7条の学位論文を受理したときは、教授会にその審査を付

託しなければならない。 

2 学長は、第 8条の申請を受理したときは、当該教授会にその審査を付託しなければな

らない。 

(学位論文及び論文審査手数料の不返還) 

第 11 条 受理した学位論文及び論文審査手数料は、いかなる理由があっても返還しない。 

(審査委員会) 

第 12条 教授会は、学位論文の審査及び最終試験又は学力の確認を行うため審査委員会

を設ける。 

2 審査委員会は、学位論文を提出した当該学生の指導教員及び関連する授業科目の教授

2人以上又は学位論文の内容に関連のある専門分野の教授 3人以上をもって構成する。

ただし、教授会が必要であると認めたときは、関連する授業科目の教授 2人以上のう

ち、1人は准教授をもって充てることができる。 

3 教授会が学位論文の審査のため必要があると認めたときは、前項に規定する者以外の

教員を審査委員として加えることができる。 

(学位論文の審査の協力) 

第 13条 学位の授与に係る学位論文の審査に当たっては、本学大学院の他の研究科等又

は他大学の大学院若しくは研究所等の教員等の協力を得ることができる。 

(審査期間) 

第 14条 第 4条又は第 5条第 1項に規定する者の学位論文の審査及び最終試験は、学生

の在学期間中に終了するものとする。 

2 第 5条第 2項に規定する者の学位論文の審査及び学力の確認は、学位の授与の申請を

受理した後、速やかに終了するものとする。 

(学位論文発表会) 

第 14条の 2 教授会は、博士論文の内容について公開で発表させるものとする。 

2 学位論文発表会の実施に関しては別に定める。 

(最終試験) 

第 15条 最終試験は、学位論文の審査が終わった後、学位論文を中心として、これに関

連する科目について筆記又は口頭により行うものとする。 

(学力の確認及び確認の特例) 

第 16条 学力の確認は、博士論文に関連のある専攻分野の科目及び外国語について、筆

記又は口頭により行うものとする。 

2 本学大学院の博士課程に所定の修業年限以上在学し、所定の単位を修得して退学した

者が、学位の授与を申請したときは、当該学府で定める年限内に限り、学力の確認を

免除することができる。 

(審査委員会の報告) 

55



第 17条 審査委員会は、審査を終了したときは、直ちにその結果を教授会に別紙様式第

1号により、報告しなければならない。 

(博士論文研究基礎力に関する試験及び審査) 

第 17条の 2 大学院学則第 18条第 3項の規定に基づき、学位論文（第 7条に規定する修

士の学位の授与に係る論文に限る。）の審査及び最終試験に合格することに代えて、

博士論文研究基礎力に関する試験及び審査を行う場合は、第 12条から第 14条第 1項ま

で、第 15条及び前条の規定を参酌して当該教授会が試験及び審査の実施体制及び実施

方法等を定めて公表する。 

2 前項に規定する博士論文研究基礎力に関する試験及び審査は、次に掲げるものとする。 

(1) 専攻分野に関する高度の専門的知識及び能力並びに当該専攻分野に関連する分野

の基礎的素養であって当該博士課程前期 2年の課程において修得し、又は涵養すべ

きものについての試験 

(2) 博士論文に係る研究を主体的に遂行するために必要な能力であって当該博士課程

前期 2年の課程において修得すべきものについての審査 

(教授会の議決) 

第 18条 教授会は、第 17条に規定する報告又は前条の規定により当該教授会が定めた報

告に基づいて、学位の授与について議決するものとする。 

2 前項に規定する議決を行う場合は、教授会構成員の 3分の 2以上が出席し、かつ、出

席者の 3分の 2以上の同意を得なければならない。 

(審査結果の報告) 

第 19条 研究科等の長は、教授会が前条第 1項の議決（次項に規定する議決を除く。）

をしたときは、学位論文の審査要旨及び最終試験の成績又は学力の確認の結果を速や

かに学長に報告しなければならない。 

2 第 17条の 2に規定する博士論文研究基礎力に関する試験及び審査に基づく議決をした

ときは、当該試験及び審査の結果を速やかに学長に報告しなければならない。 

(学位の授与) 

第 20条 学長は、学則第 58条の規定により卒業の認定をした者に対し、学士の学位の授

与を決定し、学位記を授与する。 

2 学長は、前条に規定する報告に基づいて、修士又は博士の学位の授与を決定し、学位

記を授与する。 

3 学長は、別に定めるところにより、教職大学院の課程の修了の認定をした者に対し、

専門職学位の授与を決定し、学位記を授与する。 

(論文要旨等の公表) 

第 21条 学長は、博士の学位を授与したときは、当該博士の学位を授与した日から 3月

以内に、当該博士の学位の授与に係る論文の内容の要旨及び論文審査の結果の要旨を

インターネットの利用により公表するものとする。 
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2 前項の公表は、別紙様式第 2号により行うものとする。 

(学位論文の公表) 

第 22 条 博士の学位を授与された者は、当該博士の学位を授与された日から 1 年以内に、

当該博士の学位の授与に係る論文の全文をインターネットの利用により公表するもの

とする。ただし、当該博士の学位を授与される前に既にインターネットの利用により

公表したときは、この限りでない。 

2 前項の規定にかかわらず、博士の学位を授与された者は、やむを得ない事由がある場

合には、教授会の承認を受けて、当該博士の学位の授与に係る論文の全文に代えてそ

の内容を要約したものをインターネットの利用により公表することができる。この場

合において、学府の長はその論文の全文を求めに応じて閲覧に供するものとする。 

3 前項に規定する教授会の承認を受けたやむを得ない事由が消滅した者は、当該やむを

得ない事由が消滅した日から 1年以内に、当該博士の学位の授与に係る論文の全文を

インターネットの利用により公表するものとする。ただし、引き続き別のやむを得な

い事由が発生した場合は、前項の規定を準用する。 

4 前 2項の規定によって公表する場合には、「横浜国立大学審査学位論文」又は「横浜

国立大学審査学位論文要旨」と明記しなければならない。 

(学位の名称) 

第 23条 学位を授与された者が、学位の名称を用いるときは、「横浜国立大学」と付記

するものとする。 

(学位の取消) 

第 24条 学長は、修士の学位、博士の学位又は専門職学位を授与された者が、次の各号

の一に該当する場合には、教授会の議を経て、既に授与した当該学位を取消し、学位

記を還付させ、かつ、その旨を公表するものとする。 

(1) 不正の方法により当該学位の授与を受けた事実が判明したとき。 

(2) 当該学位を授与された者が名誉を汚辱する行為があったとき。 

2 教授会が前項の規定により学位取消しの決定をする場合には、当該教授会の構成員(海

外渡航中の者及び休職中の者を除く。)の 3分の 2以上が出席し、かつ、出席者の 4分

の 3以上の同意を得なければならない。 

(学位記等の様式) 

第 25条 学位記及び学位授与申請関係の様式は、別紙様式第 3号から別紙様式第 9号の

とおりとする。 

(雑則) 

第 26 条 この規則に定めるもののほか、学位に関し必要な事項は、教授会が別に定める。 

附 則 

1 この規則は、平成 16年 4月 1日から施行する。 
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2 この規則施行の際、現に教育学部、工学研究科及び国際開発研究科に在学する者につ

いては、第 2条の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

附 則(平成 17年 2月 10日規則第 482号) 
 

 

この規則は、平成 17年 2月 10日から施行する。 

附 則(平成 17年 12月 8日規則第 28号) 
 

 

この規則は、平成 17年 12月 8日から施行する。 

附 則(平成 18年 7月 13日規則第 88号) 
 

 

この規則は、平成 18年 7月 13日から施行する。 

附 則(平成 19年 3月 1日規則第 10号) 
 

 

この規則は、平成 19年 4月 1日から施行する。 

附 則(平成 19年 3月 30日規則第 73号) 
 

 

この規則は、平成 19年 4月 1日から施行する。 

附 則(平成 21年 2月 12日規則第 2号) 
 

 

この規則は、平成 21年 4月 1日から施行する。 

附 則(平成 22年 3月 11日規則第 1号) 
 

 

この規則は、平成 22年 4月 1日から施行する。 

附 則(平成 23年 3月 24日規則第 49号) 
 

 

1 この規則は、平成 23年 4月 1日から施行する。 

2 この規則施行の際、現に教育人間科学部地球環境課程、マルチメディア文化課程及び

国際共生社会課程並びに工学部に在学する者（以下「在学者」という。）並びに平成 2

3年 4月 1日以後において在学者の属する年次に再入学、編入学及び転入学する者（以

下「再入学者等」という。）に授与する学位及び専攻分野の名称は、当該在学者及び

再入学者等が在学しなくなる日までの間、改正後の第 2条の規定にかかわらず、なお

従前の例による。 

附 則(平成 24年 9月 5日規則第 119号) 
 

 

この規則は、平成 24年 9月 5日から施行する。 

附 則(平成 25年 2月 21日規則第 9号) 
 

 

1 この規則は、平成 25年 4月 1日から施行する。 
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2 この規則施行の際、現に国際社会科学研究科に在学する者（以下「在学者」という。）

並びに平成 25年 4月 1日以後において在学者の属する年次に再入学、編入学及び転入

学する者（以下「再入学者等」という。）に授与する学位及び専攻分野の名称は、当

該在学者及び再入学者等が在学しなくなる日までの間、改正後の第 2条及び別紙様式

の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

3 この規則施行の際、第 8条ただし書に規定する国際社会科学研究科を退学した者につ

いては、同条本文中「当該学府長」を「当該国際社会科学府長」に読み替えて適用す

る。 

4 この規則施行の際、国際社会科学府における第 5条第 2項に規定する博士の学位の授

与（第 2条第 2項第 3号に規定する法学に限る。）は、第 5条第 1項の規定に基づく博

士の学位の授与が行われた後に行うものとする。 

附 則(平成 25年 6月 6日規則第 59号) 
 

 

1 この規則は、平成 25年 6月 6日から施行し、平成 25年 4月 1日以後に博士の学位を

授与した者から適用する。 

2 前項の規定にかかわらず、平成 25年 3月 31日以前に博士の学位を授与した者につい

ては、本人の希望により改正後の第 22条第 1項本文の規定を適用することができる。

この場合において、同項本文中「当該博士の学位を授与された日から 1年以内」は適

用しないものとする。 

附 則(平成 26年 3月 24日規則第 20号) 
 

 

この規則は、平成 26年 4月 1日から施行し、平成 25年 10月 1日に入学した者から適

用する。 

附 則(平成 26年 3月 27日規則第 50号) 
 

 

1 この規則は、平成 26年 4月 1日から施行する。 

2 この規則施行の際、現に国際社会科学研究科法曹実務専攻に在学する者（以下「在学

者」という。）並びに平成 26年 4月 1日以後において在学者の属する年次に再入学、

編入学及び転入学する者（以下「再入学者等」という。）については、当該在学者及

び再入学者等が在学しなくなる日までの間、改正後の別紙様式第 9号の規定にかかわ

らず、なお従前の例による。 

附 則(平成 29年 2月 9日規則第 35号) 
 

 

1 この規則は、平成 29年 4月 1日から施行する。 

2 この規則施行の際、現に教育人間科学部に在学する者（以下「在学者」という。）並

びに平成 29年 4月 1日以後において在学者の属する年次に再入学、編入学及び転入学
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する者（以下「再入学者等」という。）に授与する学位及び専攻分野の名称は、当該

在学者及び再入学者等が在学しなくなる日までの間、改正後の第 2条の規定にかかわ

らず、なお従前の例による。 

附 則(平成 29年 7月 13日規則第 81号) 
 

 

この規則は、平成 29年 7月 13日から施行する。 

附 則(平成 30年 1月 31日規則第 4号) 
 

 

1 この規則は、平成 30年 4月 1日から施行する。 

2 この規則施行の際、現に工学府及び環境情報学府に在学する者（以下この項において

「在学者」という。）並びに平成 30年 4月 1日以後において在学者の属する年次に再

入学及び転入学する者に授与する学位に付記する専攻分野の名称は、改正後の第 2条

の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

3 この規則の施行後、最初に行う理工学府及び環境情報学府における第 5条第 2項に規

定する博士の学位の授与（第 2条第 2項第 3号に規定する理学に限る。）は、第 5条第

1項の規定に基づく博士の学位の授与が行われた後に行うものとする。 

附 則(令和元年 6月 6日規則第 6号) 
 

 

1 この規則は、令和元年 6月 6日から施行し、平成 31年 4月 1日から適用する。 

2 平成 31年 3月 31日に現に国際社会科学府法曹実務専攻に在学する者（以下この項に

おいて「在学者」という。）並びに平成 31年 4月 1日以後において在学者の属する年

次に再入学及び転入学する者に係る学位の授与及び学位の名称は、改正後の第 2条、

第 6条、第 20条及び第 25条の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

附 則(令和 3年 3月 17日規則第 22号) 
 

 

この規則は、令和 3年 4月 1日から施行する。 

附 則(令和 4年 3月 30日規則第 49号) 
 

 

この規則は、令和 4年 4月 1日から施行する。 

別紙様式第 1号 

修士論文審査報告書 

[別紙参照] 

別紙様式第 2号 

学位論文及び審査結果の要旨 
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[別紙参照] 

別紙様式第 3－1号(学部を卒業した場合) 

学位記 

[別紙参照] 

別紙様式第 3－2号（学則第 31条の 2の規定による学部横断教育プログラムを卒業した場

合） 

学位記 

[別紙参照] 

別紙様式第 4－1号(教育学研究科修士課程を修了した場合) 

学位記 

[別紙参照] 

別紙様式第 4－2号(博士課程前期 2年の課程を修了した場合) 

学位記 

[別紙参照] 

別紙様式第 4-3号(先進実践学環修士課程を修了した場合) 

学位記 

[別紙参照] 

別紙様式第 5号(博士課程を修了した場合) 

学位記 

[別紙参照] 

別紙様式第 6号(論文提出による場合) 

学位記 

[別紙参照] 

別紙様式第 7号 
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学位申請書 

[別紙参照] 

別紙様式第 8号 

論文目録 

[別紙参照] 

別紙様式第 9号（教職大学院の課程を修了した場合） 

学位記 

[別紙参照] 
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別紙様式第1号 

修 士 論 文 審 査 報 告 書 

年  月  日 

横浜国立大学大学院○○研究科長(学府長又は学環長)   殿 

審査委員主査            印 

審 査 委 員             印 

審 査 委 員             印 

審 査 委 員             印 
 

学 位 論 文 及 び 試 験 結 果 報 告 書 

 
論 文 提 出 者 

 
学位及び専攻分野の名称 修 士 (○ ○) 

 

学 籍 番 号 
 

専 攻 ○○専攻 (及び△△専攻) 

論 文 題 名 
 

 
 

成 績 
学 位 論 文 試 験  

  

審 査 月 日 
論 文 審 査 試 験 

年  月  日 ～  年  月  日 年  月  日 

論文審査及び試験の成績は、合格(A・B又はC)又は不合格の評語で記入すること。 
 
 

論 文 審 査 要 旨 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注1 博士論文に関する報告の場合、修士とあるのは博士と読み替える。 
注2 論文審査要旨欄に不足が生じる場合には、同欄の様式に準じ裏面又は別紙によること。 
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別紙様式第2号 

学位論文及び審査結果の要旨 

 

横浜国立大学 
 

氏 名  ○○○○ 

学 位 の 種 類  博士 (○○) 

学 位 記 番 号  ○○博○第○○○○号 

学 位 授 与 年 月 日     年 月 日 

学 位 授 与 の 根 拠   学位規則 (昭和28年4月1日文部省令第9号) 第4条第○項及び

横浜国立大学学位規則第5条第○項 

学府・専攻名      ○○○○学府 ○○○○専攻 

学 位 論 文 題 目  ○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○ 

論 文 審 査 委 員  主査  横浜国立大学 教授 ○○○○ 

横浜国立大学 ○○ ○○○○ 

横浜国立大学 ○○ ○○○○ 

・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・ 
 

論文及び審査結果の要旨 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

注 論文及び審査結果の要旨欄に不足が生じる場合には、同欄の様式に準じ裏面又は別紙によること。 
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別紙様式第4-2号(博士課程前期2年の課程を修了した場合) 

Y O K O H A M A  N A T I O N A L  U N I V E R S I T Y  

 
 

BASED ON THE RECOMMENDATION OF 

研究科・学府名 
 

HEREBY CONFERS THE DEGREE 

OF 

MASTER OF  学 位 名 

UPON 

氏 名 
 

FOR HAVING SUCCESSFULLY COMPLETED 

ALL PROGRAM REQUIREMENTS 

IN THE FIELD OF 

専 攻 名・専 攻 分 野 

 

 

ON THIS, THE 00TH DAY OF 000 

IN THE YEAR  2 000 
 

DEGREE NUMBER: 学位記番号 

     学長の署名      

0000 0000, President 

Yokohama National University 

Official Seal of 

Yokohama National University 

○修第   号 

学 位 記 

 

 

 

 

 

氏 名 

年    月    日生 

 

 

本 学 大 学 院 ○ ○ ○ ○ 学 府 ○ ○

○ ○ 専 攻 の 博 士 課 程 前 期 2 年 の

課 程 を 修 了 し た の で 修 士 ( ○ ○ )

の 学 位 を 授 与 す る  

 
年  月  日 

 

横 浜 国 立 大 学 長  

○ ○  ○ ○  

 

大学印 

学長印 

 

 

証書用大学印 
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Ⅴ．横浜国立大学学則 

(平成 16年 4月 1日規則第 201号) 

改正 平成16年6月10日規則第453号 平成17年3月31日規則第497号 平成17年9月29日規則第11号 

平成17年10月13日規則第20号 平成18年2月9日規則第31号 平成18年10月26日規則第97号 

平成19年2月22日規則第6号 平成19年3月22日規則第40号 平成19年3月30日規則第72号 

平成19年4月12日規則第86号 平成19年6月28日規則第91号 平成19年7月12日規則第100号 

平成19年12月13日規則第131号 平成20年2月28日規則第7号 平成20年3月27日規則第44号 

平成21年2月26日規則第9号 平成21年3月19日規則第15号 平成22年3月11日規則第30号 

平成22年4月22日規則第62号 平成22年10月21日規則第84号 平成22年11月24日規則第92号 

平成23年3月24日規則第12号 平成24年1月19日規則第3号 平成24年2月16日規則第27号 

平成24年11月26日規則第127号 平成25年2月21日規則第5号 平成25年6月6日規則第57号 

平成26年1月23日規則第4号 平成26年3月24日規則第19号 平成26年9月18日規則第65号 

平成27年1月22日規則第4号 平成27年3月23日規則第15号 平成28年1月27日規則第4号 

平成28年2月18日規則第15号 平成28年4月21日規則第43号 平成29年1月23日規則第1号 

平成30年11月30日規則第71号 平成31年1月30日規則第5号 平成31年3月26日規則第35号 

令和 2年3月25日規則第54号 令和 2年10月8日規則第110号 令和 2年12月10日規則第124号 

令和 3年3月17日規則第20号 令和 3年3月29日規則第30号 令和 4年1月31日規則第4号 

令和 4年3月23日規則第42号 令和 4年10月27日規則第68号 
 

  
目次 

第 1章 総則 

第 1節 目的及び自己評価等(第 1条－第 2条の 2) 

第 2節 組織(第 3条－第 10条) 

第 3節 教職員(第 11条) 

第 4節 教授会及び委員会(第 12条・第 13条) 

第 5節 委任規定(第 14条) 

第 2章 学部通則 

第 1節 修業年限及び在学期間(第 15条－第 17条) 

第 2節 学年、学期及び休業日(第 18条－第 20条の 2) 

第 3節 入学(第 21条－第 30条) 

第 4節 教育課程、履修方法等(第 31条－第 49条) 

第 5節 休学、復学、転学部、転学、留学、退学、除籍等(第 50条－第 57条) 

第 6節 卒業及び学位の授与(第 58条・第 59条) 

第 7節 賞罰(第 60条・第 61条) 

第 8節 保健(第 62条) 

第 9節 峰沢国際交流会館及び留学生会館(第 63条) 
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第 10節 科目等履修生、研究生、聴講生、特別聴講学生、内地留学生及び外国人留

学生(第 64条－第 70条) 

第 11節 検定料、入学料、授業料及び寄宿料(第 71条－第 75条) 

第 12節 公開講座等(第 76条) 

附則 

 

第 1章 総則 

第 1節 目的及び自己評価等 

(目的) 

第 1条 横浜国立大学(以下「本学」という。)は、教育基本法の精神にのっとり、学術の

中心として、広く知識を授けるとともに、深く専門の学芸を教授研究し、知的、道徳

的及び応用的能力を展開させることを目的とする。 

(方針) 

第 1条の 2 本学は、前条の目的を踏まえて、本学及び学部において、次の各号に掲げる

方針を定め、公表するものとする。 

(1) 卒業認定及び学位授与に関する方針 

(2) 教育課程の編成及び実施に関する方針 

(3) 入学者の受入れに関する方針 

(自己評価等) 

第 2条 本学は、その教育研究水準の向上を図り、前条の目的及び社会的使命を達成する

ため、本学における教育研究等の状況について自ら点検及び評価を行い、その結果を

公表するものとする。 

2 本学は、前項の点検及び評価の結果について、本学の教職員以外の者による検証を行

うものとする。 

3 本学は、教育研究等の総合的な状況について、文部科学大臣の認証を受けた者による

評価を受けるものとする。 

4 前 3項の実施に関し必要な事項は、別に定める。 

(教育研究活動等の状況の公表) 

第 2条の 2 本学は、次に掲げる教育研究活動等の状況についての情報を公表するものと

する。 

(1) 大学の教育研究上の目的に関すること。 

(2) 教育研究上の基本組織に関すること。 

(3) 教員組織、教員の数並びに各教員が有する学位及び業績に関すること。 

(4) 入学者の数、収容定員及び在学する学生の数、卒業又は修了した者の数並びに進

学者数及び就職者数その他進学及び就職等の状況に関すること。 

(5) 授業科目、授業の方法及び内容並びに年間の授業の計画に関すること。 
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(6) 学修の成果に係る評価及び卒業又は修了の認定に当たっての基準に関すること。 

(7) 校地、校舎等の施設及び設備その他の学生の教育研究環境に関すること。 

(8) 授業料、入学料その他の大学が徴収する費用に関すること。 

(9) 大学が行う学生の修学、進路選択及び心身の健康等に係る支援に関すること。 

2 前項各号に掲げる事項のほか、教育上の目的に応じ学生が修得すべき知識及び能力に

関する情報を積極的に公表するよう努めるものとする。 

3 第 1項の規定による情報の公表は、刊行物への掲載、インターネットの利用その他広

く周知を図ることができる方法によって行うものとする。 

第 2節 組織 

(学部、学科及び課程) 

第 3条 本学に次の学部並びに学科及び課程を置く。 

教育学部  学校教員養成課程 

経済学部  経済学科 

経営学部  経営学科 

理工学部  機械・材料・海洋系学科 

   化学・生命系学科 

   数物・電子情報系学科 

都市科学部  都市社会共生学科 

   建築学科 

   都市基盤学科 

   環境リスク共生学科 

(教育研究上の目的) 

第 3条の 2 前条に規定する学部並びに学科及び課程ごとの人材の養成に関する目的その

他の教育研究上の目的は、別表第 4に掲げるとおりとする。 

(収容定員) 

第 4条 学部の収容定員は、別表第 1のとおりとする。 

第 5条 削除 

(大学院) 

第 6条 本学に大学院を置き、大学院に研究科並びに研究科以外の基本組織としての学府

及び研究院を置き、研究科等連係課程実施基本組織として学環を置く。 

2 大学院に関する規則は、横浜国立大学大学院学則(平成 16年規則第 202号)に定める。 

(講座等組織) 

第 7条 第 3条の学部の学科又は課程に講座又はこれに相当する教育組織を置く。 

2 前項の組織の編制に当たっては、教員の適切な役割分担の下で、組織的な連携体制を

確保し、教育研究に係る責任の所在を明確にしなければならない。 

3 第 1項の講座及びこれに相当する教育組織は、別に定める。 

68



第 7条の 2 本学は、学部、学科及び課程の教育上の目的に応じ、学生が卒業後自らの資

質を向上させ、社会的及び職業的自立を図るために必要な能力を、教育課程の実施及

び厚生補導を通じて培うことができるよう、本学の組織間の有機的な連携を図り、適

切な体制により実施するものとする。 

(附属学校) 

第 8条 本学教育学部に次の附属の学校を置く。 

教育学部  附属鎌倉小学校 

   附属横浜小学校 

   附属鎌倉中学校 

   附属横浜中学校 

   附属特別支援学校 

(附属図書館) 

第 9条 本学に附属図書館を置く。 

第 10条 削除 

第 3節 教職員 

(教職員) 

第 11条 本学に次の教職員を置く。 

 学長 

 副学長 

 教授 

 准教授 

 講師 

 助教 

 助手 

 副校長 

 主幹教諭 

 教諭 

 養護教諭 

 栄養教諭 

 専門職員 

 事務職員 

 技術職員 

第 4節 教授会及び委員会 

(教授会) 

第 12条 学部、研究科、学府、研究院及び学環に教授会を置く。 
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2 国立大学法人横浜国立大学組織運営規則（以下「組織運営規則」という。）第 16条の

2に規定する高等研究院、第 16条の 3に規定するダイバーシティ戦略推進本部、第 17

条の 2に規定する全学機構、第 18条に規定する全学教育研究施設及び第 21条に規定す

る経営戦略本部に、教授会として運営委員会等を置くことができる。 

(委員会) 

第 13条 本学に必要な委員会を置く。 

第 5節 委任規定 

(委任規定) 

第 14条 本章に規定するもののほか、組織、教職員及び運営に関し必要な事項は、別に

定める。 

第 2章 学部通則 

第 1節 修業年限及び在学期間 

(修業年限) 

第 15条 学部の修業年限は、4年とする。 

第 16条 第 64条に規定する科目等履修生として本学において一定の単位を修得した者が

本学に入学する場合において、当該単位の修得により本学の教育課程の一部を履修し

たと認められるときは、別に定めるところにより、修得した単位数その他の事項を勘

案して本学が定める期間を前条に定める修業年限に算入することができる。ただし、

その期間は、前条に定める修業年限の 2分の 1を超えてはならない。 

(在学期間) 

第 17条 学生は、第 15条に規定する修業年限の 2倍の期間を超えて在学することができ

ない。ただし、第 27条第 1項の規定により入学した学生は、同条同項の規定により定

められた在学すべき年数の 2倍の期間を超えて在学することができない。 

第 2節 学年、学期及び休業日 

(学年) 

第 18条 学年は、4月 1日に始まり、翌年 3月 31日に終る。 

(学期) 

第 19条 学年は、次の 2学期に分ける。 

春学期  4月 1日から 9月 30日まで 

秋学期  10月 1日から翌年 3月 31日まで 

2 前項に規定する学期のうち授業を行う期間については、前半期と後半期に分けること

ができるものとする。 

(休業日) 

第 20条 休業日は、次の各号に掲げるとおりとする。 

(1) 日曜日及び土曜日 

(2) 国民の祝日に関する法律に規定する休日 
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(3) 春季休業 

(4) 夏季休業 

(5) 冬季休業 

2 前項第 3号から第 5号までに規定する休業期間は、学長が別に定める。 

3 学長が必要であると認める場合は、特別の休業日を定めることができる。 

4 学長が必要であると認める場合は、休業日であっても授業を行う日とすることができ

る。 

第 20条の 2 前条にかかわらず、教育上必要があるときは、休業日に授業を行う。 

第 3節 入学 

(入学の時期) 

第 21条 入学の時期は、学年の始めとする。ただし、学年の途中においても、学期の区

分に従い、学生を入学させることができる。 

(入学資格) 

第 22条 本学に入学することができる者は、次の各号の一に該当する者とする。 

(1) 高等学校又は中等教育学校を卒業した者 

(2) 通常の課程による 12年の学校教育を修了した者 

(3) 外国において学校教育による 12年の課程を修了した者又はこれに準ずる者で文部

科学大臣の指定したもの 

(4) 文部科学大臣が高等学校の課程と同等の課程を有するものとして認定した在外教

育施設の当該課程を修了した者 

(5) 専修学校の高等課程(修業年限が 3年以上であることその他の文部科学大臣が定め

る基準を満たすものに限る。)で文部科学大臣が別に指定するものを文部科学大臣が

定める日以降に修了した者 

(6) 文部科学大臣の指定した者 

(7) 高等学校卒業程度認定試験規則(平成 17年文部科学省令第 1号)による高等学校卒

業程度認定試験に合格した者(同規則附則第 2条の規定による廃止前の大学入学資格

検定規程(昭和 26年文部省令第 13号)による大学入学資格検定に合格した者を含

む。) 

(8) 本学において、個別の入学資格により、高等学校を卒業した者と同等以上の学力

があると認めた者で、18歳に達したもの 

(入学の志願) 

第 23条 本学への入学を志願する者は、入学願書に別に定める書類及び第 71条に規定す

る検定料を添え、所定の期日までに志願する学部に願い出なければならない。 

(合格者の決定) 

第 24条 学長は、前条の規定による入学志願者について、別に定めるところにより、各

学部において選考の上、当該学部教授会の議を経て、合格者を決定する。 
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(入学の手続) 

第 25条 前条の規定による合格者で本学に入学しようとする者は、所定の期日までに誓

約書その他所定の書類を提出するとともに、第 71条に規定する入学料を納付しなけれ

ばならない。 

(入学の許可) 

第 26条 学長は、前条の規定により入学手続を完了した者に対し、入学を許可する。 

(再入学、編入学及び転入学) 

第 27条 次の各号の一に該当する者で本学への入学を志願するものがあるときは、別に

定めるところにより選考の上、当該学部教授会の議を経て、学長は、相当年次に入学

を許可することができる。 

(1) 第 56条、第 57条第 3号、第 4号若しくは第 5号又は第 61条第 3項各号の一の規

定により本学の一学部を退学、除籍又は懲戒された者で、その退学、除籍又は懲戒

後 2年以内に当該学部に再入学を願い出たもの 

(2) 大学を卒業し、又は退学した者で、編入学を願い出たもの 

(3) 学校教育法第 104条第 7項の規定により学士の学位を授与された者 

(4) 短期大学(外国の短期大学を含む。)、高等専門学校、旧国立工業教員養成所、旧

国立養護教諭養成所を卒業した者又は外国の短期大学の課程を有するものとして当

該外国の学校教育制度において位置付けられた教育施設であって、文部科学大臣が

別に指定するものの当該課程を我が国において修了した者で、編入学を願い出たも

の 

(5) 学校教育法第 132条の規定に該当する者で、編入学を願い出たもの 

(6) 学校教育法施行規則附則第 7条の規定に該当する者で、編入学を願い出たもの 

(7) 外国において、学校教育における 13年以上の課程を修了した者又はこれに準ずる

者で、編入学を願い出たもの 

(8) 他の大学(以下「他大学」という。)に在学する者で、当該大学の学長が転入学の

志願を承認したもの 

(9) 我が国において、外国の大学の課程を有するものとして当該外国の学校教育制度

において位置付けられた教育施設であって、文部科学大臣が別に指定するものの当

該課程に在学した者で、転入学を願い出たもの 

2 前項の規定により入学を許可する者について、その者の既に履修した授業科目及びそ

の履修単位数の認定(次条第 1項第 2号の規定により修得した単位を含む。)並びに既に

行った次条第 2項各号に規定する学修に係る単位の認定は、当該学部教授会の議を経

て、学部長が行う。 

(入学前の既修得単位等の認定及び在学期間の取扱い) 

第 28条 第 26条の規定により、本学に入学した者が、入学する前に次の各号の一に該当

する単位を有する場合、教育上有益と認めるときは、当該学部教授会の議を経て、学
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部長は、その単位を本学における授業科目の履修により修得したものとみなすことが

できる。 

(1) 大学(外国の大学を含む。)又は短期大学(外国の短期大学を含む。)を卒業又は中

途退学した者が、当該大学又は当該短期大学において履修した授業科目について修

得した単位 

(2) 大学設置基準(昭和 31年文部省令第 28号)第 31条第 1項に規定する科目等履修生

として修得した単位 

2 第 26条の規定により、本学に入学した者が、入学する前に次の各号の一に該当する学

修を行っている場合、教育上有益と認めるときは、本学における授業科目の履修とみ

なし、当該学部教授会の議を経て、学部長は、単位を与えることができる。 

(1) 短期大学又は高等専門学校の専攻科における学修 

(2) その他文部科学大臣が別に定める学修 

3 前 2項の規定により修得したものとみなし、又は与えることのできる単位数は、本学

において修得した単位以外のものについては、第 42条、第 42条の 2、第 43条及び第 5

5条の規定により修得したものとみなし、又は与えることのできる単位数と合わせて 60

単位を超えないものとする。この場合において、修業年限を短縮することはできない。 

4 本学における科目等履修生（大学の学生以外の者に限る。）として一定の単位（学校

教育法第 90条の規定による入学資格を有した後、修得したものに限る。）を修得した

者が本学に入学する場合で、当該単位の修得により学部の教育課程の一部を履修した

と認められるときは、入学した後に修得したものとみなすことのできる単位数、その

修得した期間その他当該学部が必要と認める事項を勘案し、教授会の議を経て、当該

学部が定める期間を本学における在学年数に参入することができる。ただし、その期

間は、修業年限の 2分の 1を超えてはならない。 

5 前各項に規定する授業科目及び単位数の認定に係る手続等については、各学部が定め

る。 

(長期にわたる教育課程の履修) 

第 29 条 各学部は、別に定めるところにより、学生が職業を有している等の事情により、

第 15条に規定する修業年限を超えて一定の期間にわたり計画的に教育課程を履修し卒

業することを希望する旨を申し出たときは、その計画的な履修を認めることができる。 

(準用規定) 

第 30条 第 23条、第 25条及び第 26条の規定は、第 27条の規定により入学する者にこ

れを準用する。 

第 4節 教育課程、履修方法等 

(教育課程の編成方針) 

第 31条 本学の教育課程は、学部、学科及び課程の教育上の目的を達成するために必要

な授業科目を自ら開設して、体系的に編成するものとする。 
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2 教育課程の編成に当たっては、学部、学科及び課程の専攻に係る専門の学芸を教授す

るとともに、幅広く深い教養及び総合的な判断力を培い、豊かな人間性を涵養するよ

う適切に配慮しなければならない。 

(学部横断教育プログラム) 

第 31条の 2 前条に規定するもののほか、学生が所属する学部、学科又は課程を横断す

る体系的な教育プログラム（以下「学部横断教育プログラム」という。）を置くこと

ができる。 

2 学部横断教育プログラムに関する必要な事項は、別に定める。 

(教育課程の編成方法) 

第 32条 教育課程は、各授業科目を必修科目、選択科目及び自由科目に分け、これを各

年次に配当して編成するものとする。 

(副専攻プログラム) 

第 32条の 2 各学部、第 31条の 2に規定する学部横断教育プログラム並びに組織運営規

則第 17条の 2に規定する全学機構及び第 18条に規定する全学教育研究施設に、各学部

及び学部横断教育プログラムが編成する教育課程のほか、学生が所属する学部、学科

及び課程の専攻に係る分野以外の特定分野若しくは特定課題又は融合分野等に関する

体系的な学習プログラム（以下「副専攻プログラム」という。）を置くことができる。 

2 副専攻プログラムに関する必要な事項は、別に定める。 

(学修証明書等) 

第 32条の 3 第 31条及び第 31条の 2に規定する教育課程又はプログラムの一部をもっ

て体系的に開設する授業科目の単位を修得した学生に対して、学校教育法施行規則第 1

63条の 2に規定する学修証明書を交付することができる。 

2 前項に規定する体系的に開設する授業科目は、学修証明プログラムと称する。 

3 前 2項に定めるもののほか、学修証明プログラムに関し必要な事項は、別に定める。 

(授業科目) 

第 33条 本学において開設する授業科目は、学部教育科目及び全学教育科目とする。 

(学部教育科目) 

第 34条 学部教育科目は、第 31条及び第 32条に規定する教育課程の編成方針編成方法

により、基幹科目、基盤科目、専門科目その他の適切な科目区分を定めて編成した授

業科目とする。 

(全学教育科目) 

第 35条 全学教育科目は、学部を横断して開設する初年次教育科目から高度全学教育科

目を前条の教育課程の編成方針及び編成方法に基づき体系的に編成した授業科目であ

り、基礎科目、外国語科目、健康スポーツ科目、グローバル教育科目及びイノベーシ

ョン教育科目から成る授業科目とする。 

第 36条 削除 
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(その他の授業科目) 

第 37 条 第 33 条に規定する授業科目のほかに、学部並びに第 12 条第 2 項の高等研究院、

全学機構及び全学教育研究施設は、教育上必要があるときは、授業科目を開設するこ

とができる。 

(授業の方法) 

第 38条 授業は、講義、演習、実験、実習若しくは実技のいずれかにより又はこれらの

併用により行うものとする。 

2 前項の授業は、別に定めるところにより、多様なメディアを高度に利用して、当該授

業を行う教室等以外の場所で履修させることができる。 

3 第 1項の授業は、外国において履修させることができる。前項の規定により、多様な

メディアを高度に利用して、当該授業を行う教室等以外の場所で履修させる場合につ

いても、同様とする。 

(成績評価基準等の明示等) 

第 38条の 2 各学部は、学生に対して、授業の方法及び内容並びに 1年間の授業の計画

をあらかじめ明示するものとする。 

2 各学部は、学修の成果に係る評価及び卒業の認定に当たっては、客観性及び厳格性を

確保するため、学生に対してその基準をあらかじめ明示するとともに、当該基準にし

たがって適切に行うものとする。 

(教育内容等の改善のための組織的な研修等) 

第 38条の 3 各学部は、授業の内容及び方法の改善を図るための組織的な研修及び研究

を実施するものとする。 

(履修方法等) 

第 39条 学生は、各学部の定めるところにより、授業科目を履修し、所定の単位を修得

しなければならない。 

2 学生は、各学部の定めるところにより他の学部又は学科の授業科目を履修することが

できる。 

3 前項、第 42条、第 42条の 2及び第 55条の規定により履修した授業科目について修得

できる単位並びに第 28条及び第 43条の規定により学部長が修得したものとみなし、又

は与えることのできる単位の合計は、60単位を超えることができない。 

4 第 58条の規定により卒業の要件として修得すべき単位数のうち、第 38条第 2項に規

定する授業の方法により修得する単位数は、卒業の要件として修得すべき単位数が 124

単位を超えない場合は、60単位を超えないものとし、124単位を超える場合で、かつ、

第 38条第 1項に規定する授業により 64単位以上修得している場合は、60単位を超え

ることができるものとする。 

(履修科目の登録の上限) 
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第 40条 各学部は、学生が各年次にわたって適切に授業科目を履修するため、卒業の要

件として学生が修得すべき単位数について、学生が 1年間又は 1学期に履修科目として

登録することができる単位数の上限を定めるものとする。 

2 各学部は、別に定めるところにより、所定の単位を優れた成績をもって修得した学生

については、前項に定める上限を超えて履修科目の登録を認めることができる。 

(教育職員の免許状授与の所要資格取得のための履修等) 

第 41条 教育職員の免許状授与の所要資格を取得しようとする者は、教育職員免許法及

び同法施行規則に定める所要の単位を修得しなければならない。 

2 前項の規定により所要の単位を修得した者が取得できる教育職員の免許状の種類は、

別表第 2のとおりとする。 

3 教育職員の免許状授与の課程の運用に当たっては、組織運営規則第 18条に規定する高

大接続・全学教育推進センター及び組織運営規則第 16条に規定する教育学部附属教育

デザインセンターとの連携協力により行うものとする。 

(他大学又は短期大学における授業科目の履修等) 

第 42条 学長は、教育上有益と認めるときは、他大学又は短期大学との協議に基づき、

学生に当該他大学又は当該短期大学の授業科目を履修させることができる。 

2 前項の規定により他大学又は短期大学の授業科目の履修を願い出た者については、当

該学部教授会の議を経て、学長は、その履修を許可するものとする。 

3 第 1項の規定により他大学又は短期大学において履修した授業科目について修得した

単位は、当該学部教授会の議を経て、学部長は、60単位を超えない範囲で本学におけ

る授業科目の履修により修得したものとみなすことができる。 

4 前 3項の規定は、学生が、外国の大学又は短期大学が行う通信教育における授業科目

を我が国において履修する場合及び外国の大学又は短期大学の教育課程を有するもの

として当該外国の学校教育制度において位置付けられた教育施設であって、文部科学

大臣が別に指定するものの当該教育課程における授業科目を我が国において履修する

場合について準用する。 

(休学期間中の外国の大学又は短期大学における授業科目の履修) 

第 42条の 2 教育上有益と認めるときは、学生が休学期間中に外国の大学又は短期大学

において履修した授業科目について修得した単位を、当該学部教授会の議を経て、学

部長は、本学における授業科目の履修により修得したものとみなすことができる。 

(大学以外の教育施設等における学修) 

第 43条 教育上有益と認めるときは、学生が行う短期大学又は高等専門学校の専攻科に

おける学修その他文部科学大臣が別に定める学修を、当該学部教授会の議を経て、学

部長は、本学における授業科目の履修とみなし、単位を与えることができる。 

76



2 前項の規定により与えることができる単位数は、前 2条及び第 55条の規定により本学

における授業科目の履修により修得したものとみなす単位数と合わせて 60単位を超え

ないものとする。 

(単位) 

第 44条 授業科目の単位数は、1単位の授業科目を 45時間の学修を必要とする内容をも

って構成することを標準とし、授業の方法に応じ、当該授業による教育効果、授業時

間外に必要な学修等を考慮して、次の基準により計算するものとする。 

(1) 講義及び演習については、15時間から 30時間までの範囲で各学部規則に定める

時間の授業をもって 1単位とする。 

(2) 実験、実習及び実技については、30時間から 45時間までの範囲で各学部規則に

定める時間の授業をもって 1単位とする。ただし、芸術等の分野における個人指導

による実技の授業については、各学部規則に定める時間の授業をもって 1単位とす

ることができる。 

(3) 1の授業科目について、講義、演習、実験、実習又は実技のうち 2以上の方法の

併用により行う場合については、その組み合わせに応じ、前 2号に規定する基準を

考慮して各学部規則に定める時間の授業をもって 1単位とする。 

2 前項の規定にかかわらず、卒業論文、卒業研究、卒業製作等の授業科目については、

これらの学修の成果を評価して単位を授与することが適切と認められる場合には、こ

れらに必要な学修等を考慮して、当該学部教授会の議を経て、その単位を、学部長が

定めるものとする。 

(1年間の授業期間) 

第 45条 1年間の授業を行う期間は、定期試験等の期間を含め、35週にわたることを原

則とする。 

(授業科目の授業期間) 

第 46条 授業科目の授業は、15週にわたる期間を単位として行うものとする。ただし、

第 19条第 2項の規定により学期の前半期又は後半期のいずれかで授業を行う場合、又

は教育上必要があり、十分な教育効果をあげることができる場合は、この限りでない。 

(授業科目の成績) 

第 47条 授業科目を履修した学生に対しては、別に定めるところにより試験を行う。 

2 履修した授業科目の成績は、前項に規定する試験のほか、研究報告、随時行う試験、

出席及び学修状況等により判定する。 

3 授業科目の成績は、秀、優、良、可及び不可の 5種の評語で表し、それぞれの評価に

対して別に定めるところにより GP(Grade Point)を与える。 

4 前項の規定にかかわらず、秀、優、良、可及び不可の 5種の評語で表し難い授業科目

の成績は、合格又は不合格の評語で表し、GP(Grade Point)を与えないことができる。 

(単位の授与) 
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第 48条 授業科目を履修し、各科目の成績を判定の上、秀、優、良及び可並びに合格を

取得した学生には、所定の単位を与える。ただし、第 44条第 2項に規定する授業科目

については、学部の定める適切な方法により学修の成果を評価して単位を与えること

ができる。 

(委任規定) 

第 49条 本節に規定するもののほか、教育課程、履修方法等に関し必要な事項は、別に

定める。 

第 5節 休学、復学、転学部、転学、留学、退学、除籍等 

(休学) 

第 50条 疾病その他特別の理由により引き続き 3月以上修学することができない者は、

学長の許可を得て、休学することができる。 

2 前項の規定により願い出た者については、当該学部教授会の議を経て、学長は、その

休学を許可する。 

3 学長は、疾病のため修学することが適当でないと認められる者については、当該学部

教授会の議を経て、休学を命ずることができる。 

4 前 3項に規定するもののほか、休学に関し必要な事項は、別に定める。 

(休学期間) 

第 51条 休学期間は、1年以内とし、当該学年末までとする。ただし、休学を許可され

た当該学年を超えて引き続き休学することを願い出た者については、当該学部教授会

の議を経て、学長は休学期間の延長を許可することができる。 

2 休学期間は、別に定める理由を除き、通算して 4年を超えることができない。 

3 休学期間は、第 17条に規定する在学期間に算入しない。 

(復学) 

第 52 条 休学期間中にその理由が消滅した場合は、当該学部教授会の議を経て、学長は、

その復学を許可することができる。この場合、疾病の理由により休学し、その理由が

消滅して復学しようとするときは、医師の診断書を提出するものとする。 

2 前項の規定は、第 50条第 3項の規定により休学を命ぜられた者にこれを準用する。 

(転学部、転科及び転課程) 

第 53条 学生が他の学部に転学部の志願をしようとするときは、その所属する学部長に

願い出て、当該学部及び志願する学部の教授会の議を経て、学長の許可を得なければ

ならない。 

2 学生がその所属する学部の学科又は課程から同一学部の他の学科又は課程に転じよう

とするときは、その所属する学部長に願い出て、当該学部教授会の議を経て、学部長

の許可を得なければならない。 

3 第 27条第 2項の規定は、前 2項の規定により転学部、転科又は転課程する者にこれを

準用する。 
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(転学) 

第 54条 学生が他大学への入学又は転入学を志願しようとするときは、理由書を添え、

その所属する学部長を経て、学長に願い出なければならない。 

2 前項の規定による願い出があったときは、当該学部教授会の議を経て、学長は、その

入学又は転入学の志願を許可する。 

(留学) 

第 55条 学長は、教育上有益と認めるときは、外国の大学(これに相当する教育研究機関

を含む。以下「外国の大学等」という。)又は外国の短期大学との協議に基づき、学生

を外国の大学等又は外国の短期大学に留学させることができる。 

2 第 42条第 2項及び第 3項の規定は、前項の規定により学生が外国の大学等又は外国の

短期大学に留学する場合にこれを準用する。 

3 前 2項に規定するもののほか、留学に関し必要な事項は、別に定める。 

(退学) 

第 56条 学生が退学しようとするときは、学長に願い出て、その許可を得なければなら

ない。 

2 前項の規定により願い出た者については、当該学部教授会の議を経て、学長は、その

退学を許可する。 

(除籍) 

第 57条 学長は、次の各号の一に該当する者については、これを除籍する。ただし、第

3号、第 4号又は第 5号に該当する者を除籍する場合には、当該学部教授会の議を経な

ければならない。 

(1) 第 17条に規定する在学期間を超えた者 

(2) 第 51条第 2項に規定する休学期間を超えた者 

(3) 第 74条の規定による入学料の全額若しくは一部の額の免除を許可されなかった者

で、その納付すべき入学料を納付しないもの又は同条の規定により入学料の徴収の

猶予を許可された者で、許可された入学料の徴収の猶予期限までに納付すべき入学

料を納付しないもの若しくは同条の規定による入学料の徴収の猶予を許可されなか

った者で、納付すべき入学料を納付しないもの 

(4) 第 74条の規定により授業料の徴収の猶予の許可を得ないでその納付を怠り、又は

同条の規定により許可された授業料の徴収の猶予期限を経過し、かつ、督促を受け

てもこれを納付しない者 

(5) 死亡又は行方不明の届出があった者 

2 前項第 4号に該当する場合の除籍については、第 72条第 1項に規定する春学期及び秋

学期のそれぞれの期ごとに行う。 

第 6節 卒業及び学位の授与 

(卒業の認定) 
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第 58条 卒業の認定は、第 15条に規定する修業年限(第 27条の規定により入学した者に

あっては、同条の規定により定められた在学すべき年数)以上在学し、又は第 29条の規

定により長期にわたる教育課程の履修を認められた者については当該履修期間在学し、

別に定めるところにより授業科目及び単位数を修得し、かつ、別に定めるところによ

る GPA(Grade Point Average)の基準を満たした上、学部が定める卒業の審査に合格した

者について、当該学部教授会の議を経て、学長が行う。 

2 前項の規定にかかわらず、学部に 3年以上在学した者(これに準ずるものとして文部科

学大臣の定める者を含む。)で、卒業の要件として当該学部が定める授業科目及び単位

数を優秀な成績で修得し、かつ、当該学部が定める卒業の審査に合格したものについ

ては、当該学部教授会の議を経て、学長は、その卒業を認めることができる。 

3 前 2項に規定する卒業の認定は、学年の終わり(学年の途中において入学した者にあっ

ては春学期の終わり。以下この項において同じ。)に行う。ただし、学年の終わりに行

う卒業の認定を受けることができなかった者については、別に定めるところにより卒

業の認定を行う。 

4 学部横断教育プログラムを履修する者の卒業の認定については、前 3項の規定にかか

わらず、別に定める。 

(学位の授与) 

第 59 条 学長は、前条の規定により卒業の認定をした者に対し、学士の学位を授与する。 

2 学位に関する規則は、別に定める。 

第 7節 賞罰 

(表彰) 

第 60条 学生として表彰に価する行為があった者は、教育研究評議会の議を経て、学長

は、これを表彰することができる。 

(懲戒) 

第 61条 学長は、教育上必要があると認めたときは、当該学部教授会の議を経て、学生

を懲戒することができる。ただし、特に必要があると認めたときは、教育研究評議会

の意見を求めることができる。 

2 前項に規定する懲戒の種類は、退学、停学及び訓告とする。 

3 前項に規定する退学は、次の各号の一に該当する者に対して行う。 

(1) 性行不良で改善の見込みがないと認められる者 

(2) 正当の理由がなくて出席常でない者 

(3) 本学の秩序を乱し、その他学生としての本分に反した者 

4 第 1項及び第 2項の規定による停学の期間が 3月を超える場合は、第 15条に規定する

修業年限に算入しない。 

第 8節 保健 

(保健管理) 
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第 62条 学生は、毎年行う定期又は臨時の健康診断を受けなければならない。 

2 学生は、前項に規定する健康診断のほか、学校保健安全法その他の法令に基づき、本

学が指示する予防接種又はその他の検査を受けなければならない。 

3 本学は、前 2項の規定による結果に基づき、疾病の予防措置を行い、又は治療を指示

し、並びに運動及び作業を軽減する等適切な措置をとるものとする。 

第 9節 峰沢国際交流会館及び留学生会館 

(峰沢国際交流会館及び留学生会館) 

第 63条 本学に峰沢国際交流会館及び留学生会館を置く。 

2 峰沢国際交流会館及び留学生会館の管理運営その他必要な事項は、別に定める。 

第 10節 科目等履修生、研究生、聴講生、特別聴講学生、内地留学生及び外国

人留学生 

(科目等履修生) 

第 64条 本学の学生以外の者で、本学において一又は複数の授業科目を履修することを

志願する者については、本学の教育研究に支障のない場合に限り、別に定めるところ

により、学長は、科目等履修生として入学を許可することができる。 

2 科目等履修生に対する単位の授与については、第 48条の規定を準用する。 

(研究生) 

第 65条 本学において特定の専門事項について研究することを志願する者については、

本学の教育研究に支障のない場合に限り、別に定めるところにより、学長は、研究生

として入学を許可することができる。 

2 研究生の研究期間は 1年以内とする。ただし、特別の事情により延長を許可すること

ができる。 

(聴講生) 

第 66条 本学において特定の授業科目を聴講することを志願する者については、本学の

教育研究に支障のない場合に限り、別に定めるところにより、学長は、聴講生として

入学を許可することができる。 

2 聴講生を志願することができる者は、高等学校若しくは中等教育学校を卒業した者又

はこれと同等以上の学力があると認められる者とする。 

(特別聴講学生) 

第 67条 他大学若しくは外国の大学等若しくは短期大学若しくは外国の短期大学又は高

等専門学校に在籍する者で、本学の授業科目を履修することを志願する者については、

当該他大学若しくは外国の大学等若しくは短期大学若しくは外国の短期大学又は高等

専門学校との協議に基づき、本学の教育研究に支障のない場合に限り、別に定めると

ころにより、学長は、特別聴講学生として入学を許可することができる。 

(内地留学生等) 
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第 68条 産業教育振興法による内地留学生、特別支援教育内地留学生、現職教育のため

任命権者の命により大学に派遣される教育職員(以下「現職教育内地留学生」という。)、

私学研修員、専修学校研修員、公立高等専門学校研修員、公立大学研修員又は教員研

修センター研修員を志願する者については、本学の教育研究に支障のない場合に限り、

別に定めるところにより、学長は、産業教育振興法による内地留学生、特別支援教育

内地留学生、現職教育内地留学生、私学研修員、専修学校研修員、公立高等専門学校

研修員、公立大学研修員又は教員研修センター研修員として入学を許可することがで

きる。 

(外国人留学生) 

第 69条 外国人で本学に入学を志願する者については、別に定めるところにより、学長

は、外国人留学生として入学を許可することができる。 

2 前項の外国人留学生に対しては、第 33条に定めるもののほか、第 35条に規定する全

学教育科目において、外国語科目として日本語科目を置き、グローバル教育科目とし

て日本事情科目を置く。 

3 第 1 項に規定する外国人留学生は、第 4 条に規定する収容定員外とすることができる。 

(委任規定) 

第 70条 本節に規定するもののほか、科目等履修生、研究生及び聴講生等に関し必要な

事項は、別に定める。 

第 11節 検定料、入学料、授業料及び寄宿料 

(検定料、入学料、授業料及び寄宿料の額) 

第 71 条 検定料、入学料、授業料及び寄宿料の額は、別表第 3 のとおりとする。ただし、

第 64条、第 65条及び第 66条に規定する科目等履修生、研究生及び聴講生の検定料、

入学料及び授業料の額は、別に定めるところによる。 

(授業料等の徴収等) 

第 72条 授業料は、春学期及び秋学期に、年額の２分の１に相当する額を徴収する。た

だし、入学年度の春学期(10月入学する者にあっては秋学期)又は春学期及び秋学期に

係る授業料について、入学を許可される者の申出があったときは、入学手続時に徴収

するものとする。 

 春学期(4月から 9月までの分)納期 6月 

 秋学期(10月から翌年 3月までの分)納期 11月 

2 第 61条の規定により停学を命ぜられた期間中の授業料は、徴収する。ただし、大学等

における修学の支援に関する法律（令和元年法律第 8号。以下「修学支援法」とい

う。）に基づき授業料等減免を受けている者の授業料徴収については、別に定める。 

3 第 67条に規定する特別聴講学生が他の国立大学(国立短期大学及び国立高等専門学校

を含む。)の学生である場合には、第 1 項の規定にかかわらず、授業料は、徴収しない。 
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4 第 68条の規定による内地留学生等及び第 69条の規定により入学した外国人留学生の

うち国費外国人留学生については、前条及び第 1項の規定にかかわらず、検定料、入

学料及び授業料は、徴収しない。ただし、第 68条の規定により入学した者のうち単位

の認定を受ける者については、授業料を徴収する。 

(既納の授業料等) 

第 73条 既納の検定料、入学料、授業料及び寄宿料は、返還しない。ただし、修学支援

法に基づき授業料等減免を受けている者の入学料及び授業料の返還については、別に

定める。 

2 個別学力検査等のうち、出願書類等による選抜(以下「第 1段階目の選抜」という。)

を行い、その合格者に限り学力検査その他による選抜(以下この項において「第 2段階

目の選抜」という。)を行う入学者選抜において、第 1段階目の選抜で不合格となった

場合及び個別学力検査出願受付後に、大学入学共通テスト受験科目の不足等による出

願無資格者であることが判明した場合には、前項の規定にかかわらず、当該検定料を

納付した者の申出により、別表第 3に定める第 2段階目の選抜に係る額に相当する額を

返還する。 

3 第 72条第 1項ただし書の規定により、入学を許可されるときに授業料を納付した者が、

入学年度の前年度の 3月 31日(10月に入学する者にあっては入学年度の 9月 30日)ま

でに入学を辞退した場合には、第 1 項の規定にかかわらず、納付した者の申出により、

当該授業料相当額を返還する。 

(授業料等の免除及び徴収の猶予) 

第 74条 学長は、経済的理由によって納付が困難であると認められ、かつ、学業優秀と

認めるとき、その他学長が特に必要があると認めるときは、検定料を免除し、入学料、

授業料若しくは寄宿料の全部若しくは一部を免除し、又は入学料若しくは授業料の徴

収を猶予することができる。 

(委任規定) 

第 75条 本節に規定するもののほか、検定料、入学料、授業料及び寄宿料の徴収及び免

除並びに入学料及び授業料の徴収の猶予に関し必要な事項は、別に定める。 

第 12節 公開講座等 

(公開講座等の開設) 

第 76条 本学は、教育・研究の成果を広く社会に開放し、文化の向上及び地域社会への

貢献に資するため、公開講座の開設その他の学習の機会を提供するものとする。 

2 前項に規定する公開講座等は、学長又は学部長等が主宰する。 

3 前 2項に規定するもののほか、公開講座等に関し必要な事項は、別に定める。 

附 則 

1 この学則は、平成 16年 4月 1日から施行する。 
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2 第 4条別表第 1の規定にかかわらず、経済学部、経営学部及び工学部の各学科の収容

定員の数は、平成 16年度から平成 18年度までの間にあっては、次のとおりとする。 

区分 
収容定員 

平成 16年度 平成 17年度 平成 18年度 

経済学部 経済システム学科 382 414 444 

  国際経済学科 460 466 471 

  経済法学科 168 110 55 

  計 1,010 990 970 

経営学部 経営学科       

  昼間主コース 300 300 300 

  夜間主コース 62 84 106 

  会計・情報学科       

  昼間主コース 280 280 280 

  夜間主コース 45 30 15 

  経営システム科学科       

  昼間主コース 260 260 260 

  夜間主コース 45 30 15 

  国際経営学科       

  昼間主コース 260 260 260 

  夜間主コース 45 30 15 

  計 1,297 1,274 1,251 

工学部 (第一部)       

  生産工学科 560 560 560 

  物質工学科 640 640 640 

  建設学科 520 520 520 

  電子情報工学科 580 580 580 

  知能物理工学科 360 360 360 

  計 2,660 2,660 2,660 

  (第二部)       

  生産工学科 90 75 75 

  物質工学科 90 75 75 

  計 180 150 150 

合計 6,987 6,914 6,871 

(注) この表における合計の欄の数は、全学部の収容定員の合計を示す。 

3 教育学部及び経済学部経済法学科は、学則第 3条の規定にかかわらず、平成 16年 3月

31日に当該学部又は学科に在学する者が当該学部又は学科に在学しなくなる日までの

間、存続するものとする。 
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4 前項に規定する教育学部及び経済学部経済法学科において当該所要資格を取得できる

教員の免許状の種類及び教科は、学則第 41条第 2項別表第 2の規定にかかわらず、な

お従前の例による。 

5 平成 15年 3月 31日以前に学部に入学し、在学する者(以下この項において「在学者」

という。)及び平成 15年 4月 1日以後において在学者の属する年次に再入学、編入学及

び転入学した者で在学する者に係る授業科目の成績、単位の授与及び卒業の認定につ

いては、学則第 47条第 3項、第 48条及び第 58条第 1項の規定にかかわらず、なお従

前の例による。 

附 則(平成 16年 6月 10日規則第 453号) 
 

 

この学則は、平成 16年 6月 10日から施行する。 

附 則(平成 17年 3月 31日規則第 497号) 
 

 

この学則は、平成 17年 4月 1日から施行する。 

附 則(平成 17年 9月 29日規則第 11号) 
 

 

この学則は、平成 17年 9月 29日から施行する。 

附 則(平成 17年 10月 13日規則第 20号) 
 

 

この学則は、平成 17年 10月 13日から施行する。ただし、第 22条の改正規定は平成 1

7年 12月 1日から施行し、第 27条の改正規定は平成 17年 10月 1日から適用する。 

附 則(平成 18年 2月 9日規則第 31号) 
 

 

1 この学則は、平成 18年 4月 1日から施行する。 

2 平成 18年 3月 31日以前に学部に入学し、在学する者(以下「在学者」という。)及び

平成 18年 4月 1日以後において在学者の属する年次に再入学、編入学及び転入学する

者(以下「再入学者等」という。)に係る教養教育科目については、改正後の学則第 35

条の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

3 学部が必要と認めるときは、在学者及び再入学者等に改正後の学則第 35条の規定に基

づき平成 18年度以降の入学者(再入学者等を除く。)のために開設される授業科目を履

修させることができる。この場合において、当該授業科目の履修を、改正前の横浜国

立大学学則に基づく授業科目の履修とみなし、単位を授与することができる。 

附 則(平成 18年 10月 26日規則第 97号) 
 

 

この学則は、平成 18年 10月 26日から施行する。 

附 則(平成 19年 2月 22日規則第 6号) 
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1 この学則は、平成 19年 4月 1日から施行する。 

2 平成 19年 3月 31日に現に学部に在学する者(以下この項において「在学者」とい

う。)及び平成 19年 4月 1日以後において在学者の属する年次に再入学、編入学及び転

入学する者に係る授業科目の成績及び単位の授与については、改正後の学則第 47条第

3項及び第 48条の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

附 則(平成 19年 3月 22日規則第 40号) 
 

 

1 この学則は、平成 19年 4月 1日から施行する。 

2 工学部第二部は、この学則による改正後の規定にかかわらず、平成 19年 3月 31日に

現に在学する者(以下この項において「在学者」という。)並びに平成 19年 4月 1日以

後において在学者の属する年次に再入学、編入学及び転入学する者が在学しなくなる

日までの間、存続するものとする。 

3 改正後の学則第 4 条別表第 1 の規定にかかわらず、工学部の各学科の収容定員の数は、

平成 19年度から平成 22年度までの間にあっては、次のとおりとする。 

区分 
収容定員 

平成 19年度 平成 20年度 平成 21年度 平成 22年度 

工学部 (第一部)         

  生産工学科 560 560 560 560 

  物質工学科 640 640 640 640 

  建設学科 520 520 520 520 

  電子情報工学科 580 580 580 580 

  知能物理工学科 360 360 360 360 

  計 2,660 2,660 2,660 2,660 

  (第二部)         

  生産工学科 60 45 30 15 

  物質工学科 60 45 30 15 

  計 120 90 60 30 

合計 6,798 6,768 6,738 6,708 

(注) この表における合計の欄の数は、全学部の収容定員の合計を示す。 

4 第 2項に規定する工学部第二部において、当該所要資格を取得できる教員の免許状の

種類及び教科は、改正後の学則第 41条第 2項別表第 2の規定にかかわらず、なお従前

の例による。 

5 第 2項に規定する工学部第二部の授業料の額については、改正前の第 71条別表第 3の

規定は、この学則の施行後も、なおその効力を有する。 

附 則(平成 19年 3月 30日規則第 72号) 
 

 

この学則は、平成 19年 4月 1日から施行する。 
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附 則(平成 19年 4月 12日規則第 86号) 
 

 

この学則は、平成 19年 4月 12日から施行し、平成 19年 4月 1日より適用する。 

附 則(平成 19年 6月 28日規則第 91号) 
 

 

この学則は、平成 19年 6月 28日から施行する。 

附 則(平成 19年 7月 12日規則第 100号) 
 

 

この学則は、平成 19年 7月 12日から施行する。 

附 則(平成 19年 12月 13日規則第 131号) 
 

 

この学則は、平成 19年 12月 13日から施行する。 

附 則(平成 20年 2月 28日規則第 7号) 
 

 

この学則は、平成 20年 4月 1日から施行する。 

附 則(平成 20年 3月 27日規則第 44号) 
 

 

この学則は、平成 20年 4月 1日から施行する。 

附 則(平成 21年 2月 26日規則第 9号) 
 

 

この学則は、平成 21年 4月 1日から施行する。 

附 則(平成 21年 3月 19日規則第 15号) 
 

 

1 この学則は、平成 21年 4月 1日から施行する。 

2 平成 21年 3月 31日以前に工学部に入学し、在学する者(以下この項において「在学者」

という。)及び平成 21年 4月 1日以後において在学者の属する年次に再入学、編入学及

び転入学する者に係る当該所要資格を取得できる教員の免許状の種類及び教科は、改

正後の学則第 41条第 2項別表第 2の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

附 則(平成 22年 3月 11日規則第 30号) 
 

 

この学則は、平成 22年 4月 1日から施行する。 

附 則(平成 22年 4月 22日規則第 62号) 
 

 

この学則は、平成 22年 4月 26日から施行する。 

附 則(平成 22年 10月 21日規則第 84号) 
 

 

この学則は、平成 22年 10月 21日から施行する。 

附 則(平成 22年 11月 24日規則第 92号) 
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1 この学則は、平成 22年 11月 24日から施行する。 

2 この学則の施行の日の前日までに休学を許可された者の休学期間の通算にあっては、

改正後の第 51条第 2項の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

附 則(平成 23年 3月 24日規則第 12号) 
 

 

1 この学則は、平成 23年 4月 1日から施行する。 

2 教育人間科学部地球環境課程、マルチメディア文化課程及び国際共生社会課程並びに

工学部は、この学則による改正後の規定にかかわらず、平成 23年 3月 31日に現に在学

する者（以下「在学者」という。）並びに平成 23年 4月 1日から平成 26年 3月 31日

までの間に在学者の属する年次に再入学、編入学及び転入学する者（以下「再入学者

等」という。）が在学しなくなる日までの間、存続するものとする。 

3 改正後の第 4条別表第 1の規定にかかわらず、教育人間科学部人間文化課程、地球環

境課程、マルチメディア文化課程及び国際共生社会課程並びに理工学部並びに工学部

の各学科の収容定員の数は、平成 23年度から平成 25年度までの間にあっては、次のと

おりとする。 

学部名 学科・課程・コース名 
収容定員 

平成 23年度 平成 24年度 平成 25年度 

教育人間科学部 

   人  人  人 

学校教育課程 920 920 920 

人間文化課程 150 300 450 

地球環境課程 150 100 50 

ﾏﾙﾁﾒﾃﾞｨｱ文化課程 270 180 90 

国際共生社会課程 270 180 90 

計 1,760 1,680 1,600 

理工学部 

機械工学・材料系学科 140 280 420 

化学・生命系学科 175 350 525 

建築都市・環境系学科 160 320 480 

数物・電子情報系学科 270 540 810 

計 745 1,490 2,235 

工 学 部 

生産工学科 420 280 140 

物質工学科 480 320 160 

建設学科 390 260 130 

電子情報工学科 435 290 145 

知能物理工学科 270 180 90 

計 1,995 1,330 665 

合 計 6,678 6,678 6,678 

（注）この表における合計の欄の数は、全学部の収容定員の合計を示す。 
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4 第 2項に規定する在学者並びに再入学者等に係る当該所要資格を取得できる教育職員

の免許状の種類及び教科は、改正後の第 41条第 2項別表第 2の規定にかかわらず、な

お従前の例による。 

5 第 2項に規定する工学部の在学者並びに再入学者等については、当該学部を卒業する

ため必要な教育課程の履修を理工学部において行うものとし、理工学部はそのために

必要な教育を行うものとする。この場合における教育課程の履修その他当該学生の教

育に関し必要な事項は、理工学部の定めるところによる。 

附 則(平成 24年 1月 19日規則第 3号) 
 

 

この学則は、平成 24年 1月 19日から施行する。 

附 則(平成 24年 2月 16日規則第 27号) 
 

 

この学則は、平成 24年 4月 1日から施行する。 

附 則(平成 24年 11月 26日規則第 127号) 
 

 

この学則は、平成 25年 4月 1日から施行する。 

附 則(平成 25年 2月 21日規則第 5号) 
 

 

この学則は、平成 25年 4月 1日から施行する。 

附 則(平成 25年 6月 6日規則第 57号) 
 

 

この学則は、平成 25年 6月 6日から施行し、平成 25年 4月 1日から適用する。 

附 則(平成 26年 1月 23日規則第 4号) 
 

 

この学則は、平成 26年 4月 1日から施行する。 

附 則(平成 26年 3月 24日規則第 19号) 
 

 

この学則は、平成 26年 4月 1日から施行する。ただし、この学則の改正前に既に第 31

条の２に相当する学部横断教育プログラムに入学した者については平成 25年 10月 1日か

ら改正後の学則を適用するものとする。 

附 則(平成 26年 9月 18日規則第 65号) 
 

 

この学則は、平成 26年 10月 1日から施行する。 

附 則(平成 27年 1月 22日規則第 4号) 
 

 

この学則は、平成 27年 4月 1日から施行する。 

附 則(平成 27年 3月 23日規則第 15号) 
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1 この学則は、平成 27年 4月 1日から施行する。 

2 特別研究教員及び研究教員は、この学則による改正後の規定にかかわらず、平成 27年

3月 31日に現に在職する者が同職に在職しなくなる日までの間、なお従前のとおりと

する。 

附 則(平成 28年 1月 27日規則第 4号) 
 

 

この学則は、平成 28年 4月 1日から施行する。 

附 則(平成 28年 2月 18日規則第 15号) 
 

 

この学則は、平成 28年 4月 1日から施行する。 

附 則(平成 28年 4月 21日規則第 43号) 
 

 

この学則は、平成 28年 4月 21日から施行する。 

附 則(平成 29年 1月 23日規則第 1号) 

改正 平成30年11月30日規則第71号 
 

1 この学則は、平成 29年 4月 1日から施行する。 

2 教育人間科学部人間文化課程、経済学部経済システム学科及び国際経済学科、経営学

部経営学科、会計・情報学科、経営システム科学科及び国際経営学科並びに理工学部

建築都市・環境系学科は、この学則による改正後の規定にかかわらず、平成 29年 3月

31日に現に在学する者（以下「在学者」という。）並びに平成 29年 4月 1日以後にお

いて在学者の属する年次に再入学、編入学及び転入学する者（以下「再入学者等」と

いう。）が在学しなくなる日までの間、存続するものとする。 

3 平成 29年 3月 31日における教育人間科学部学校教育課程及び人間文化課程の在学者

及び平成 29年 4月 1日以降における再入学者等の学部名称については、この学則の改

正後の規定にかかわらず、なお、従前の例による。 

4 平成 29年 3月 31日における理工学部機械工学・材料系学科の在学者及び平成 29年 4

月 1日以降における再入学者等の学科名称については、この学則の改正後の規定にか

かわらず、なお従前の例による。 

5 改正後の第 4 条別表第 1 の規定にかかわらず、教育人間科学部、教育学部、経済学部、

経営学部、理工学部及び都市科学部の各学科の収容定員の数は、平成 29年度から平成

31年度までの間にあっては、次のとおりとする。 

学部名 学科・課程・コース名 
収容定員 

平成 29年度 平成 30年度 平成 31年度 

教育人間科学部 
学校教育課程 690 460 230 

人間文化課程 450 300 150 
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計 1,140 760 380 

教育学部 
学校教育課程 230 460 690 

計 230 460 690 

経済学部 

経済システム学科 359 244 122 

国際経済学科 361 246 123 

経済学科 238 476 729 

計 958 966 974 

経営学部 

経営学科       

 昼間主コース 225 150 75 

 夜間主コース 96 64 32 

会計情報学科       

 昼間主コース 210 140 70 

経営システム科学科       

 昼間主コース 195 130 65 

国際経営学科       

 昼間主コース 195 130 65 

経営学科 287 574 861 

計 1,208 1,188 1,168 

理工学部 

機械工学・材料系学科 420 280 140 

化学・生命系学科 712 724 736 

建築都市・環境系学科 480 320 160 

数物・電子情報系学科 1,097 1,114 1,131 

機械・材料・海洋系学科 185 370 555 

計 2,894 2,808 2,722 

都市科学部 

都市社会共生学科 74 148 222 

建築学科 70 142 214 

都市基盤学科 48 96 149 

環境リスク共生学科 56 112 168 

計 248 498 753 

合計 6,678 6,680 6,687 

（注）この表における合計の欄の数は、全学部の収容定員の合計を示す。 

6 第 2項、第 3項及び第 4項に規定する在学者並びに再入学者等に係る当該所要資格を

取得できる教育職員の免許状の種類及び教科は、改正後の第 41条第 2項別表第 2の規

定にかかわらず、なお従前の例による。 

7 平成 29年 3月 31日における在学者及び平成 29年 4月 1日以降における再入学者等に

係る教養教育科目については、改正後の学則第 35条の規定にかかわらず、なお従前の

例による。 
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8 第 2項に規定する経営学部の検定料、入学料及び授業料の額については、改正後の第

71条別表第 3の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

附 則(平成 30年 11月 30日規則第 71号) 
 

 

この学則は、平成 30年 11月 30日から施行し、平成 29年 4月 1日から適用する。 

附 則(平成 31年 1月 30日規則第 5号) 
 

 

1 この学則は、平成 31年 4月 1日から施行する。 

2 平成 31年 3月 31日に現に理工学部化学・生命系学科に在学する者（以下この項にお

いて「在学者」という。）並びに平成 31年 4月 1日以後において在学者の属する年次

に再入学、編入学及び転入学する者に係る当該所要資格を取得できる教育職員の免許

状の種類及び教科は、改正後の第 41条第 2項別表第 2の規定にかかわらず、なお従前

の例による。 

附 則(平成 31年 3月 26日規則第 35号) 
 

 

この学則は、平成 31年 4月 1日から施行する。 

附 則(令和 2年 3月 25日規則第 54号) 
 

 

この学則は、令和 2年 4月 1日から施行する。 

附 則(令和 2年 10月 8日規則第 110号) 
 

 

この学則は、令和 2年 10月 8日から施行する。 

附 則(令和 2年 12月 10日規則第 124号) 
 

 

この学則は、令和 3年 4月 1日から施行する。 

附 則(令和 3年 3月 17日規則第 20号) 
 

 

1 この学則は、令和 3年 4月 1日から施行する。 

2 教育学部学校教育課程は、この学則による改正後の規定にかかわらず、令和 3年 3月

31日に現に在学する者（以下「在学者」という。）並びに令和 3年 4月 1日以後にお

いて在学者の属する年次に再入学、編入学及び転入学する者（以下「再入学者等」と

いう。）が在学しなくなる日までの間、存続するものとする。 

3 令和 3年 3月 31日における教育学部学校教育課程の在学者及び令和 3年 4月 1日以降

における再入学者等の学部名称については、この学則の改正後の規定にかかわらず、

なお、従前の例による。 
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4 改正後の第 4条別表第 1の規定にかかわらず、教育学部、経済学部及び経営学部の各

学科の収容定員の数は、令和 3年度から令和 5年度までの間にあっては、次のとおりと

する。 

5 （注）この表における合計の欄の数は、全学部の収容定員の合計を示す。 

学部名 学科・課程・コース名 
収容定員 

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 

教育学部 

学校教育課程  690  460  230 

学校教員養成課程  200  400  600 

計  890  860  830 

経済学部 
経済学科  1,002  1,022  1,042 

計  1,002  1,022  1,042 

経営学部 
経営学科  1,158  1,168  1,178 

計  1,158  1,168  1,178 

合計  6,694  6,694  6,694 

6 第 2項及び第 3項に規定する在学者並びに再入学者等に係る当該所要資格を取得でき

る教育職員の免許状の種類及び教科は、改正後の第 41条第 2項別表第 2の規定にかか

わらず、なお従前の例による。 

附 則(令和 3年 3月 29日規則第 30号) 
 

 

この学則は、令和 3年 4月 1日から施行する。 

附 則(令和 4年 1月 31日規則第 4号) 
 

 

この学則は、令和 4年 4月 1日から施行する。 

附 則(令和 4年 3月 23日規則第 42号) 
 

 

この学則は、令和 4年 4月 1日から施行する。 

附 則(令和 4年 10月 27日規則第 68号) 
 

 

この学則は、令和 4年 10月 27日から施行する。 

別表第 1(第 4条関係) 

収容定員 

学部名 学科・課程・コース名 収容定員 入学定員 
第 3年次 

編入学定員 

    人 人 人 

教育学部 学校教員養成課程 800 200   

  計 800 200   
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経済学部 経済学科 1,062 258 3年次 15 

  計 1,062 258 3年次 15 

経営学部 経営学科 1,188 297   

  計 1,188 297   

理工学部 機械・材料・海洋系学科 740 185   

  化学・生命系学科 748 187   

  数物・電子情報系学科 1,148 287   

  計 2,636 659   

都市科学部 

都市社会共生学科 296 74   

建築学科 286 70 2年次 2 

都市基盤学科 202 48 3年次 5 

環境リスク共生学科 224 56   

計 1,008 248 
2年次 2 

3年次 5 

合計 6,694 1,662 
2年次 2 

3年次 20 

別表第 2(第 41条関係) 

取得できる教員職員の免許状の種類 

学部名 
学科・課程・

コース名 

教員免許状の種

類 
免許教科・特別支援教育領域 

教育学

部 

学校教員養成

課程 

小学校教諭 

一種免許状 
  

中学校教諭 

一種免許状 国語、社会、数学、理科、音楽、美術、保健体

育、技術、家庭、英語 中学校教諭 

二種免許状 

高等学校教諭 

一種免許状 

国語、地理歴史、公民、数学、理科、音楽、美

術、書道、保健体育、工業、家庭、英語 

特別支援学校教

諭一種免許状 

聴覚障害者、知的障害者、肢体不自由者、病弱

者 

理工学

部 

機械・材料・

海洋系学科 

中学校教諭 

一種免許状 
数学、理科 

高等学校教諭 

一種免許状 
数学、理科 

化学・生命系

学科 

中学校教諭 

一種免許状 
理科 

高等学校教諭 理科 
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一種免許状 

数物・電子情

報系学科 

中学校教諭 

一種免許状 
数学、理科 

高等学校教諭 

一種免許状 
数学、理科、情報 

都市科

学部 

環境リスク共

生学科 

中学校教諭一種

免許状 
理科 

高等学校教諭一

種免許状 
理科 

別表第 3(第 71条、第 73条関係) 

1 検定料及び入学料の額 

区分 検定料 入学料 

学部 17,000円 282,000円 

2 第 73条第 2項に規定する 2段階選抜を行う場合の検定料の額 

区分 第 1段階目の選抜に係る額 第 2段階目の選抜に係る額 

学部 4,000円 13,000円 

3 転入学、編入学又は再入学に係る検定料の額は、「1検定料及び入学料の額」の表

にかかわらず、30,000円とする。 
 

4 授業料の額(年額) 

入学年度 

平成 10年度 平成 11年度以降 ＼ 

区分 

学部 469,200円 535,800円 

5 第 29条の規定により、修業年限を越えて計画的に教育課程を履修して卒業をするこ

とを認められた者に係る授業料の額 

(1)  授業料の年額は、当該在学を認められた期間(以下「長期在学期間」という。)に

限り、前項の規定にかかわらず、同項に規定する授業料の年額に修業年限に相当す

る年数を乗じて得た額を長期在学期間の年数で除した額(その額に 10円未満の端数

があるときは、これを切り上げるものとする。)とする。 

(2)  長期在学期間を認められ、授業料の年額を定められた者が学年の中途で卒業する

場合の授業料の額は、(1)に定められた授業料の年額の 12分の 1に相当する額(その

額に 10円未満の端数があるときは、これを切り上げるものとする。)に在学する月

数を乗じて得た額とする。 

(3)  長期在学期間を認められ、授業料の年額を定められた者が長期在学期間を短縮す

ることを認められる場合には、当該短縮後の期間に応じて(1)の定めにより算出し

た授業料の年額に当該者が在学した期間の年数(その期間に 1年に満たない端数が

あるときは、これを切り上げる。以下同じ。)を乗じて得た額から当該者が在学し
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た期間(学年の中途にあっては、当該学年の終了までの期間とする。以下同じ。)に

納付すべき授業料の総額を控除した額とする。ただし、当該短縮後の期間が修業年

限に相当する期間の場合には、「4授業料の額」の表に定める授業料の年額に当該

者が在学した期間の年数を乗じて得た額から当該者が在学した期間に納付すべき授

業料の総額を控除した額とする。 

6 入学の時期が 4月、10月以外の時期である場合における授業料の額 

 4月、10月以外の時期に入学した場合の当該学期の授業料の額は、授業料の年額の 1

2分の 1に相当する額（その額に 10円未満の端数があるときは、これを切り上げるも

のとする。以下この表における端数の扱いについて同じ。）に入学した日の属する月

から当該学期の最終月までの月数を乗じて得た額とする。 

7 復学、転入学、編入学又は再入学の場合における授業料の額 

 学期の中途において復学、転入学、編入学又は再入学(以下「復学等」という。)をし

た者の当該学期の授業料の額は、授業料の年額の 12分の 1に相当する額に復学等の日

の属する月から当該学期の最終月までの月数を乗じて得た額とする。 

8 学期の中途で卒業する場合における授業料の額 

 特別の事情により、学期の中途で卒業する者の当該学期の授業料の額は、授業料の

年額の 12分の 1に相当する額に当該学期の初月から卒業する日の属する月までの月数

を乗じて得た額とする。ただし 、修学支援法に基づく授業料等減免を受けている者に

ついては、別に定める。 

9 退学の場合における授業料の額 

 学期の途中で退学する者の当該学期の授業料の額は、授業料の年額の 2分の 1に相当

する額とする。ただし、修学支援法に基づく授業料等減免を受けている者について

は、別に定める。 

10 寄宿料の額 

施設名 区分 
寄宿料 

(月額) 

峰沢国際交流会館 単身室 5,700円 

留学生会館 

単身室 5,900円 

夫婦室 9,500円 

家族室 11,900円 

11 寄宿料は、寄宿舎に入居した日の属する月から退去する日の属する月まで毎月 

 その月の分を徴収する。ただし、休業期間中の寄宿料は、休業期間前に徴収するこ

とができる。 

別表第 4(第 3条の 2関係) 

学部、学

科・課程名 

教育研究上の目的 

教育学部  急速に変化し、複雑化する現代社会における子どもと教育をめぐる諸課
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  学校教

員養成課程 

題を総合的に理解し、その課題を実践的、臨床的に解決できる資質を身に

つけた小・中学校、特別支援学校の教員を養成することを目的とする。ま

た、教育諸科学の理論的、実践的研究を推進し、教育に反映させることに

よって、上記の資質を身につけた高度な専門家としての教員の養成を行

う。 

    

経済学部 

  経済学

科 

 日本と世界が直面する様々な経済社会問題に対して、分析の対象を的確

に把握し、必要な情報の収集・処理を通じて、問題解決の方向を論理的・

数理的・統計的に分析・探求する力を持つ人材、さらにその解決策を発信

し、組織的に実行できる人材を養成する。導入教育として、数学・外国

語・情報処理・統計・コミュニケーションの能力を涵養し、現代経済学の

基礎を幅広く教育する。その上で、グローバル経済・現代日本経済・金融

貿易分析・経済数量分析・法と経済社会の 5つの専門分野を設定し、経済

学の高度な理論と応用能力を修得させる。経済学の専門知識とともに、世

界各国の多様な社会・経済・制度・歴史及び自然科学・先端技術について

バランスのとれた知識・見識を習得させる。育成した人材が国内外で活躍

することを目指して、キャリア形成を支援する教育等を総合的、体系的に

行う。 

 Global Business and Economics教育プログラムにおいては、経営学を副

専攻とし、海外学修科目を必修として、グローバル・ビジネスにおいて活

躍できる人材を育成する。Data Science教育プログラムにおいては、経済

学の専門性と情報処理・統計分析能力の融合による新たな価値創造ができ

る人材を育成する。Lawcal Business Economics教育プログラムにおいて

は、法学・政治学と経済学・経営学を学び、かつデータサイエンスの基礎

も身につけ、エビデンスに基づく課題解決を担う人材を育成する。 

    

経営学部 

  経営学

科 

 経営学に関連する分野の基礎的素養の涵養に配慮しつつ、企業をはじめ

とする組織経営にかかわる多様な知識・スキルを体系的に教育研究する。

経営学の学問的性格上、大学憲章に掲げる 4つの理念の中でも特に実践性

を重視している。今日の高度に複雑化した社会の中で、情報を的確に分

析・判断し、環境にも配慮しつつ、また国際的にも活躍できる人材、そし

て企業・組織でも即戦力となる人材の育成を目指している。具体的には、

第一に、グローバル化の進展を踏まえつつ、ローカルな課題にも対応でき

る国際性を備えた人材、第二に、企業経営の観点から学際的な知を統合

し、経済的・社会的イノベーションを実行できる人材、第三に、ビジネス

をめぐる課題に対して局所的視点だけではなく全体最適視点から、実践的

な解決策を提案できる人材である。すなわち企業経営のスペシャリストの

養成だけではなく、特定分野の高い専門性を持つとともに幅広い専門知識

を統合できるグローバルに活躍できるゼネラリストの養成を目指してい

る。そのために、教員及び企業・組織の第一線で活躍する外部実務者等に

よる、理論と実践の両面、そしてその統合を追求する教育を施す。Global 

Business and Economics教育プログラムにおいては、経済学を副専攻と

し、海外学修科目を必修として、グローバル・ビジネスにおいて活躍でき

る人材を育成する。 
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 Data Science教育プログラムにおいては、経営学の専門性と情報処理・

統計分析能力の融合による新たな価値創造ができる人材を育成する。 

理工学部  理学及び工学は、人類社会の福祉と持続的発展に直接的に寄与する使命

を持つ学術分野である。社会からの様々な要請を的確に把握し、地球規模

の環境問題などに対処しつつ、自然科学の真理を追究し、産業を発展さ

せ、輝ける未来を切り拓くために研究者・技術者の果たすべき役割は大き

い。実践的学術の国際拠点を目指す本学において、理工学部では、自らの

専門分野における専門能力と高い倫理性を持ち、広く他分野の科学技術に

目を向ける進取の精神に富む人材育成を目的とする。そのため、「独創

性」「総合性」の精神のもとに基盤的学術に関する幅広い教育を取り入

れ、自ら課題を探求し、未知の問題に対して幅広い視野から柔軟かつ総合

的な判断を下して解決できる、世界にはばたく人材を育成する。 

    

  機械・材

料・海洋

系学科 

 機械・材料・海洋系学科では、自然環境との調和及び資源の有効利用を

はかりつつ、産業の発展とヒューマンライフの向上を持続的に行うため、

人類の英知として蓄えられた科学・技術を発展させ、基盤領域から先進領

域にわたる学術分野で、独創性豊かな技術者、研究者を育成する。そのた

めに、機械工学、材料工学及び海洋空間のシステムデザインに関する体系

的教育と、基礎から応用にまたがる幅広い研究を行う。 

  化学・生

命系学科 

 化学・生命系学科では、化学と生命に関わる最先端かつ広範な科学技術

分野において、創造的な研究や開発に携わる上で必要となる高度な専門知

識や基礎技術を自在に使いこなす強固な基盤能力と、社会及び環境とのか

かわりを深く理解した柔軟な思考力を育み、実践的かつグローバルな視点

から持続可能で豊かな社会を形成するために必須の新しい技術やシステム

の創出を牽引できる人材育成を目的とする。 

  数物・電

子情報系

学科 

 数物・電子情報系学科では、情報工学、通信工学、電気・電子工学、数

理科学、物理工学の広範な分野において、主体的に課題を探求し、広い視

点から総合的かつ柔軟に問題を解決できる高度な技術者・研究者を育成す

ることを教育研究の目的とする。そのために、数学、物理学の基礎教育を

充実し、さらに電子情報システム、情報工学、数理科学、物理工学におけ

る各専門分野の教育を体系的に行う。 

都市科学部  グローバルな課題とローカルな課題が直結する国際都市＝横浜・神奈川

地域に立脚する本学ならではの文理融合の蓄積とリスク共生学の強みをい

かし、都市科学という今までにない学問領域の創出と、グローバルとロー

カルが直面する多様で複雑なリスク・課題の解決をはかることのできる人

材育成を目指す学部である。 

    

  
都市社会

共生学科 

 現代社会が抱える複合的な問題を解決するために、様々なフィールドを

結びつけ社会や文化に対する批判的かつ創造的思考を発揮できる知を育

み、建築学や都市基盤学や環境リスク共生学との対話を通じて都市に対す

る多角的で深い認識に立って、都市社会の未来を構想することのできる力

を重視し、21世紀の世界において、多様性が持つリスクと可能性に対する

深い洞察を持ち、これを新しい価値観の創出のために応用し実践できる人

材を育成する。 
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  建築学科 

 ローカル・グローバルの多様な社会的課題に応答するために、建築学を

中心に人文社会科学の視点から工学まで文理にまたがる幅広い知を育み、

幅広い知に下支えされることで、都市リスク、社会リスクや自然災害リス

クを科学的に把握しながらも、歴史・文化・風土への詳細な観察と尊重の

上で、人間生活と生態系とのバランスのとれた建築・都市・環境を論理的

に構想できる人材、理論の裏付けのもとで、創造的な建築や都市環境・ま

ちづくりを力強く実践することの出来るリーダーシップを持った人材を育

成する。 

  
都市基盤

学科 

 土木工学教育を機軸に、都市科学部の文理をまたがる知見と連携して、

地域・都市から地球規模に至るさまざまなスケールにおいて、リスク、サ

ステナビリティ、グローバルなどの視点で人間・自然環境を再構築し、あ

るいは創造するための、都市基盤にかかる技術やデザイン、政策決定、マ

ネジメントなどに関する専門教育を展開し、安全安心で靭性の高い高品質

な都市、地球環境・社会公平性・経済的効率性のバランスある持続的発

展、国際的な技術協力支援・今日的グローバル課題の解決などの実現に主

導的に貢献できる人材を育成する。 

  

環境リス

ク共生学

科 

 自然環境及び社会環境のリスクに関わる基本原理を理解し、文理融合の

総合的な知識により、豊かさと表裏一体で生じるリスクのバランスをマネ

ジメントするリスク強制社会実現の知を育み、異分野との横断的な連携、

社会と対話ができる素養を持ちながら、自然環境、社会環境を対象にリス

クとの共生を実践し、都市の持続的発展に貢献できる実践力を有する人材

を育成する。 
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Ⅵ．横浜国立大学休学許可の基準 

(平成 16年 4月 1日規則第 204号) 

改正 平成16年11月8日規則第468号 平成22年11月24日規則第94号 

平成25年2月21日規則第6号 平成27年12月16日規則第78号    
  

第 1  

横浜国立大学学則(以下「学則」という。)第 50条第 4項の規定に基づく休学の許可

は、次の各号のいずれかに該当し、引き続き 3か月以上欠席を要する者について許可

するものとする。 

(1) 本人の疾病又は負傷のとき。(医師の診断書を必要とする。) 

(2) 本人の出産又は本人の子(法律上の養子を含む。)が 3歳に達する日を限度として

育児に従事するとき。(出産に関する医師の診断書等を必要とする。) 

(3) 学資の支弁が困難なとき。(理由書及び事実を証明する書類を必要とする。) 

(4) 世帯主その他の死亡等により一時的に家業に従事するとき。(理由書及びそれを証

明する書類を必要とする。) 

(5) 家族を看病又は介護するとき。(看病については理由書及びそれを証明する医師の

診断書を必要とする。介護については理由書及び証明書を必要とする。) 

(6) 勤務の都合のとき。(勤務先の証明書を必要とする。) 

(7) 外国の大学、短期大学又は大学院で学修することが教育上有益と認められたとき。

（学修先の大学、短期大学又は大学院について証明する書類及び学修内容の書類を

必要とする。） 

(8) その他教授会においてやむを得ない理由があると認めたとき。(理由を証明する書

類を必要とする。) 

第 2  

学則第 51条第 2項及び横浜国立大学大学院学則第 22条第 3項に規定する理由は、前

項第 2号に限るものとする。 

附 則 

1 この基準は、平成 16年 4月 1日から施行する。 

2 この基準の施行日の前に許可されている休学は、この基準の定めるところにより許可

されたものとみなす。 

附 則(平成 16年 11月 8日規則第 468号) 
 

 

この基準は、平成 16年 11月 8日から施行する。 

附 則(平成 22年 11月 24日規則第 94号) 
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この基準は、平成 22年 11月 24日から施行する。 

附 則(平成 25年 2月 21日規則第 6号) 
 

 

この基準は、平成 25年 4月 1日から施行する。 

附 則(平成 27年 12月 16日規則第 78号) 
 

 

この基準は、平成 27年 12月 16日から施行する。 
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Ⅶ. 修士論文・最終試験評価基準 

 

  下記にその概要を掲げる。 

  なお、論文題目提出、中間報告会、論文提出および最終試験受験の手続等については、適時掲示で連絡 

 するので、注意すること。 

 

 

  １．最終試験までの標準的な過程 

 

     １年次春学期 指導教員決定（４月） 

                  研究計画作成・指導 
 

        秋学期  研究計画に基づく論文作成指導 

 

     ２年次春学期 研究計画に基づく論文作成指導 

            論文作成計画の指導・進捗状況確認 

            論文題目提出（６月）（５月中旬に掲示連絡） 
 

           秋学期 中間報告会（１０月）（日程詳細１０月上旬に掲示連絡） 

            論文題目変更届（変更がある場合）（１１月）（１１月中旬に掲示連絡） 

            論文提出（１月）（１１月中旬に掲示連絡） 

            最終試験（２月）（日程詳細１月中旬に掲示連絡） 

 

 

  ２．評価の指針および評価基準 

 

  （１）評価の指針 

    ① 論文の対象分野に関する基本的理解と資料の妥当性 

    ② 論文中に示された分析または解釈の論理性と妥当性 

    ③ 論文の構成、表現技術 

 

  （２）評価基準 

    Ｓ（９０点以上）  秀 

    Ａ（８０点以上）  優 

    Ｂ（７０点以上）  良 

    Ｃ（６０点以上）  可 

    Ｄ（５９点以下） 不可 

 

      ※ Ｓ、Ａ、Ｂ、Ｃを合格とする。 
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教員 単位 区分 学期 備考

法学原論 内海／岡庭 2 開講 春期

政治学原論 椛島 2 開講 春期

法律文献情報 ランド／教務厚生委員会 1 開講 ４月

Decision Making Process 椛島 2 開講 春期

Research Methodology ランド 2 開講 春期 令和３年度以降入学者対象科目

国際法研究Ⅰ 荒木 2 開講 春期

国際法研究Ⅱ － 2 休講 －

国際法研究Ⅲ 荒木 2 開講 秋期 令和２年度以前入学者対象科目

国際法研究Ⅳ － 2 休講 － 令和２年度以前入学者対象科目

国際法特論 荒木 2 開講 秋期 令和３年度以降入学者対象科目

国際私法研究Ⅰ － 2 休講 －

国際私法研究Ⅱ － 2 休講 －

国際私法研究Ⅲ － 2 休講 －

経済法研究Ⅰ 関根 2 開講 春期

経済法研究Ⅱ 関根 2 開講 秋期

経済法研究Ⅲ － 2 休講 － 令和２年度以前入学者対象科目

開講 秋期 令和２年度以前入学者対象科目

開講 春期 令和３年度以降入学者対象科目

開講 春期 令和２年度以前入学者対象科目

開講 秋期 令和３年度以降入学者対象科目

外国法研究 － 2 休講 － 令和元年度以前入学者対象科目

アジア法研究 － 2 休講 － 令和２年度以前入学者対象科目

政治学研究 － 2 休講 －

行政学研究 － 2 休講 － 令和２年度以前入学者対象科目

国際政治学研究 椛島 2 開講 秋期

国際行政論研究Ⅰ 志賀 2 開講 春期

国際行政論研究Ⅱ 志賀 2 開講 秋期

開発協力論研究Ⅰ 小林 2 開講 春期

開発協力論研究Ⅱ － 2 休講 －

開発協力論研究Ⅲ 小林 2 開講 秋期

開発協力特論 小林 2 開講 春期

Japan’s Development Experiences 荒木 2 開講 秋期

Governance and Development 小林 2 開講 秋期

Public Administration and Management 小池 2 開講 春期

Local Governance 小池 2 開講 秋期

ODA and Practical Issues 小林 2 開講 秋期

International Public Administration 志賀 2 開講 秋期 令和５年度以降入学者対象科目

International Administration 志賀 2 開講 秋期 令和４年度以前入学者対象科目

公法研究Ⅰ 君塚 2 開講 春期 令和２年度以前入学者対象科目

公法研究Ⅱ 板垣 2 開講 秋期 令和２年度以前入学者対象科目

公法研究Ⅲ 君塚 2 開講 春期 令和２年度以前入学者対象科目

公法研究Ⅳ － 2 休講 － 令和元年度以前入学者対象科目

憲法研究 君塚 2 開講 春期 令和３年度以降入学者対象科目

憲法特論 君塚 2 開講 春期 令和３年度以降入学者対象科目

行政法特論 板垣 2 開講 秋期 令和３年度以降入学者対象科目

民事法研究Ⅰ 宮澤 2 開講 春期 令和２年度以前入学者対象科目

民事法研究Ⅱ 渡邉 2 開講 春期 令和２年度以前入学者対象科目

民事法研究Ⅲ 常岡 2 開講 秋期 令和２年度以前入学者対象科目

民事法研究Ⅳ 芳賀 2 開講 春期 令和２年度以前入学者対象科目

民事法研究Ⅴ 西川 2 開講 秋期 令和２年度以前入学者対象科目

民事法研究Ⅵ 笹岡 2 開講 秋期 令和２年度以前入学者対象科目

財産法研究 宮澤 2 開講 春期 令和３年度以降入学者対象科目

財産法特論 渡邉 2 開講 春期 令和３年度以降入学者対象科目

家族法特論 常岡 2 開講 秋期 令和３年度以降入学者対象科目

会社法研究 芳賀 2 開講 春期 令和３年度以降入学者対象科目

民事訴訟法特論 西川 2 開講 秋期 令和３年度以降入学者対象科目

海事法研究 笹岡 2 開講 秋期 令和３年度以降入学者対象科目

刑事法研究Ⅰ 内海 2 開講 秋期 令和２年度以前入学者対象科目

刑事法研究Ⅱ 金子 2 開講 春期 令和２年度以前入学者対象科目

刑法特論 内海 2 開講 秋期 令和３年度以降入学者対象科目

刑事訴訟法特論 金子 2 開講 春期 令和３年度以降入学者対象科目

知的財産法研究Ⅱ

実
定
法
分
野

2

2

知的財産法研究Ⅰ 濱口

濱口

Ⅸ．国際経済法学専攻開設科目一覧
１．選択科目

科目名

コ
ア
科
目

国
際
経
済
法
分
野
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教員 単位 区分 学期 備考

経済刑法特論 齋野 2 開講 秋期

法理学研究Ⅰ 米村 2 開講 春期 令和２年度以前入学者対象科目

法理学研究Ⅱ － 2 休講 － 令和２年度以前入学者対象科目

法理学研究Ⅲ － 2 休講 － 令和２年度以前入学者対象科目

法哲学研究 － 2 休講 － 令和３年度以降入学者対象科目

法哲学特論 米村 2 開講 春期 令和３年度以降入学者対象科目

基本租税法研究 川端 2 開講 春期 令和２年度以前入学者対象科目

租税法研究Ⅰ － 2 休講 －

租税法研究Ⅱ 川端 2 開講 秋期

租税法研究Ⅲ － 2 休講 －

租税法特論 川端 2 開講 春期 令和３年度以降入学者対象科目

倒産・執行法研究Ⅰ 西川 2 開講 春期

倒産・執行法研究Ⅱ － 2 休講 －

倒産・執行法研究Ⅲ － 2 休講 － 令和２年度以前入学者対象科目

開講 春期 令和２年度以前入学者対象科目

開講 秋期 令和３年度以降入学者対象科目

開講 秋期 令和２年度以前入学者対象科目

休講 － 令和３年度以降入学者対象科目

労働法研究Ⅲ － 2 休講 － 令和２年度以前入学者対象科目

労働法特論 石﨑 2 開講 春期 令和３年度以降入学者対象科目

基本社会保障法研究 関 2 休講 春期 令和２年度以前入学者対象科目

社会保障法研究Ⅰ 関 2 休講 春期

社会保障法研究Ⅱ 関 2 休講 秋期

高齢者法研究 関 2 休講 春期 令和３年度以降入学者対象科目

環境法研究Ⅰ － 2 休講 － 令和２年度以前入学者対象科目

環境法研究Ⅱ － 2 休講 － 令和２年度以前入学者対象科目

環境法特論 － 2 休講 － 令和３年度以降入学者対象科目

自然保護法研究 － 2 休講 － 令和３年度以降入学者対象科目

Social Systems for Environmental Management － 2 休講 －

Aging and Law 関 2 開講 春期

開発協力フィールドワーク 椛島 2 開講 秋期

社会実践フィールドワーク 指導教員 2 開講 通年 令和５年度以降入学者対象科目

インターンシップ 指導教員 2 開講 通年 令和４年度以前入学者対象科目

ワークショップ 小林 2 開講 秋期

海洋・海事フィールドワーク － 2 休講 － 令和元年度以前入学者対象科目

教員 単位 区分 学期 備考

－ 2 休講 －

－ 2 休講 － 令和２年度以前入学者対象科目

－ 2 休講 －

－ 2 休講 －

教員 単位 区分 学期 備考

Critical Thinking and Discussion ランド 2 開講 秋期

Academic Writing ランド 2 開講 春期

Professional Communication ランド 2 開講 秋期

Oral Communication Workshop － 2 休講 －

Presentation Skills － 2 休講 －

Research Methodology ランド 2 開講 春期 令和２年度以前入学者対象科目

英
語
に
よ
る

コ
ミ

ュ
ニ
ケ
ー

シ

ョ
ン

科
目

科目名

そ
の
他

① 教育研究上の必要から、基礎的又は応用的知識の補充のために年度ごとに開講される科目

外国人客員教授科目

労働法研究Ⅱ 2

2石﨑労働法研究Ⅰ

石﨑

実
定
法
分
野

科目名

１．選択科目

２．特別講義

科目名

特殊講義（開発法学）

特殊講義（安全保障論）

特殊講義（対外政策決定過程）

② 英語によるコミュニケーション科目（外国語関連科目）
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教員 単位 区分 学期 備考

社会人のための実践法学入門 教務厚生委員会 1 開講 第2

変わりゆく社会と法：新規科学技術と社会における受容 笹岡 1 開講 第2

憲法は変わらないが変わる － 1 休講 －

公務員のための法学 板垣 1 開講 第2

憲法とメディア法 君塚 1 開講 第4

企業間紛争をめぐる法的問題 渡邉 1 開講 第6

不動産取引をめぐる法的問題 渡邉 1 開講 第3

訴訟外での紛争解決（ADR） 西川 1 開講 第3

債権回収をめぐる法的問題 西川 1 開講 第5

民事訴訟での紛争解決 岡庭 1 開講 第4

コーポレートガバナンスⅠ 芳賀 1 開講 第2

コーポレートガバナンスⅡ 芳賀 1 開講 第3

労務管理と法Ⅰ 石﨑 1 開講 第5

労務管理と法Ⅱ － 1 休講 -

リスク社会と過失責任 内海 1 開講 第5

刑事制裁制度 内海 1 開講 第4

文献購読：刑事責任の基礎 齋野 1 開講 第4

経済刑法 齋野 1 開講 第5

法人税と企業会計 川端 1 開講 第3

教員 単位 区分 学期 備考

山下 2 開講 秋期

カールセン 2 開講 春期

教員 単位 区分 学期 備考

指導教員 2 開講 春期

指導教員 2 開講 秋期

指導教員 2 開講 春期

指導教員 2 開講 秋期

２．特別講義

実
践
的
科
目

演習Ⅰa

演習Ⅰb

演習Ⅱa

演習Ⅱb

科目名

４．演習科目

科目名

③ 実践的科目

３．学府共通科目

科目名

Thesis Writing

Presentation and Discussion Skills
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Ⅹ．教 員 連 絡 先 

 

● 国際経済法学専攻                                                              （50 音順） 

ふりがな 

氏  名 
職 名 E-mailアドレス 学内内線 

 
あら  き  いち ろう 

荒 木 一 郎 

 

 

教 授 

 

 

araki-ichiro-nz@ynu.ac.jp 

 

 

 

 

3623 

 

 
いし ざき  ゆ  き  こ 

石 﨑 由 希 子 
 

 
教 授 

 

 

ishizaki-yukiko-sf@ynu.ac.jp 

 

 
 

 

3619 
 

 
いた  がき かつ ひこ 

板 垣 勝 彦 

 

 

教 授 

 

 

itagaki-katsuhiko-dg@ynu.ac.jp 

 

 

 

 

3528 

 

 
う つ み  とも  こ 

内 海 朋 子 

 

 

教 授 

 

 

utsumi-tomoko-mn@ynu.ac.jp 

 

 

 

3622 

 

 
おか にわ  まさ  し 

岡 庭 幹 司 
 

 

准教授 
 

 

okaniwa-masashi-ns@ynu.ac.jp 

 
 

 

3636 
 

 
かね  こ     あきら 

金 子   章 
 

 
 

教 授 
 

 

kaneko-akira-fw@ynu.ac.jp 

 
 

 

3647 
 

 
かば  しま ひろ  み 

椛 島 洋 美 

 

 
教 授 

 

 

kabashima-hiromi-wp@ynu.ac.jp 

 
 

 

3637 
 

 
かわ ばた  やす ゆき 

川 端 康 之 
 

 

教 授 

 

 

kawabata-yasuyuki-hm@ynu.ac.jp 

 

 

 

3643 

 

 
きみ づか  まさ おみ 

君 塚 正 臣 

 

教 授 

 

 

kimizuka-masaomi-km@ynu.ac.jp 

 

3552 

 

 
こば   やし たか あき 

小 林 誉 明 

 

 

准教授 

 

 

kobayashi-takaaki-gv@ynu.ac.jp 

 

 

 

3611 

 

 
さい  の  ひこ  や 

齋 野 彦 弥 

 

 

教 授 

 

 

saino-hikoya-tm@ynu.ac.jp 

 

 

 

3625 

 

 
ささ おか  まな  み 

笹 岡 愛 美 

 

 

教 授 

 

 

sasaoka-manami-hz@ynu.ac.jp 

 

 

3616 

 

 
し  が   ひろ あき 

志 賀 裕 朗 

 

 

教 授 

 

 

 shiga-hiroaki-mx@ynu.ac.jp 

 

 

 

3642 

 

 
せき  ね  たけ まさ 

関 根 豪 政 

 

 

教 授 

 

 

 sekine-takemasa-kh@ynu.ac.jp 

 

 

 

3612 

 

 
つね おか  ふみ  こ 

常 岡 史 子 

 

 

教 授 

 

 

tsuneoka-fumiko-rn@ynu.ac.jp 

 

 

 

3639 
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にし かわ  か   よ 

西 川 佳 代 

 

 

教 授 

 

 

nishikawa-kayo-yc@ynu.ac.jp 

 

 

 

3624 

 

 
は  が     りょう 

芳 賀   良 
 
 

 
教 授 

haga-ryo-sc@ynu.ac.jp 

 

3641 

 

 
はま ぐち  た  く  み 

濱 口 太 久 未 

 

教 授 

 

  

hamaguchi-takumi-kd@ynu.ac.jp 

 

 

 

3633 

 

みや ざわ  とし あき 

宮 澤 俊 昭 
教 授 miyazawa-toshiaki-jk@ynu.ac.jp 3646 

ネリダ ランド 准教授 
nerida-rand-jd@ynu.ac.jp 

 
3640 

 
わた  なべ     たく 

渡 邉   拓 

 
教 授 

 

watanabe-taku-br@ynu.ac.jp 

 

 

3614 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

● 非常勤講師                                                                      （50 音順） 

ふりがな 

氏  名 
職 名 E-mailアドレス 学内内線 

 
こ    いけ   おさむ 

小  池   治 

 

－ 

 
 

－ 

 
 
       － 

よね むら  こう  た ろう 

米 村 幸 太 郎 
－ 

 
 

－ 

 
 
       － 

 
せき    ふ さ  こ 

関  ふ 佐 子 
 

 

－ 
 
 

－ 

 
 
       － 

     
 
 
  

 
 ※ 学内内線に外から架電するには 

          ０４５－３３９－＊＊＊＊（＊＊＊＊は学内内線番号） 
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